
第 2部 業  務 

 

第 1章 研究業務 

 
当研究所の試験研究業務は、国土交通省が定めた「研究機関等の行う科学

技術研究の管理に関する規則」に基づき行われており、特別研究、経常研究、

受託研究等に区分される。 
特別研究は、行政的また社会的にみて、特に重点的また緊急に実施する必

要のある研究で、国土交通省に設置されている技術開発推進本部幹事会など

で選定されたものである。 
経常研究は、当研究所の所掌事項に関する基礎研究や応用研究を経常研究

費で実施するものであるが、特別研究から継続するもの、また、特別研究に

発展するものも相当数含まれる。 
受託研究は、国土交通省研究機関受託試験規則に基づき実施するものであ

るが、当研究所で行っているものは、新形式の輸送機関や新型機器の安全性

等の確認のために実施するものがほとんどであり、いずれも運輸行政上、不

可欠なものである。 
以下、これらの試験研究業務について、各部ごとに概況と課題別実施状況

を記載する。 

１． 環境研究領域                   （領域長 小高 松男） 

 

1.1 概  況 

 

1.1.1 試験・研究計画とそのねらい 

  

〈試験・研究項目〉 

環境研究領域において平成１５年度初頭に計画

した研究課題は，以下の２６項目である． 

 (1) 地域環境の改善に関する研究課題 

(ｱ) トラック用ＬＮＧ（液化天然ガス）機

関の研究 

(ｲ) DIディーゼルエンジンの燃料がPMおよ

び未規制高沸点炭化水素排出に与える

影響に関する研究 

(ｳ) 排出ガスに係る車載診断システム

（OBD）の高度化に伴う異常検知方法の

調査研究 

(ｴ) 粒子状物質生成過程の解析手法に関す

る基礎的研究 

(ｵ) マイクロ・トンネルの測定精度向上に

関する研究 

(ｶ) 予混合圧縮着火燃焼を用いた高負荷域

ディーゼル排気改善に関する研究 

(ｷ) 車載型ＮＯｘセンサの実用化とその利

用技術に関する研究 

(ｸ) 自動車から排出される未規制有害物質

の実態解明と排出抑制技術に関する研

究 

(ｹ) 音響インテンシティによる非定常騒音

の放射特性の解析手法に関する研究 

(ｺ) 道路走行時における高騒音車両の検知

手法とうるささ評価に関する研究 

(ｻ) 車体等吸音特性の最適化によるタイヤ

道路騒音の防止技術に関する研究 



(ｼ) ISO路面の経時変化等に関する研究 

(ｽ) 鉄道騒音予測法における防音壁の遮音

量算出の予測精度向上に関する研究 

(2) 地球環境の保全に関する研究課題 

(ｾ) 燃料電池動力システム構成の最適化に

関する研究 

(ｿ) 自動車の温室効果ガス総排出量推計値

の不確実性低減手法に関する研究 

(ﾀ) 自動車環境アセスメント制度の基本設

計と環境対応技術の評価に関する研究 

(3) エネルギー資源の節約及び多様化に関する研

究課題 

(ﾁ) 実使用条件下の車両エンジン特性を反

映させた台上燃費試験手法に関する研

究 

(ﾂ) 新型動力自動車の国際基準調和に関す

る研究 

 (4) 計測技術に関する研究課題 

(ﾃ) 車両レスシミュレーション評価法に関

する研究 

(ﾄ) 自動車排出ガスに含まれるナノサイズ

ＰＭの生成過程とその計測に関する基

礎的研究 

(ﾅ) 自動車排出ガス成分の反応および計測

に関する研究 

(ﾆ) 自動車排出ガス中のナノ粒子計測法に

関する研究 

(ﾇ) 次世代排気ガス計測法の開発に関する

研究 

 (5) 横断的研究課題 

(ﾈ) 次世代低公害大型自動車の研究開発 

 ①ＤＭＥ自動車の要素技術開発と性能評価 

 ②大型ＣＮＧ自動車の要素技術開発と性能  

  評価 

 ③ハイブリッド自動車の要素技術開発と性 

  能評価 

 ④スーパークリーンディーゼルエンジンの 

  開発試作 

 ⑤燃料電池バスの実証試験 

(ﾉ) 路線バスの活性化による都市交通環境

の改善に関する研究 

(ﾊ) 自動車の車室内環境が乗員の心身状態

に与える影響に関する研究 

これらの研究計画のうちで，(ﾈ)は、国土交通

省の大型プロジェクトとして、一般会計、自動

車検査登録特別会計および道路特別会計による

受託研究であり、(ﾄ)は鉄道建設・運輸施設支援

整備機構の公募型研究費による受託研究， (ｷ)

は環境省からの環境技術開発等推進事業費によ

る受託研究，(ﾁ)は国土交通省からの交付金によ

る特別研究，(ﾀ)，(ﾂ)は国土交通省自動車検査

登録特別会計による受託研究， (ｸ),(ｻ)は地球

環境保全等試験研究費による受託研究である．

その他は経常研究費を用いて行う一般研究であ

る． 

また、年度途中で、国土交通省、環境省およ

び民間からの試験、調査を１６件受託した。そ

の主なものは以下の通りである。 

1) 高度な車載診断装置（ＯＢＤシステム）の   

   技術基準策定に関する調査 

2) エタノール混合燃料使用時の排出ガス特性 

   調査 

3) 「新粒子状物質測定法の制定」（ＰＭＰ） 

   に係わる計測技術の研究 

4) ナノ粒子非定常測定手法の開発および排気 

   ガス中ナノ粒子挙動の計測 

5) 重量車排出ガス試験方法におけるマイクロ 

   トンネルの技術基準策定業務 

6) 平成１５年度粒子状物質の粒子数等に係る 

   測定法の確立のための調査 

7) 平成１５年度新燃料使用時の排出ガス等実 

   態等調査 

8) バイオディーゼルに関する排出ガス試験 

9) 尿素ＳＣＲシステム技術基準策定に関する 

   調査 

10) 不正燃料に係る排出ガス耐久性実証調査 

 



〈試験・研究のねらい〉 

 (1) 地域環境の改善に関する研究課題 

課題(ｱ)．大気汚染への寄与度が高いとされる

大型トラック用ディーゼル機関の燃料を，クリ

－ンエネルギ－として高いポテンシャルを有す

る液化天然ガス（ＬＮＧ）に転換することによ

り，高熱効率を確保しつつ，大幅な低公害化を

達成するための方策を検討する．  

課題(ｲ)．環境庁の優先取り組み２２物質の一

つであるBaP(ﾍﾞﾝｿﾞaﾋﾟﾚﾝ)を含むPAH（多環芳香

族炭化水素）類がディーゼルエンジンから生

成・排出されるメカニズムについて明らかにす

ることを目的とする．１６年度は、長期規制用

に供試される予定の低硫黄軽油を用いて、単筒

エンジンベンチの各機関運転条件におけるPM
およびニトロPAHの基本排出特性を把握すると

ともに一部新燃料について排出特性の比較実験

を行う。 

課題(ｳ)．技術的に高度化した第２世代の排出

ガス対策システム車上故障診断装置（ＯＢＤ）

の、故障診断の限界値等、異常の検知方法に拘

わる課題を明らかにすることをねらいとした経

常研究である。 

課題(ｴ)．エンジン内の燃焼による粒子状物質

の生成過程を明らかにするために，数値的およ

び実験的解析手法を開発し，より精度の高いも

のに改良することをねらいとした経常研究であ

る． 

課題(ｵ)．ディーゼル排出微粒子の測定に関し

て、全量希釈トンネルの欠点をクリアした，超

小型のマイクロ・トンネルが近年開発されてい

るが，全量希釈トンネルと比較して精度の面で

問題があるとされている。そこで，本研究では，

マイクロ・トンネルの性能を把握するとともに

測定精度の向上を図る。 

課題(ｶ)．ディーゼル機関の排気改善へ大きな

可能性を有する予混合圧縮着火燃焼を，これま

で困難とされてきた高負荷領域へ適用する方法

を実験的に求めることをねらいとした経常研究

である． 

課題(ｷ)．車両の排気管に直挿してＮＯｘ濃度

を検知できる小型ＮＯｘセンサの実用化を目指

すとともに、この技術を自動車ＮＯｘの低減対

策や燃費の向上対策、触媒装置の劣化車上診断

技術に適用する可能性を追求する環境省公募型

研究費による受託研究である．本研究では，

（株）日本ガイシと共同研究を実施している． 

課題(ｸ)．自動車から排出される未規制有害物

質の排出実態を解明するとともに，排気後処理

対策等を効果的に用いて未規制有害物質を低減

する技術可能性を追求することをねらいとした

環境省地球環境保全費による受託研究である． 

課題(ｹ)．加速走行時のタイヤ騒音を対象とし

たときの騒音放射特性を解析するための音響イ

ンテンシティの最適な測定手法を検討すること

をねらいとした経常研究である． 

課題(ｺ)． マフラーの不正改造や整備不良が

原因で大きな騒音を発生している車両を路上に

おいて騒音を検知し特定することのできる手法

を確立するとともに、これらの騒音の「うるさ

さ」感の評価を行うことを目的とした経常研究

であり、 （株）小野測器、京都大学との共同研

究である。 

課題(ｻ)．道路舗装対策やタイヤ改良による低

騒音化手法と独立に導入できる、実用的な騒音

防止技術を確立することを目的とした環境省地

球環境保全費による受託研究であり、横浜ゴム

（株）との共同研究である。 

課題(ｼ)．自動車の加速騒音試験路面の劣化性

能等経年変化については未解明な部分が多いこ

とから．自動車試験場のISO路面について、平成

８年の設置以来耐久性及び路面性状の経年変化、

及び、それが自動車の走行騒音に及ぼす影響を

追跡調査することをねらいとした経常研究であ

る． 

課題(ｽ)．鉄道車両用防音壁の遮音性能の変動

要因について検討し，防音壁の遮音量の予測精

度を向上することをねらいとした経常研究であ

る．本研究では，（財）鉄道総合技術研究所、九

州芸術工科大学、三菱重工業㈱および東レ㈱と

の共同研究である。 
 

(2) 地球環境の保全に関する研究課題 

課題(ｾ)．将来の低環境負荷型動力システムと

して注目されている燃料電池自動車について，



燃料電池動力システムの性能向上を図るととも

に，総合エネルギー効率を向上させる動力シス

テムの構成及びその評価法を求めることをねら

いとした経常研究である． 

課題(ｿ)．自動車の放出する温室効果ガスN2O
の放出量はいまだ不明部分が多いことから、自

動車起因のN2O排出量推計値に誤差を与える諸

要因を明らかにし、精度の高いN2O総排出量を

推計する手法を検討するとともに、人為的N2O
放出源の中で占める自動車のN2O寄与率を明確

化することを目的とした経常研究である。 

課題(ﾀ)．環境負荷の少ない自動車の普及を促

進するため、ＬＣＡとして車の生産から使用段

階、リサイクル、廃棄に至るまでの自動車の環

境負荷に関する情報を収集、調査分析し、アセ

スメント制度の導入に必要な環境対応技術の評

価方法を求めることを目的とした自動車検査特

別会計による受託研究である。 
 

(3) エネルギー資源の節約及び多様化に関す

る研究課題 

課題(ﾁ)．各種の自動車について、使用実態を

より反映した燃費評価値の得られる試験方法を

策定するため、シャシダイナモメータ燃費試験

での各種運転条件、設定条件が燃費測定結果に

与える影響度を実験的に把握して、台上燃費試

験の適正な規定のあり方を検討することを目的

とした、運営費交付金による特別研究である。  

課題(ﾂ)．新型動力システムを搭載した自動車

について，自動車の審査・検査基準の国際基準

調和に必要な技術的知見の蓄積を行うことをね

らいとした国土交通省自動車検査登録特別会計

による受託研究である． 
 

(4) 計測技術に関する研究課題 

課題(ﾃ)．車両を用いた場合の評価と同等な結

果の得られるエンジンベンチでのトランジェン

ト試験技術や、コンピュータ上で対象車両を仮

想走行させて燃費や排出ガス性能を推計するシ

ミュレーション手法など、車両を使用しない新

しい試験・評価技術を研究する経常研究である。 

課題(ﾄ)．現在明らかとなっていないナノ粒子

の生成から排出、希釈過程の挙動及びその機構

を明らかにし、さらにはナノ粒子の非定常計測

の手法と新たな計測器を開発し、将来の内燃機

関開発および大気環境改善のための内燃機関か

ら排出されるナノ粒子の計測法を提案すること

を目的とする。本研究は鉄道建設・運輸施設整

備支援機構の運輸分野における基礎的研究推進

制度による受託研究であり、群馬大学、ワイコ

フ科学（株）との共同研究である。  

課題(ﾅ)．自動車排出ガス中の微量有害物質

の生成・浄化メカニズムの解明と有効な分

析方法の開発ならびに排出実態把握をねら

いとした経常研究であり，埼玉大学と共同研究

を実施する． 

課題(ﾆ)．粒径 50nm 以下の粒子の計測技術を

開発し，健康影響との関連で近年注目を集めて

いる排気ガス中ナノ粒子の生成・消滅過程を，

粒子の粒径分布を測定することによって明らか

にすることをねらいとした経常研究である． 

 

 課題(ﾇ)．今後、排出ガス規制が一層強化され

る中で、超低濃度の排気ガスに対する次世代の

計測法や、ガソリン自動車の排出微粒子などの

未規制領域についての計測法の確立目指すこと

を目的とした経常研究である。なお、本研究の

中で、㈱堀場製作所と「新排気ガス流量計測手

法の開発に関する研究」を、トヨタ自動車㈱と

「ディーゼル微粒子と NOx の同時低減触媒シス

テム：Diesel Particulate and NOx Reduction 

System搭載車の排出ガス性能に関する研究」を、

㈱小野測器と「大型ディーゼルエンジン用ダイ

ナモメータの高精度制御手法に関する研究」を

それぞれ共同研究として行った。 
 
(5) 横断的研究課題 

課題(ﾈ)．自動車による大気汚染問題を抜本的

に解決するために，既存の大型ディーゼル車に

代替しうる，環境性能を飛躍的に向上させた次

世代型の大型低公害車の技術開発と普及促進を

はかるための国土交通省の大型プロジェクトで

あり，当研究所が実施主体として必要な技術的

課題について研究開発を進めるものである． 

１５年度では、①ジメチルエーテル（DME）

を燃料とする自動車（DME自動車）、②大型圧

縮天然ガス（CNG）自動車、③ハイブリッド・

トラック、バス、④大型車用スーパークリーン

ディーゼルエンジンについて、超低排出ガス化



のための要素技術と動力システムの開発を行っ

ている。また、⑤国内メーカーにより開発され

た燃料電池バスの実証試験にこのプロジェクト

の一環として参画している。 

課題(ﾉ)．路線バス本来の特長を生かした都市

交通環境と利便性の向上を図るため、大都市お

よび地方都市におけるバス輸送の活性化対策と

その費用対効果を考察する。本研究では，澤藤

電機（株）と共同研究を実施している。 

課題(ﾊ)．交通事故の根本原因は車を運転する

人間の不注意や酒気帯び、居眠りなどが８割を

占めると言われており、本研究は、これらのヒ

ューマンエラーの中でも、居眠り運転に注目す

るものである。車内の音等が、乗員の覚醒状態、

身体状態にどのような影響を与えるか解明し、

居眠り運転の防止に貢献することを目的とした

経常研究であり、芝浦工業大学との共同研究と

して実施する。 
 

1.1.2 試験・研究の実施状況と成果 

 
 年度初頭に設定した各研究課題は，概ね計画

に沿って実施された． 

(1) 地域環境の改善に関する研究課題 

課題(ｱ)．気筒内直接噴射によるＬＮＧ噴霧の

挙動をレーザーシュリーレン法により実験解析

する技術を確立し、これを他の気体燃料にも適

用して高効率燃焼を達成するための噴霧解析を

進めるとともに，ＬＮＧ特有の現象であるウェ

ザリング現象が排出ガス等に及ぼす影響を解明

した． 

課題(ｲ)．ニトロPAH分析手法について予備的

検討を行うとともに、各機関運転条件、組成の

異なる燃料におけるPM、PAHおよびニトロPAH
の基本排出特性やSOOT生成とPAH排出との関

連について知見を得た。 

 課題(ｳ)．本研究で開発中のＦＦＴパワース

ペクトル法について、その劣化検知性能を従来

型デュアル酸素センサ法と実験的に比較し、三

元触媒装置の劣化診断用ＯＢＤシステムに活用

できる見通しを得た。 

課題(ｴ)．従来より継続している燃焼シミュレ

ーションについて、化学反応のサブモデルのさ

らなる改良を行い、実験結果に近い予測精度を

得られるレベルまで到達することができた。な

お、本研究では早稲田大学大学院理工学研究科

より研修員を４名受け入れた。 

課題(ｵ)．フィルター法の測定精度に及ぼす影

響因子について検討し、フィルター捕集時の詳

細な物理化学的挙動を解析することにより、低

濃度のＰＭ測定における誤差要因を明らかにで

きた。 

課題(ｶ)．燃料の着火性、蒸発性に関する基礎

的研究では、２つの成分の炭化水素燃料を混合

した燃料を用いるＨＣＣＩ燃焼において、各燃

料の最適性状を実験的に求めた。また、高負荷

HCCI の適用に関する研究ではノズル噴霧角を

最適化することによる改善効果を解析した。 

課題(ｷ)．試作したＮＯｘセンサの感度、応答

性等の特性を実排出ガスにより調べ，アンモニ

アの干渉抑止とＮＯｘ検知の背反性を解決した

実用性の高いＮＯｘセンサの開発を共同研究先

とともに進めた。また、その利用技術について、

いくつかの応用分野を示すことができた。 

課題(ｸ)．ガソリン車の排気中に含まれる未規

制ＶＯＣの排出に及ぼす各種の影響因子や、触

媒反応と生成・排出メカニズムの関連について

知見を得た。また、ディーゼル車の排気中に含

まれる有機塩素化合物の排出実態を把握した。

さらに、ディーゼル車に未規制有害物質浄化用

触媒を採用する際のディーゼル車固有の問題に

ついて検討を行った。 

課題(ｹ)．車両側から駆動力をかけたときのタ

イヤ騒音を、リアルタイムで音響インテンシテ

ィを測定するための最適な測定条件を明らかし

た。また、音響インテンシティマイクロホンプ

ローブ専用のウインドスクリーンを製作し、風

速が 80km/h まで風切り音の影響を受けずにタ

イヤ近傍での騒音測定が可能となった。 

課題(ｺ)．音響インテンシティとビームフォー

ミング法を併用するハイブリッド方式の音源同

定法の基礎的検討、道路構造物からの反射音の

影響を調査を実施した。また、市販マフラー等

の排気騒音特性を室内台上実験により把握した。

さらに、沿道で市販マフラー等の装着車両の通

過騒音データを収集して、音質評価指標の解析



を行った。 

課題(ｻ)．本年度は研究の初年度であり、路上

走行時のタイヤ騒音を、タイヤ近傍で測定可能

なトレーラの製作、風の影響を受けずに近接音

響ホログラフィや音響インテンシティなどの測

定を可能とする手法等、今後必要となる実験手

法、装置の開発を行った。 

課題(ｼ)．昨年に引き続き、熊谷市の自動車試

験場のISO路面について，A，B路面性状の経年

変化を調査し，走行騒音についても測定した．

性状については若干の変動はあるものの，大き

な変化は見られなかった．走行騒音についても

同様であった．なお、本課題は平成１６年度よ

り、調査案件として継続実施する。 

課題(ｽ)．鉄道車両用防音壁の遮音性能の変動

要因、防音壁の遮音性能を評価する際の透過音

について、吸音率の異なる防音壁面吸音材の影

響について評価した。また、高速移動音源に関

する防音壁の遮音性能とその評価法について、

高速飛翔体を用いた実験的解析を行った。 
 

(2) 地球環境の保全に関する研究課題 

課題(ｾ)．燃料、空気供給系に関する研究では、

硫黄化合物を含む水素燃料による被毒特性を解

析し、問題点を明らかにした。 

 燃料電池自動車の実用時エネルギー消費量

の計算法に関する研究では、ハイブリッド方式

燃料電池自動車の走行時におけるエネルギーフ

ローを解析した。また、燃料電池自動車の総合

効率について文献調査等を行い、燃料電池自動

車の総合効率評価手法について検討した。 

課題(ﾀ)．自動車ＬＣＡとそれに関連した技術

動向等に関する内外の情報収集と分析を行うと

ともに、各種試験車両の台上試験を行い、種々

の走行条件下での排出ガス性能や燃費を測定す

ることにより、使用段階での環境負荷を評価す

るための基礎資料を得た。また、実際の路上走

行時の環境負荷を調べる観点から、車載型の計

測器を搭載した専用の路上走行環境負荷計測車

の試作を行った。 

 

(3) エネルギー資源の節約及び多様化に関す

る研究課題 

課題(ﾁ)．車速変化のパターン、運転特性、暖

機条件、積載条件等の違いが実用運転時の燃料

消費にどのように影響するか解析するとともに、

各種車両の燃費評価に適した試験走行モード構

成方法を検討した。一方、試験設定条件が台上

モード走行時の燃料消費量に与える影響度を実

験解析し、試験走行燃費と実用運転時の燃料消

費傾向との乖離の原因を解析した。 

課題(ﾂ)．現在国連欧州経済委員会／自動車部

会 ／ 排 出 ガ ス エ ネ ル ギ ー 専 門 家 会 議

（ECE/WP29/GRPE）で議論されている「水素燃料

自動車に関する国際調和基準」、「ハイブリッド

自動車に関する国際調和基準」及び「オフサイ

クルエミッション防止に関する国際調和基準」

に関して、技術的問題点を解析するとともに、

これらの会議に参画し我が国の意見を表明した。 

 

(4) 計測技術に関する研究課題 

 課題(ﾃ)．台上運転時の実車両の挙動を調べ

るため、各種の車両やテストモードを使用して

排出ガスや燃費のデータを収集した。さらに、

データマイニング法による燃費推計法を民間企

業と共同で進め、かなりの推計精度の得られる

ことが確認できた。 

課題(ﾄ)．本年度は研究の初年度であり、エン

ジンや運転条件の違いによるナノ粒子粒径分布

の特性を解析し、非定常測定器で測定対象とす

る粒径を決定した。また、ナノ粒子特性の非定

常測定手法を検討し、排出ガス中ナノ粒子挙動

計測の準備と予備実験を進めた。 

 課題(ﾅ)．排気系・捕集系におけるベンゼン

等有害物質分子の吸着・生成等の反応に関して

知見を得た。またDNPHの分解メカニズムにつ

いて推定し、アルデヒド類の分析において、Ｎ

Ｏ２が存在する場合の干渉影響を明らかにした。 

課題(ﾆ)．排ガス中の粒子を計測する場合，希

釈によって排ガス中に存在しないナノ粒子を人

為的かつ二次的に生成している可能性がある。 

そこで，本年度は，ナノ粒子の排ガス中にお

ける生成・消滅過程を明らかにすることを試み、

排ガス希釈用の空気の温度を，排ガスと同じ温

度にコントロールして希釈した上で粒子の粒径

分布を測定しナノ粒子の生成・消滅に関する知



見を得た。 

課題(ﾇ)．超低濃度で排出される粒子状物質の、

粒径計測法の課題を明らかにした。また、ＢＭ

Ｄ法等、今後の規制に対応したエンジンからの

低濃度レベルの排出ガスを、従来の測定方法と

同様な測定精度で計測可能な合理的評価手法に

ついて実験的検討を行った。 

 

(5) 横断的研究課題 

 課題(ﾈ)．本年度は、開発請負メーカーとと

もに、昨年度に開発した要素技術を元に各開発

車両について動力システムを構築し、その性能

評価を行って改良を加えた。また、次年度に制

作する、プロトタイプ車両等の基本設計を終了

し、一部制作に着手した。また、平成１６年３

月には本プロジェクトの中間報告会を都心にお

いて開催した。 

課題(ﾉ)．バス路線網の幾何学的充実度と利用

客の利便性を定量的に評価する手法を検討し、

実地調査による大都市、地方都市、過疎地等に

おけるバス輸送の問題解析を行った。また、路

線バス用に開発された車輪内蔵型駆動モータの

実用性能評価を試みた。 

 
 課題(ﾊ)．車室内騒音、シートの振動、運転者

の脳波等、運転者に影響を与えられると考えら

れる代表的な項目を計測する機器を装備した試

験車両を用いて、各種走行条件下におけるデー

タを収集した。次年度以降、これらのデータを

用いて居眠り運転を誘発すると考えられる因子

を抽出する予定である。 

 
1.1.3． 試験・研究成果の主な発表状況及

び行政、産業界、学会等への貢献 

以上の各課題で得られた研究成果の一部は，

所内発表２４件，国内外の学会等で８２件（う

ち欧文発表２６件）の発表を行った．発表した

論文等の内訳は以下の通りである． 

(1) 所内発表 

第２回交通安全環境研究所研究発表会 ２４編 

(2) 所外発表 

・論文発表（日本機械学会、自動車技術会、米 

  国自動車学会（SAE）等） ３３件 

・講演発表（日本機械学会、自動車技術会、米

国自動車学会（SAE）、日本音響学会、日本化

学 会 、 ETH-Conference on Combustion 

Generated Particles、The 2003 International 

Conference on Noise Control Engineering、

等） ４２件 

・その他（学会誌投稿、シンポジウム等講演） 

  ７件 

 

(3) 行政施策等への研究成果の反映 

陸上交通に関わる環境全般，省エネルギー等

に関する国土交通省，環境省はじめ関係省庁の

行政施策に関し，技術資料の提供，各種委員会

への参画による技術的知見の提供等を行った．

これらの資料は，重要な中立的データとして有

効活用される等，行政施策に反映されている． 

研究結果が行政施策等に反映された例の主な

ものは以下のとおりである． 

本研究所で開発した重量車の走行条件をエン

ジン運転条件に変換するアルゴリズムが，大気

汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七号）第

十九条第一項の規定に基づく自動車排出ガスの

量の許容限度（昭和四十九年一月環境庁告示第

一号）の環境省告示で採用されることとなった。

また当研究所が民間企業との共同研究により開

発した変換プログラムを環境省の求めに応じて

国に提供することとなり，国が定める重量車排

出ガス試験法で利用されるほか、このプログラ

ムはインターネットで一般公開される方針であ

る． 

未規制有害ガスおよび粒子状物質の排出特性

の測定解析結果が，環境省，国土交通省の監督

のもとに開催されている「新燃料使用時の排出

ガス実態調査研究調査委員会」に報告され、自

動車分野に新燃料を導入することの適否の検討

資料に使われた． 

各種自動車の走行条件別排出ガス特性の調査

結果が，国土交通省の監督のもとに開催されて

いる「自動車環境アセスメント検討会」に提出

され，自動車分野で今後、環境アセスメントの

手法を導入するための検討資料に使われた． 

本研究所で開発したエンジン単体の燃費マッ



プデータと車両構造情報から、当該車両がモー

ド走行した時の燃費値をコンピュータでシミュ

レーション推計する手法が，「エネルギーの使

用の合理化に関する法律」に基づく燃費基準の

導入検討に活かされていることとなった． 

「次世代低公害大型自動車の研究開発」に関

する研究成果が、国土交通省において、大型ハ

イブリッド車の新長期排出ガス規制に係る試験

法の制定を議論する際に活用された。 

燃料電池自動車の実用化に関する研究成果が，

国土交通省の「大臣認定走行を行う燃料電池自

動車の安全性の確保及び環境保全に関する技術

指針」（平成 14 年 10 月１日発効）の策定に活用

された．さらにそれに続く、燃料電池自動車の

保安基準等策定のためのデータ収集、試験方法

に関する検討にも活用された。 

消音器の違法改造や交換等を行っている装着

車両の実態、道路騒音への影響及び騒音苦情と

の関連等の調査結果、並びに、交換用マフラー

認証制度の導入効果や法的整合性に関する検討

結果が，「使用過程における改造自動車の騒音

検査手法」に関する技術基準の見直し作業にお

いて，活用された。 

 また、検査対象外軽自動車(軽二輪自動車、第

二種原動機付自転車)では、型式認定を取得して

いない輸入車が増加する傾向にあり、環境の悪

化、安全性の低下につながる懸念が指摘されて

いる。このため、輸入軽二輪自動車の排出ガス、

騒音、ブレーキ性能に関する基準適合性につい

て調査し、国土交通省における輸入軽二輪車対

策の検討資料として活用された。 

一方、国際的な活動として、国連欧州経済委

員 会 自 動 車 基 準 調 和 世 界 フ ォ ー ラ ム

(UN/ECE/WP29)の自動車排出ガス専門家会議

（ ECE/WP29/GRPE ）， 同 騒 音 専 門 家 会 議

（ECE/WP29/GRB）等の国際企画会議および技術

ワーキングへ技術専門家として参加し，国際基

準調和作業への技術協力を継続的に行ってきて

いる． 

ECE/WP29/GRPE の大型車世界統一試験法ワー

キング（WHDC）では，日本政府からの提案とし

て当研究所で実施した各モードのバリデーショ

ン試験結果が提供され，その結果、我が国の主

張が反映された世界統一基準案の作成が進めら

れている． 

また，同専門家会議の粒子状物質測定法ワー

キング（PMP）では，ディーゼル車から排出され

る粒子状物質の粒径分布別排出個数の測定法が

議論されているが，日本政府を代表して当研究

所の実験解析結果を発表し，重要な技術情報と

して注目された． 

さらに、同専門家会議の車上排出ガス対策装

置故障診断システム（OBD)の基準作成作業ワー

キング（WWH-OBD）では、当研究領域職員が議長

を務め、大型車用 OBD に関する世界統一基準案

の作成を推進している。 

燃料電池自動車の実用化に関する研究成果が，

日本政府からの提案として国連欧州経済委員会

自動車基準調和世界フォーラム(UN/ECE/WP29)

における水素燃料自動車の構造基準制定に関す

る検討に活用された． 

新型動力自動車の国際基準調和に関する研究

成果が、日本政府からの提案として国連欧州経

済委員会自動車基準調和世界フォーラム

(UN/ECE/WP29)におけるハイブリッド車の排出

ガス試験の制定に関する検討に活用された。 

ECE/WP29／GRB（騒音専門家会議）において審

議中の新加速騒音試験法(ECE R51/03)の「車両

速度の計測精度の規定」に関して、当研究所の

過去のデータ等に基づき原案修正の提案を日本

から行い承認された。同試験方法の審議に大き

な貢献をした。 

さらに，日本機械学会，自動車技術会等の学

会における，各種委員会の委員長、委員や学術

講演会座長として当部からも多数参画し，研究

によって得られた知見をもとに積極的な活動を

行っている． 

 

1.1.4． 試験・研究設備、施設の整備状況 
 
平成15年度に整備した主な試験研究設備等は以

下の通りである． 
• 自動車排ガス中有害成分分離分析装置 
• タイヤ騒音測定用トレーラ 
• ＮＯｘセンサデータ処理統合式汎用型触媒 
  劣化診断装置 
• 実時間核モード粒子分離装置 



• 自動車排ガス中非メタン炭化水素分析シス 
  テム 
• 超高速回転慢性板ユニット 
• 車上排ガス・燃費計測専用試験車 
• 次世代大型低公害車用排ガス・ＰＭ計測シス 
  テム 
• ＰＭウェイングチャンバー 
• 脳波計 
• 標準燃料電池評価装置 
• 燃料電池自動車燃費測定装置 



1.2 研究課題別実施状況 

1.2.1 地域環境の改善    
 
トラック用ＬＮＧ（液化天然ガス）機関の研究 

成澤 和幸 
堀 重雄、安 秉一 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研 究 終 了 時 期         平成１６年３月 
１．目  的 
 現在利用が進められている天然ガスは気体燃料

であるため貨物自動車用機関に用いた場合、高熱

効率と低公害性の両立が困難と見られ、航続距離

が短い欠点を有する。一方、ＬＮＧ(液化天然ガス)

はエネルギー密度が高く大幅な低公害化を確保し

つつディーゼル車と同等の高熱効率を達成出来る

可能性があり、航続距離の確保も容易である。そ

こで、ディーゼル機関の燃料を LNG に転換し、大

幅な低公害化とディーゼル機関並の熱効率を達成

する技術を明らかにする。 

２．試験研究概要 

 気筒内直接噴射による高効率燃焼を達成する

ための基礎研究と、ＬＮＧ特有の現象であるウェ

ザリング現象が排出ガス等に及ぼす影響を解明

してＬＮＧ自動車の実用化に資する。 

３．成果概要 

(1)ＬＮＧ機関の高効率燃焼に関する研究（担当：

安） 

初年度より実施してきた、気筒内直接噴射のレ

ーザーによる観察技術が確立できたので、これを

他の燃料に応用することの可能性を探った。液体

燃料である軽油は噴射後の蒸発過程が複雑である

ことから、天然ガスと軽油の中間の性質を持ち天

然ガスからの大量生産が可能で、セタン価が高く、

軽油運転時と同等の熱効率が期待できるジメチル

エーテル（DME）について、高温高圧場に噴射され

る DME 噴霧の分散、蒸発過程を高速度撮影し、DME

圧縮着火機関のエンジン性能及び排出ガス特性と

の関係を調べた。 

単気筒エンジンの圧縮時の温度、圧力を模擬し

て、燃焼に至るまでの DME 噴霧の微粒化、蒸発現

象をレーザーシュリーレン法を用いて調べた。レ

ーザーの散乱光の撮影結果から噴射圧力の上昇に

伴い、液滴の到達距離が長くなる傾向が認められ

た。実機の圧縮時に近い雰囲気条件（Pa=3.23MPa、

Ta=700K）においても、微粒化された液滴が周囲の

熱を受けて蒸発しながら噴霧先端まで液滴が到達

することで軽油噴霧と同様の挙動を示した。一方、

シュリーレン撮影の結果から、散乱撮影結果と同

様に、噴射圧力が高くなるほど、液滴と蒸気を含

んだ噴霧の到達距離が長くなり、液滴の蒸発が促

進されることで噴霧の外周部において乱れが大き

い蒸気部が広がる傾向が見られたことから、天然

ガスの高圧噴射時と似た挙動も観察された。 

散乱撮影による液相の到達距離はシュリーレン画

像と比べて短くなるものの、噴射終了時まで伸び

る。一方、噴霧体積を比べると、いずれの噴射圧

力においても大きくなり、それは噴射圧力が高い

ほど顕著になる。また本実験の最も噴射圧力が高

い 35MPa 場合において、噴霧同士の干渉もなく、

液滴の微粒化及び活発が活発になることを確認し

た。着火時 (-3degATDC)において、最も噴射圧力

が高い 35MPa の場合でも DME 噴霧は、分散しなが

らもキャビティーの中に納まり、噴霧同士の干渉

もなく、活発な蒸発現象が行われることが確認で

きた。その結果により、燃焼の改善する上で適切

な噴射系とピストンのキャビティーの設計が重要

であることがわかった。 

(2)ウェザリング機構の解明に関する研究（担当：

成澤） 

 LNGタンク内にLNGを長期間放置して燃料組成を

生じさせ、これが排出ガスに与える影響を実験的

に調べた結果を解析した。ウェザリングには燃焼

変動を改善する効果があるがＮＯｘを増大させる。

一方ＣＯ、ＨＣの排出に大きな影響を与えない。

そこで天然ガス中のメタン濃度と着火時期をパラ

メータに用い、これらの排出物の傾向を記述する

ための一般式を求めた。 

 

ＤＩディーゼルエンジンの燃料がＰＭおよび未規

制高沸点炭化水素排出に与える影響に関する研究 

堀 重雄 

鈴木 央一 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 

１．目  的 

 排気規制強化が進められているディーゼル排出

粒子(PM)および環境省の未規制有害優先取り組み

物質であるベンゾ(a)ピレン（BaP）を含む３環か

ら６環の多環芳香族炭化水素類(PAH)や変異原生

の強いニトロPAH排出に与える軽油あるいは新燃



料などの各種燃料およびディーゼル機関回転速度、

燃料噴射量および噴射時期などの機関運転条件お

よび各種機関走行条件の影響について明らかにす

る。それらの結果から、上記規制、未規制物質の

低減対策についての知見を得ることを目的とする。 

２．試験研究概要 

 ディーゼル排気に適した簡便で高感度なニトロ

PAH 分析手法として LC-MS 法およびアミノ還元

方式の HPLC 法について検討し、分析手法を確立

する。また、各機関運転条件における PM、PAH
およびニトロPAHの基本排出特性を把握するとと

もに一部新燃料について排出特性の比較実験を行

う。また、ディーゼル燃料の各要素の違いが

PM ,PAH 排出に及ぼす影響について検討する。 
３．成果概要 
(1)ニトロ PAH 分析手法として LC-MS を用いた分

析手法について予備的検討を行った。 

(2)バイオディーゼル燃料を用いた場合の PAH 類

の排出特性について把握し、SOOT 生成と PAH 排

出との関連について考察した。 
(3)単筒エンジンを用いて軽油に各種低沸点成分を

混合した燃料を作成し、燃料組成と PM 排出との

関連について検討し、知見を得た。 
 

排出ガスに係る車載診断システム（ＯＢＤ）の高

度化に伴う異常検知方法の調査研究 
山本 敏朗 

野田 明、佐藤 辰二 
米川 誠 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 

１．目  的 
 平成２０年から生産段階において装備が義務付

けられたエンジンの失火検知や各種触媒装置の劣

化検知等の高度なＯＢＤは、新長期目標に基づく

規制への対応や新たな排出ガス試験方法への対応

が必要となる。このことから、本研究では触媒装

置等の主な診断対象に、各種の診断システムを適

応し、それぞれの方法に対して診断の限界値や誤

診断の可能性等を解析することにより評価検討を

行う。また、各種の診断対象のＯＢＤシステムに

対して、新試験モード等の統一的な評価用試験モ

ードを使用してＯＢＤシステムの診断モニター

（作動確認）が可能であるかを探る。 
２．試験研究概要 

 三元触媒装置の劣化診断方法として特許出願中

のＦＦＴパワースペクトル法をエンジン台上試験

やシャシ台上試験および実路走行試験によって検

証し、本方式のプロトタイプシステムを完成させ

る。また、筒内噴射型ガソリン車に装着のＮＯｘ

吸蔵還元触媒装置の劣化診断を行うために、新開

発のＮＯｘセンサを応用した診断システムを開発

し、その実用的効果、問題点などを実験・解析す

る。さらに、各種のＯＢＤシステムに対して、適

切な診断に必要となる運転条件をシャシ台上実験

等により検証し、新試験モード等の統一的な評価

用試験モードを使用して各種ＯＢＤシステムのモ

ニターが可能であるかを探る。 
３．成果概要 
(1)ＦＦＴパワースペクトル法による三元触媒劣

化検知の解析 第 2･4 半期～第 3･4 半期 (山本敏

朗) 
 種々の劣化触媒をガソリンエンジンベンチに装

着し、開発中のＦＦＴパワースペクトル触媒劣化

診断装置を使用して触媒劣化検知試験を行った結

果、本装置により加速運転時において高い精度で

触媒劣化検知が可能であることがわかった。さら

に、本診断装置を試験車両に装着してシャシ台上

試験および実路走行試験を行った。その結果、実

走行条件下において、本診断装置が高い実用性を

有することがわかった。 
(2)ＮＯｘセンサ法によるＮＯｘ触媒劣化検知の

解析 第 1･4 半期～第 3･4 半期 (山本敏朗) 
 ＮＯｘ吸蔵還元触媒の前後に取り付けた２本の

ＮＯｘセンサによって触媒の劣化検知を行うプロ

トタイプの触媒診断装置を試作し、各種の劣化触

媒を装着した実験車両に取り付け、シャシ台上試

験や実路走行試験を実施した。その結果、ＮＯｘ

センサの空燃比出力と濃度出力を用いて算出され

る「平均区間ＮＯｘ吸蔵率」は、ＮＯｘ吸蔵還元

触媒の劣化検知に有効なパラメータであることが

わかった。 
(3)ＯＢＤシステム評価用試験モードの研究 第 3･

4 半期～第 4･4 半期 (野田明) 

 三元触媒装置の劣化診断用ＯＢＤシステムであ

る従来型デュアル酸素センサ法（触媒前後に装着

した酸素センサの波形信号の反転回数比の減少な

どから触媒劣化を検知する方法）が、有効に働く

走行条件（ＯＢＤモニター要件）をシャシ台上試

験等のデータを用いて解析した。この結果を基に、



劣化診断が可能でかつ市場走行代表性を有する

「ＯＢＤ評価用試験モード」を既存の実路走行デ

ータから抽出することにより作成した。 
 
粒子状物質生成過程の解析手法に関する基礎的研

究 
石井 素 

鈴木 央一、後藤 雄一 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 

１．目  的 
 ディーゼル機関は、今後も大型自動車等の主

要原動機であり、物流には欠かすことのできない

役割を担っていくものと考えられる。 
 今後の規制に対しては、ディーゼル機関から

の排気低減に加えて排気後処理装置が使用される

と予測される。したがって、ディーゼル機関から

の排気低減を目的とした燃焼制御の他に、後処理

装置が最大限に機能するような高度な燃焼制御も

要求されるようになってきた。燃焼制御要因に関

する知見を得るためには、ディーゼル機関気筒内

における燃料の蒸発から着火、燃焼、排気生成過

程にいたる各過程の現象の実体把握をする必要が

ある。気筒内の排気生成過程の解析手法として、

気筒内圧力解析と実験的な可視化による燃焼観測

およびと数値的な解析があげられる。 
 本研究は、今後も低公害化が進むディーゼル機

関においても適用可能な気筒内における排気生成

物質のうち特に粒子状物質に着目し、生成過程に

ついて実験的および数値的解析手法の修得および

確立を目指すものである。 
２．試験研究概要 
 実験的研究においては、低排出ガスレベルに対

応可能な燃焼生成物生成過程の解析手法を調査し、

この開発に必要な要件について検討および開発を

する。また、燃焼シミュレーションにおいては必

要なサブモデルの調査およびアルゴリズムの検討、

プログラムの開発を行い、実験的解析結果に基づ

きモデルの最適化を行う。開発した手法を用い、

粒子状物質生成過程に関する解析を行う。 
３．成果概要 
○排気微粒子生成過程の実験的観測手法に関する

研究（鈴木 央一） 
  試験用単気筒機関の排気微粒子について、Ｈ

ＣＣＩ燃焼においてのＰＭの成分分析を試みた。

これらの成分に与える影響については引き続き検

討する。 
○排気微粒子生成過程の数値計算手法に関する研

究（石井 素） 
 燃焼シミュレーションにおいて、特性時間燃焼

モデルのさらなる改良を試みた。また燃焼に至る

以前の過程となる、噴霧の微粒化の過程について

より信頼性の高いモデルに改良した。従来の燃焼

モデルよりも気筒内圧力に関しては実験結果に近

い結果が得られた。各種排気成分についても燃焼

の過程で把握できるような改良を施した。 
 上記の各サブモデルを実際の吸排気行程も含め

たエンジンの燃焼シミュレーションに適用するこ

とを考慮し、吸排気バルブも含めた格子の生成方

法について検討し、昨年度の２弁の計算格子の生

成のノウハウを生かし、４弁の計算格子を生成し

て燃焼にいたる以前の過程について計算を試みた。 
○すすおよびＮＯｘの生成、拡散過程のモデルの

開発・評価に関する研究（石井 素） 
 昨年度プログラムに組み込まれたモデルの問題

点を検討し、より計算安定性の高いモデルの組込

み、他の文献の粒子計測のデータを参考にして、

経験定数の最適化を行った。 
 
マイクロ・トンネルの測定精度向上に関する研究 

塚本 雄次郎 
後藤 雄一 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 

１．目  的 
 現在，ディーゼル・エンジンから排出される粒

子状物質は，全量希釈トンネルを用いた計測法に

より評価されている。しかし，この計測法は，測

定精度は高いものの試験設備が大がかりとなるこ

と，測定の自由度が低いことなどの欠点を有する。 
 近年，この欠点をクリアした，超小型のマイク

ロ・トンネルが開発されているが，全量希釈トン

ネルと比較して精度の面で問題があるとされてい

る。そこで，本研究では，マイクロ・トンネルの

性能を把握するとともに測定精度の向上を図る。 
２．試験研究概要 
 ディーゼル・エンジンから排出されるＰＭは，

全量希釈トンネルや，近年開発されたマイクロ・

トンネルを用いて，フィルターに捕集され，質量



で評価される。この方法を「フィルター法」と呼

んでいるが，ＰＭの排出レベルが極めて低い状態

で，この方法によってＰＭを評価した場合，粒子

個数の測定結果から求めた値と大きな差が見られ

る。本研究では，この測定精度に及ぼす影響因子

について検討する。 
３．経  過 
◇測定精度に及ぼす影響因子の研究（塚本雄次郎） 
 フィルター法の測定精度に及ぼす影響因子につ

いて検討した。ＰＭ捕集用のフィルターは，濾材

と粒子との間にファンデルワース力という力が作

用することを利用してＰＭを捕集する。しかし，

この力は濾材と粒子との間に作用するだけでなく，

濾材と各種のガスとの間にも作用する。濾材が高

分子材料を使用しているため，特にＨＣガスを選

択的に効率よく捕集する特性を有する。この結果，

ディーゼル・エンジンから排出されるＰＭのレベ

ルが低下しても，排ガス中にはＨＣが存在するの

で，ＨＣガスがＰＭ捕集用フィルターに吸着する

ことになる。大気をモデルガスとして，大気中に

含まれるＰＭを秤量した結果，フィルター法では

ＰＭを過大評価する傾向のあることを実験的に確

認できた。 
 
予混合圧縮着火燃焼を用いた高負荷域ディーゼル

排気改善に関する研究 
鈴木 央一 

石井 素、Rahman Montajir 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 

１．目  的 
 最新規制エンジンでは運転領域全体に対する高

負荷域の排出ガス寄与率が高まっている。予混合

圧縮着火（HCCI）は、飛躍的な排出ガス改善への

ポテンシャルを有しながら、高負荷運転領域への

適用は困難とされている。本研究では、限られた

運転条件のみでも、HCCI の高負荷運転達成を試み、

全面的改善へのブレークスルーの足がかりとする。 
２．試験研究概要 
 まず、燃料の着火性および蒸発性に関する基礎

的研究を行い、気筒内に高速に予混合気を形成す

る必要のある HCCI に適した燃料について最適化

を図る。それを受けて、試験用単気筒エンジンを

用いて、噴射系や吸排気系の改良あるいは最適化

を行い、高負荷域へ HCCI を適用し、排出ガス改

善可能レベルの明らかにし、問題点の把握とその

改善を行う。また、制御・要素技術の進歩が、着

火制御や予混合気形成などの問題解決へブレーク

スルーとなりうることから、関係新技術の調査を

行い、適宜反映させていくこととする。 
３．成果概要 
○燃料の着火性、蒸発性に関する基礎的研究（モ

ンタジール） 
２つの成分の炭化水素を混合した場合、混合比か

ら求まるセタン価とは別に低沸点成分が混合促進

に、高セタン価成分が着火促進につながることが

わかった。HCCI においては着火前に混合時間を稼

ぎたいことから、拡散を図る低沸点成分の他、高

沸点ながらセタン価の高くない成分が必要である

ことがわかった。 
○試験用エンジンにおける高負荷 HCCI の適用に

関する研究（鈴木） 
単気筒エンジンを用いて、燃料を上死点よりも大

幅に前に噴射する早期噴射によるHCCIを試みた。

その際の予混合気形成には噴射ノズルの噴霧角が

大きく影響し、通常のものでは安定した HCCI が

困難である一方で、噴霧角を 60°程度に狭めるこ

とでより安定した HCCI 運転が可能となった。そ

れにともない、噴霧角を狭めて噴孔径や数を変更

したノズルの試作を行った。以上をうけて、１６

年度ではより高負荷での HCCI 運転を試みる。 
○HCCI に適した新制御・要素技術に関する調査

（石井） 
予混合圧縮着火のポテンシャル向上を実現する新

技術として、引き続き可変バルブタイミング機構

の調査を行い、着火前の温度および酸素濃度制御

の可能性について検討した。同機構を用いてバル

ブ開閉の制御を行うと任意の EGR 率とすること

ができる。その際に、吸気行程に排気バルブを開

ける方法と、排気行程に吸気バルブを開ける方法

があるが、吸気行程中に排気バルブを開ける方が、

吸気マニホールドの高温化を招かないため有効性

が高いことがわかった。また、中負荷領域におい

て、吸気バルブの遅閉じをした場合、ミラーサイ

クルになるため、熱効率の低下を抑えつつ、大量

EGR と併せて大幅な排出ガス改善の可能性のある

ことがわかった。 
 
 
 



車載型ＮＯｘセンサの実用化とその利用技術に関

する研究 
野田 明 

山本 敏朗、佐藤 由雄 
石井 素、李 晟旭 

研 究 開 始 時 期  平成１３年９月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 

１．目  的 
 一般にＮＯｘとＣＯ2 の低減対策はトレードオ

フの関係にあり、両者を共に大きく改善するため

には、ブレークスルーとなる要素技術が期待され

ている。これに応えるため本研究では、車両の排

気管に直挿して排出ガス中のＮＯｘ濃度を検知で

きる小型ＮＯｘセンサの実用化を目指すとともに、

この技術を自動車ＮＯｘの低減対策や燃費の向上

対策、触媒装置の劣化車上診断技術に適用する可

能性を追求する。 
２．試験研究概要 
 ＮＯｘセンサの開発では国内最先端にいる日本

碍子（株）と交通安全環境研究所が共同して本課

題に取り組み、自動車用小型ＮＯｘセンサの実用

化に必要な技術課題、改良技術を研究する。さら

にこのＮＯｘセンサの利用技術として、ＮＯｘ吸

蔵還元型触媒に対する還元剤投入の最適制御や排

気浄化触媒の車上劣化診断法への適用等の技術的

可能性を実験的に検証することとする。 
３．成果概要 
(1)ＮＯｘセンサの実用化に必要な基本特性の改善

に関する研究（山本 敏朗） 
 三元触媒付きガソリン車に対して、アンモニア

干渉抑止とＮＯｘ検知の背反性を車載型のＮＯｘ

計という形で解決した実用性の高いＮＯｘセンサ

の利用技術を共同研究の相手方と共同して開発し

た。 
(2)ＮＯｘセンサの利用技術の可能性に関する研究

（野田 明） 
 ＮＯｘセンサの信号処理法を工夫して、三元触

媒とＮＯｘ触媒の劣化検知を可能にするプロトタ

イプの車載診断装置を試作し、人為的に劣化させ

た触媒を装着した車を使って診断の効果を確認し

た。 
(3)ＮＯｘセンサによるディーゼルエンジンのＮＯ

ｘ低減技術に関する研究（石井 素） 
 大型ディーゼル車の排出ＮＯｘを大幅に低減す

るため、ディーゼル排気へのＮＯｘセンサの適用

性を調べ、実用性のあることを確認した。さらに

ＮＯｘ吸蔵触媒、ＥＧＲ等の制御にＮＯｘセンサ

を利用する方法についても検討した。 
(4)ＮＯｘセンサによるＤＭＥエンジンのＮＯｘ低

減技術に関する研究（李 晟旭） 
 ＤＭＥエンジンの排出ＮＯｘ低減にＮＯｘセン

サを応用する方法を研究した。そこで、モデルガ

スによりＤＭＥ排気へのＮＯｘセンサの適用性を

検証するとともに、ＮＯｘ吸蔵触媒の上流にＤＭ

Ｅを噴射して適切な還元反応を起こさせるため、

噴射タイミング制御にＮＯｘセンサ信号を利用す

る方法についても検討した。 
 
自動車から排出される未規制有害物質の実態解明

と排出抑制技術に関する研究 
野田 明 

阪本 高志、山本 敏朗 
堀 重雄、佐藤 辰二 

研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 ベンゼンや 1,3 ブタジエン、アルデヒド類などの

未規制有害物質が排出ガス中に含まれることが指

摘され、さらにＰＡＨ（多環芳香族）やニトロア

レーンを含む各種の含窒素化合物など規制成分に

比べれば微量であっても健康影響が懸念される有

害物質も排出ガス中に存在する可能性が高い。し

かしこうした未規制有害物質の排出実態は不明な

ままである。そこで本研究では、自動車から排出

される未規制有害物質の排出実態と排出メカニズ

ムを研究するとともに、排気後処理対策等により

未規制有害物質の排出をどの程度まで低減できる

か、その技術的可能性を追求する。 
２．試験研究概要 
 未規制有害物質の分析法として、排出ガス中に

含まれるＰＡＨ（多環芳香族）等の各種炭化水素

成分やニトロアレーン、ダイオキシン類等のサン

プリング法、分析法を検討する。さらに高速フー

リエ変換赤外分析法（ＦＴＩＲ）による多種成分

連続分析法についても、その可能性や問題点を調

査する。また極低濃度の成分を分析するために、

直接ガスからサンプリングする方法なども研究す

る。それらの分析手法を使って、排出ガス実態解

明に必要な各種データをシャシダイナモ試験、エ

ンジンベンチ試験により実測する。 一方、未規制



成分の浄化技術を研究するため、ガソリン車にお

ける触媒反応と未規制物質の関連を調査し、これ

をもとにコールドスタート時の排出を抑制する低

温活性触媒やベンゼン対応の触媒などを研究する。

さらにディーゼル車からの未規制物質を低減する

酸化触媒装置についても研究し、未規制物質を抑

制する方策の技術的知見を得る。 
３．成果概要 
(1)各車両排出ガス中のＶＯＣの排出影響因子に関

する研究（阪本 高志） 
 ガソリン車やディーゼル車の排気中に含まれる

ホルムアルデヒド、1,3-ブタジエン等の未規制ＶＯ

Ｃの排出特性をシャシダイナモメータ実験により

調べ、排出に及ぼす各種の影響因子や、触媒反応

と生成・排出メカニズムの関連について検討した。 
(2)自動車排気中の有機塩素化合物の排出実態把握

に関する研究（阪本 高志） 
 ディーゼル車の排気中に含まれる有機塩素化合

物に関して、ＤＰＦを装着した車両に関して排出

実態把握を行い、既存の排出ガス浄化技術がこう

した物質の抑制に及ぼす効果を調べた。 
(3)自動車から排出されるＰＡＨ及びニトロＰＡＨ

の排出特性 （堀 重雄） 
 各種車両から排出される代表的な３環から６環

の PAH および１−ニトロピレンについて、各種運

転条件およびモード走行条件における排出特性を

把握した。 
(4)ディーゼル有害物質浄化用触媒の検討（山本 

敏朗） 
 ディーゼル車の未規制有害物質低減方法として、

低硫黄軽油を前提とした酸化触媒の適用性の検討

を行い、排出ガス流量が多く、排気温度が低いと

いうディーゼル車の燃焼排気に適した触媒のあり

方を実験的に探った。 
 
音響インテンシティによる非定常騒音の放射特性

の解析手法に関する研究 
坂本 一朗 

田中 丈晴、坂本 行 
緒方 正剛 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 自動車のタイヤ騒音やエンジン騒音などを低減す

るためには、騒音の発生位置と放射特性を把握する

必要がある。自動車騒音は、発進時や加速時の騒音

が特に大きく、これらの騒音を低減しなければなら

ない。走行状態が変化する発進時や加速時などの騒

音放射特性を解析するためには、リアルタイムの測

定を行う必要があるが、過渡時の音響インテンシテ

ィを測定する機器は開発されているものの、その精

度や誤差等については明らかにされておらず、測定

方法が確立されていない。また、走行中の自動車に

マイクロホンを固定して測定を行う場合に風切り音

の影響がどの程度かについても明らかにされておら

ず、風切り音の影響を最小限にするための測定方法

やそのときの精度についてもあまり検討されていな

い。 
 本研究では、主としてタイヤ騒音を対象に、テ

ストコース上などにおいて加速走行時に発生する

タイヤ騒音の騒音放射特性を解析するための音響

インテンシティの最適な測定手法を検討する。 
２．試験研究概要 
 自動車のタイヤ騒音を対象として、駆動力が作用

する加速時のタイヤ騒音放射特性を解析するための

最適な音響インテンシティの測定条件を明らかにす

るために、テストコースにおいて、タイヤ以外の騒

音が小さいと考えられる電気自動車の前輪左側のタ

イヤを対象として、車両側から駆動力をかけたとき

のタイヤ近傍での音響インテンシティを測定する。

このときの測定時間や平均化時間等を検討し、騒音

の周波数やレベルが変化する非定常騒音の騒音放射

特性を高精度で解析する手法を確立する。 
 また、風切り音の影響を最小限にするために、

60km/h 程度の速度まで風切り音が影響しないよう

なウインドスクリーンを製作し、その性能等を検証

する。 
３．成果概要 
(1)駆動力が作用するタイヤ騒音の測定手法の研究

（坂本一朗） 
 自動車試験場のテストコースにおいて、電気自動

車の前輪左側のタイヤの近傍に音響インテンシティ

マイクロホンプローブを設置し、50km/h からの加

速走行時と 55km/h の定常走行時でのタイヤ騒音を

測定した。試験タイヤとしてトレッドパターンが同

じで材質が異なるサ 3 種類のタイヤを用いて、加速

走行時と定常走行時のタイヤ騒音の音響インテンシ

ティを解析し、両者の結果を比較した。その結果、

1.25kHz 以上の周波数帯では、トレッドパターンが

同じであれば材質に違いがあっても、加速走行時の

インテンシティのレベルはほぼ同じ値で、定常走行



時に比べるとややレベルが大きくなることが分かる。

また、800Hz 以下の周波数帯では、加速走行時と定

常走行時のレベル差に特徴のある違いはなかった。 
 また、タイヤ騒音放射特性を解析した結果、加速

走行時は速度が上昇するに従って、音響インテンシ

ティのレベルが大きくなっており、特に、タイヤ前

方へ放射される騒音が大きくなった。また、加速走

行時でも騒音が放射される方向は大きな変化がない

ことが分かった。 
(2)風切り音の影響に関する調査（坂本一朗） 
 前年度製作した 3 次元音響インテンシティマイク

ロホン用のウインドスクリーンに加えて、従来から

使用しているものや小型のものなど 3 種類のウイン

ドスクリーンについて性能を検証するために、小型

低騒音風洞において試験を行った。風速が 20km/h
から10km/h間隔で100km/hまで変えたときの騒音

を測定し、1/3 オクターブバンドの周波数分析を行

った。その結果、60km/h での騒音レベルはウイン

ドスクリーンにより 67dB から 72dB 程度で、タイ

ヤ騒音のレベルはそれをはるかに上回るため、タイ

ヤ近接であれば騒音の測定が可能であることが明ら

かとなった。また、音響インテンシティレベルは、

400Hz 以上の周波数帯では 70dB 以下で、タイヤ近

傍で騒音測定を行う場合は 10dB 以上の SN が確保

されていることが明かとなった。 
 
道路走行時における高騒音車両の検知手法とうる

ささ評価に関する研究 
田中 丈晴 
坂本 一朗 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 

１．目  的 
 自動車を不正に改造したり、違法なマフラーを

装着し大きな騒音を出す車両の取り締まりは、車

検、街頭検査において近接排気騒音を測定する方

法等がとられているが、効率的でないのが現状で

ある。また、これらの騒音の「うるささ」感も明

らかでない。本研究では、マフラーの不正改造や

整備不良が原因で道路走行中に大きな騒音を発生

している車両を路上において騒音を検知し特定す

ることのできる手法を確立するとともに、これら

の騒音の「うるささ」感の評価を行うことを目的

する。 
２．試験研究概要 
 Ｈ１５年度にマフラーの不正改造等による車両

走行時の騒音増加の特性を把握し、Ｈ１６年度に

検知方法の基礎となる片側一車線道路における騒

音環境を考慮した高騒音車両の検知手法を検討す

る。Ｈ１７年度にこの検知手法の有効性を実際の

道路において評価し、複数車線道路に応用する場

合の問題点を把握する。また、「うるささの評価」

に関しては、初年度にこれらの高騒音車両の発す

る騒音サンプルを採取しラウドネスレベルでの評

価を行う。次年度に被験者に対する「うるささ」

反応調査を行い、最終年度にこれらの両者の相関

関係をもとに、これらの騒音と「うるささ」感と

の関係を考察する。 
３．経  過 
(1)32 本のマイクロホンを用いて音響インテンシ

ティとビームフォーミング法を併用するハイブリ

ッド方式の音源同定法を検討し、無響室実験によ

り基礎的検討を行った。また、道路構造物からの

反射音の影響を調査するため高所作業車を用いた

屋外実験を実施した。各２種類の市販マフラー等

を乗用車及び二輪車に装着し、室内台上で各種走

行状態での排気騒音を分離測定し、騒音特性を把

した。（Ｈ１５年度、田中丈晴） 

(2)沿道で市販マフラー等の装着車両の通過騒音

データを収集した。うるささの評価については、

沿道を走行する不正マフラー等装着車両の騒音測

定結果を、A特性の周波数分析とラウドネス等の音

質評価指標の解析を行い、両者の比較を行った。

（Ｈ１５年度、坂本一朗）  
 
車体等吸音特性の最適化によるタイヤ道路騒音の

防止技術に関する研究 
田中 丈晴 

坂本 行、坂本 一朗 
研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１９年３月 

１．目  的 
タイヤ道路騒音は、騒音規制強化によって、相

対的に大きくなっており、環境騒音改善の面から

騒音防止技術の開発が強く求められている。経年

劣化はあるものの道路舗装の改善対策やタイヤ

溝・構造の改良技術は、騒音防止に有効な対策の

一つである。しかし、後者の対策は、走行の安全

性や燃費性能に悪影響を及ぼす可能性が大きく、

タイヤに依存しない騒音防止対策が不可欠である。 

本研究は、タイヤ道路騒音の一層の防止に資す



るため、道路舗装対策やタイヤ改良による低騒音

化手法と独立に導入できるタイヤホイールイン方

式の車体側吸音対策による実用的な騒音防止技術

を確立することを目的とする。 

２．試験研究概要 
 タイヤホイールイン方式等の車体側吸音対策に

よる実用的な騒音防止対策を確立する。乗用車や

貨物自動車などの車種別のタイヤ周りを模擬可能

なトレーラを製作し、路面性状の異なる数種類の

路面上において、加速及び定常による走行条件の

違いや、タイヤサイズ、タイヤ溝パターン、タイ

ヤハウジング部等の形状等によって、タイヤ騒音

の発生源や放射特性がどのように変化するかを把

握し、車外へ放射されるタイヤ騒音を効果的に低

減するための最適な吸音材等の装着位置を明確化

する。これらの検討結果を基に、タイヤ騒音を防

止する位置に吸音材を配置したタイヤ近傍吸音シ

ステムを数種類試作する。これらをトレーラに搭

載して数種類の路面を走行し吸音特性を評価する。

これらのタイヤ騒音吸音システムを実車に搭載が

可能となるよう改造し、テストコースや一般道に

おいて走行試験を行い、実用性等について評価を

行う。 
３．成果概要 
 路面上を走行しているときに発生するタイヤ騒

音を、タイヤ近傍で測定することができ、また、

乗用車用タイヤ及び小型トラック用タイヤの測定

が可能なトレーラを製作した。さらに、風の影響

を受けずに近接音響ホログラフィや音響インテン

シティなどの測定が可能とするため、走行風の影

響を抑制する防風カバーを装着する方式とした。

また、走行風がある場合、風雑音が騒音測定に及

ぼす影響を把握するため、風洞を用いた基礎実験

を実施した。（坂本一朗） 

 
ＩＳＯ路面の経時変化等に関する研究 

坂本 行 
田中 丈晴、坂本 一朗 

緒方 正剛 
研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 

１．目  的 
 国際的に一般に存在し、音響的に高い反射率を

有し、タイヤ/路面騒音を最小にすること等を目的

として開発された自動車の加速騒音試験(ISO 362)

用の ISO 路面(ISO 10844)が、11 年前に規格化(現
在、「第一種路面」と位置づけられている。)され、

我が国等の騒音試験審査に使用されているところ

であるが、劣化性能等経年変化については未解明

な部分が多く、それら経年変化が走行騒音に及ぼ

す影響についても未だ解明されていないため、当

該路面性状の経時変化等及びそれらが走行騒音に

及ぼす影響について把握・検討する。なお、本研

究に係る調査については、自動車審査部から公式

に依頼されている。 
２．試験研究概要 
 ISO 路面(ISO 10844：第一種路面)の路面性状の

経年変化を調査すると共に、当該経年変化が自動

車の走行騒音に及ぼす影響について把握・検討す

る。 
３．成果概要 
(1)TD 値については A、B 路面共に、若干の変動は

あるものの、特段の変化は認められない(徐々に高

くなっている)が、風化によって表面のアスファル

ト分が無くなり骨材が露出するためだと推測され

る。C 路面は最終値は問題ないが、中心線左右で

偏りがあった。 
(2)垂直入射吸音率については A、B 路面共に、経

時変化を合わせて見ても、特段の変化は認められ

ないが、表面の目詰まりにより若干低下していく

と思われる。C 路面は、最終結果は適合している

が、測定箇所により規定値を超えているところも

見られ、これは、ISOA、B 路面が竣工してから数

ヶ月経った時点で測定した結果と類似している。 
(3)走行騒音については、試験車両が少ないため、

本結果を全般的な傾向と見なすことは出来ないが、

加速、定常走行及び惰行走行騒音をそれぞれ A、B、

C 路面で測定したが、平均値では、A、B 路面に比

べ C 路面の方が騒音値が低く出る傾向があり、C
路面の方が吸音率が高い結果と同じ傾向にある。

また、A、B 路面については、全般的に以前の測定

結果より若干低く出ているが、それ程大きな違い

は見られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 



鉄道騒音予測法における防音壁の遮音量算出の予

測精度向上に関する研究 
緒方 正剛 
坂本 一朗 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 

 新幹線は更なる速度向上の検討に入り、また新

たな交通機関として超電導磁気浮上式鉄道を始め

とする高速で地上を移動するシステムが検討され

ている。これらの交通機関は移動速度が速いため

騒音が大きく、騒音問題をクリアーするためには、

今後とも防音壁が用いられると考えられる。これ

ら高速で移動する交通機関の騒音を対象とする場

合の防音壁の低減量は、現在用いられている騒音

予測手法において防音壁の遮音量を算出する際の

仮定条件を満たさないことから、新たに検討が必

要である。そこで、既存の鉄道用防音壁について

遮音量と問題点について調査・分析を行うと共に、

音源と防音壁の相互の関係における理論的解明を

行い、鉄道車両用防音壁の遮音量の予測精度の高

度化を目指すことを目的として本研究を実施する

ものである。 

２．試験研究概要 

 防音壁の近接を通過する移動体から発生する空

気の圧力変動及び車輪がレール上を転動して発生

する振動が防音壁に伝搬して発生する面振動など

が防音壁の遮音性能に及ぼす影響について検討す

る。音源が高速で移動する際の防音壁の遮音量に

ついて、音源のマッハ数を考慮した場合の音源の

変化について理論式によるシミュレーションと実

験装置を用いることにより検証し、音源の特性の

変化により防音壁の減音量がどのように影響を受

けるのかについて検討することにより、音源の移

動速度のパラメータを加味した防音壁の減音量を

求める。 

３．成果概要 

○鉄道車両用防音壁の遮音性能の変動要因に関す

る研究（緒方正剛） 
 防音壁の遮音性能を評価する際に透過音の検討

を行った。防音壁の面密度と透過損失には、各周

波数ごとに関係があり、防音壁の透過音は、防音

壁のない場合の距離減衰と防音壁の透過減衰、床

版による回折減衰を考慮すれば良い。すなわち、

各周波数ことの透過音を求め、パワー和をとると

透過音の受音点騒音レベルが求まる。直接音の受

音点騒音レベルと透過音の受音点騒音レベルのパ

ワー和が受音点騒音レベルになる。この計算手法

用いて転動音騒音レベルごとに防音壁の面密度と

透過音との関係を求める。その結果、直接音騒音

レベルが 74.8dB であっても、防音壁の面密度が

5kgf/cm2 以上であれば受音点騒音レベルは 75dB
以下になる。通常の防音壁は、風荷重等による設

計を行うと強度上の必要性から面密度は 10～
20kgf/cm2 程度になり、通常の防音壁は充分な遮

音性能を有しているものと考えられる。 
防音壁面吸音材の吸音率について、各吸音率の防

音壁を用いた場合に、空力音、集電系音の許容範

囲を求め、防音壁の影響について評価した。ここ

で、空力音、集電系音は 65～73dB とした。転動

音騒音源の騒音レベルごとに空力音、集電系音の

許容範囲を求めた。吸音率は、３種類とし、それ

ぞれ吸音率の最大値が約 1.0，約 0.8，約 0.6 であ

り、それぞれの吸音率のピークの周波数は、630Hz，
1250Hz，2500Hz である。計算の結果から、吸音

率の大小の影響、吸音率を低周波側、高周波側に

シフトいた場合のいずれにおいても、吸音率が約

0.8程度の吸音率があれば新幹線の300系車両及び

100 系車両の騒音に対して空力音、集電系音のいず

れもが許容内であることが分かった。 

○高速移動音源に関する防音壁の遮音性能とその

評価法に関する研究（緒方正剛） 

 高速移動音源に対する防音壁の遮音性能に関す

る基礎的研究を行うに際して、実験による検討と

して、（財）鉄道総合技術研究所が所有するトンネ

ル微気圧波低減対策列車トンネル模型実験装置を

用いて音源を高速で移動させ、防音壁の有無の条

件による影響の検討を行うことにした。実験に用

いる音源は、高加減速による大きな衝撃力に耐え

る必要があり、かつ均一な音の広がりを持つ点音

源の特性を持つ必要がある。そこで、音源を製作

するための基礎的な音源の特性を検討した。 

音源は、車両を模擬した弾の後尾部分に発振器、

アンプ、電源及びスピーカーを一体として組み込

み、スリット部から放射される音を音源とした。

音源の周波数は、15,000Hz の正弦波である。高速

移動音源の実験に際してスピーカーによる音源を

用いるにあたり、音源が空気中を移動している状

況では、空気の密度変化の影響によるスピーカー

の音圧低下やスリット部で発生する空力的騒音の

有無などにより、音源の放射特性が変わることや



周波数の変動を起こすことが懸念される。そこで

空気の流れ場における音源の基礎的な特性を把握

するために、（財）鉄道総合技術研究所の低騒音風

洞を用いて、風速（音源の移動速度に相当）が 150

～300km/h (50km/h ステップ)の場合の周波数及び

音圧レベルの変動を計測することにより、軸回転

方向放射指向性、水平回転方向放射指向性につい

て検討した。この結果、空気の流れの場における

音の放射特性は、音圧が軸回転方向及び水平回転

方向に対して 86～88dB の範囲であり、空気が静止

している状態とほぼ一致した分布をしており、空

気の流れの影響を受けず比較的滑らかな無指向性

に近い特性を有していることが確認された。防音

壁の挿入損失の検討では、防音壁のない状態とあ

る状態との差を取るため、軸回転方向の音圧レベ

ルに対して差がない必要がある。軸回転角度が 300

度から 15 度の範囲では、0.2dB 以内の差であり、

この部分を受音点に向けて音源を移動させること

により、誤差の生じない測定が可能であると考え

られる。また、空気の流れがスピーカー振動膜面

に当たることで周波数の変調を起こす現象もなく、

流れがスリット部に当たることで起こる空力的騒

音も観測されなかった。 

 

1.2.2 地球環境の保全 

 

燃料電池動力システム構成の最適化に関する研究 

成澤 和幸 

紙屋 雄史、林田 守正 

研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 

１．目  的 

 低環境負荷の観点から燃料電池自動車が将来有

望とされているが、その導入が真に環境改善に有

効であるかどうかについては未だに明確にされて

いない。そこで本研究では燃料電池自動車につい

て、より一層の性能向上を図り、総合エネルギー

効率を向上させるために燃料性状が燃料電池発電

性能に与える影響を求める。また燃料電池の特性

を最大限に生かし、低環境負荷を実現するための

自動車交通における導入分野を明らかにする。 

２．試験研究概要 

 燃料電池単体試験装置を用いて、燃料ガス中に

存在する種々の微量夾雑物が、燃料電池発電性能

に与える影響を明らかにするとともに、各種微量

夾雑物の影響を推計するための一般式を求める。

さらにハイブリッド方式燃料電池自動車の実走行

時におけるエネルギーフローを解析して、実用時

エネルギー消費量を推定する。 
３．成果概要 
(1)燃料、空気供給系に関する研究（担当：紙屋） 
 純度の低い水素燃料を使用する際の問題点を抽

出するために、燃料電池単体試験装置を用いて、

硫黄化合物を含む水素燃料による被毒特性を解析

した結果、以下の結論が得られた。 
①二酸化硫黄と硫化水素の被毒は最初ゆっくりと

進行するもの、あるレベルから急に進行する特徴

を持つ。 
②二酸化硫黄と硫化水素の被毒は可逆的な部分と

不可逆的な部分を持つ。この現象を生じる要因の

解析が次の課題である。 
 以上の結果およびＣＯ、ホルムアルデヒド等今

まで得られた結果から不純物の許容混合濃度を得

る算出式について考察した。 
(2)燃料電池自動車の実用時エネルギー消費量の計

算式に関する研究（担当：林田） 
 ハイブリッド方式燃料電池自動車が１０・１５

モードを走行した場合を想定して、エネルギーフ

ローを解析した。 
①純粋水素を用いた場合の燃料消費量を算出し、

その結果からメタノール、ガソリンを用いた場合

の燃料消費量を推定した。 
②ハイブリッド方式を採用した場合の、効率向上

効果についてシミュレーションにより推定し、燃

料電池自動車の導入に適した使用条件について考

察した。 
(3)燃料電池自動車の総合効率評価手法の研究（担

当：成澤） 
 燃料電池自動車の総合効率について文献調査等

を行い、以下の結論が得られた。 
①燃料電池自動車の開発が急激に進展したことか

ら、tank to wheel 効率はここ８年間で３０％から

５０％まで向上してきている。 
②一方、well to wheel 効率については、２０％か

ら３０％程度であるが、各種の推定が入ることか

ら、十分な信頼性を持つとはいえない。 
③総合効率算定の基礎となるデータの出所を逐一

検証して、不足する部分は実験等で補い、より信

頼性の高い数値を求めていく作業が今後必要であ

る。 



自動車の温室効果ガス総量推計値の不確実性低減

手法に関する研究 
小高 松男 

鈴木 央一、石井 素 
後藤 雄一 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 
１．目  的 
 自動車から放出する温室効果ガスN2Oの排出量

は未だ不明部分が多く、その温暖化に対する寄与

率の信頼性は低い。本研究では自動車起因の N2O
排出量推計値に誤差を与える諸要因を明らかにし、

精度の高いN2O総排出量を推計する手法を検討す

るとともに、人為的 N2O 放出源の中で自動車の占

める N2O 寄与率を明確化する。 
２．試験研究概要 
 まず、台上試験と実路走行調査により環境温度

変動に対する各種の走行モードの触媒温度頻度分

布と N2O 排出量の関係を把握する。また同時に外

気温度の大幅に異なる主要都市の走行形態と、外

気温度がN2O排出量に及ぼす影響を実走行実験か

ら明らかにし、各主要都市固有の外気温度、走行

形態、保有車両台数からその地域における N2O 年

間排出量総量を求め、それらを総和することによ

り、日本全体での N2O 排出総量を高い精度で推計

する。 
３．成果概要 
○車載型N2O排出量測定装置の開発に関する研究

（鈴木央一） 
 NDIR法を用いたN2O 排出量測定を行うととも

に、乗用車に搭載されている触媒はハニカム状で

内部では層流ながれであると予想されることから、

その前後差圧を利用して排気ガス量を測定する手

法を開発した。この方法では、温度の影響を受け

ることになるが、これより求めた N2O 排出量は

CVS 法により求めた場合と相関は高く、有効な方

法となりうることがわかった。次年度では、さら

に温度補正を加えるなどして精度の向上を図る。 
 
自動車環境アセスメント制度の基本設計と環境対

応技術の評価に関する研究 
野田 明 

山本 敏朗、河合 英直 
坂本 一朗、相馬 美里 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 

研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 環境負荷の少ない自動車の普及を促進するため、

ＬＣＡとして車の生産から使用段階、リサイクル、

廃棄に至るまでの自動車の環境負荷（排出ガス、

エネルギー消費、騒音、資源消費等）に関する情

報を収集、調査分析し、アセスメントの制度設計

に必要な知見を得る。さらに、アセスメントの導

入に必要な環境対応技術の評価方法を求め、この

手法に基づいて各種車両の環境負荷性能を実際に

調査する。 
２．試験研究概要 

１５年度は、自動車ＬＣＡとそれに関連した技

術動向等に関する内外の情報収集と分析を行う。

また環境アセス用の評価モードを策定する際の基

礎データとして、実走行試験により走行データ、

燃料消費データなどを収集する。またハイブリッ

ド車、ＮＯｘ触媒装着車など新技術を導入した車

両も含む各種試験車両を使用して、シャシダイナ

モメータ試験を行い、種々の走行条件下での排出

ガス性能や燃費を測定することにより、使用段階

での環境負荷を評価するための基礎資料を得る。

さらに実使用時の騒音の評価方法に関するフィー

ジビリティ調査も行う。 
１６年度は、使用段階での環境負荷性能の評価

試験方法と環境アセスに係る性能評価結果の表示

方法に関する検討を行う。また走行段階での騒音

性能評価法に関しても検討し実証試験を行う。こ

うした検討を踏まえて、環境アセスメントの制度

設計に必要な事項を検討する。 
 １７年度は、ある程度のまとまった台数の試験

車を使って、環境負荷性能の評価値を蓄積し分析

することにより、国が環境アセスメントを実施す

る際の裏付けとなる資料を用意する。さらに環境

アセスメントの制度設計に係る基本方針案を提案

する。 
３．成果概要 
 合計１５台の試験車を用いて、各種の走行モー

ドにおける排出ガスと燃費の特性をシャシダイナ

モメータ試験により求め、走行条件並びに車種別

の環境負荷量を調査した。さらにホットとコール

ドのスタート条件の違い、エアコンの作動の有無

の影響、４輪駆動と２輪駆動の燃費への影響度な

ども調べた。最後に各車の環境負荷性能を評価す

る観点から、排出ガスと燃費の結果を全車の中で



の偏差値から点数化する方法も試みた。 
 一方、実際の路上走行時の環境負荷を調べる観

点から、車載型の排出ガス分析計、排出ガス流量

検出器、車載燃費計および走行状態映像記録装置

などを搭載した専用の路上走行環境負荷計測車の

試作を行った。 
 
1.2.3 エネルギー資源の節約及び多様化に関

する研究課題 

 

実使用条件下の車両エンジン特性を反映させた台

上燃費試験手法に関する研究 

野田 明 

山本 敏朗、佐藤 辰二 

石井 素、林田 守正 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 

１．目  的 
 自動車燃費の公式試験法は現在 10･15 モード法

のみであるが、これに基づく燃費公表値が実態に

合わないという意見も多い。また高速条件や重量

貨物車の都市型走行条件の燃費評価モードも存在

しない。そこで本研究では、各種の自動車が種々

の道路条件で走行した時の車両・エンジンデータ、

燃料消費データを分析し、これを基に実用燃費性

能の評価に適した試験走行モードを検討する。さ

らに車の使用実態をより反映した燃費評価値の得

られる試験方法を策定するため、シャシダイナモ

メータ燃費試験での各種運転条件、設定条件が燃

費測定結果に与える影響度を実験解析的に把握し

て、台上燃費試験の適正な規定のあり方を検討す

る。 
２．試験研究概要 
 各種自動車の走行実態と燃料消費の実態を分析

し、実用燃費性能の評価に適した試験走行モード

の構成方法を研究する。さらに台上試験における

燃費測定上の影響要因（走行抵抗及び慣性質量の

設定法、暖機条件、補機条件、車両固定方法等）

と燃費測定値への影響度を分析調査して、これを

もとに実使用条件の車両・エンジン特性を反映し

うるより現実の使用条件に近い台上燃費試験手法

を開発する。 
３．成果概要 
(1)実使用時の車両挙動と燃料消費との関連性解析

（山本 敏朗） 

 乗用車、軽自動車、小型トラック等の各種車両

が、様々な道路条件、時間帯、運転操作、積載条

件で使用される際の走行パターンデータやエンジ

ンデータ、運転操作情報、燃料消費を実路走行実

験により収集し、そのデータをコンピュータ解析

処理して、車両の使用条件と燃料消費実態との関

連性を調べた。 
(2)シャシダイナモメータの負荷設定方法の適正化

並びに負荷制御技術の性能評価に関する研究（石

井 素） 
 試験車の走行抵抗を正確にシャシダイナモメー

タに設定するため、路上走行抵抗値の適正な測定

方法とそれをシャシダイナモメータに設定する方

法に関して予備調査した。また最近、燃費試験で

の公式採用が要望されている電気慣性シャシダイ

ナモメータに関して、過渡時の制御能力を適正に

評価する方法を検討した。 
(3)台上試験時の車両条件と燃費消費との関連性解

析（佐藤 辰二） 
 シャシダイナモメータ上での試験車両の設定条

件を様々に変化させて、燃費測定結果との関連性

を把握した。特に、車両の暖機条件、走行抵抗、

慣性質量などの設定条件の違いがモード燃費の測

定値に与える影響を実験的、解析的に調べ、実路

での運転条件と台上試験での燃費値の違いを生む

原因を探った。 
(4)実用時の燃費影響要因を考慮した台上試験方法

の適正化の研究（野田 明） 
 (1)で得られた実走行実験の結果をもとに、各種

自動車、各種道路条件での走行状態の特徴を代表

する指標を求めた。また各走行ショートトリップ

（ＳＴ；発進から停止までのひとつの走行単位）

における車速変化のパターンと燃料消費データの

関連性を解析した。 
 
新型動力自動車の国際基準調和に関する研究 

成澤 和幸 
林田 守正 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 国連の「自動車基準世界調和フォーラム」や大

気汚染／エネルギー部会（GRPE）では、天然ガス

自動車、ハイブリッド自動車等の新型動力システ

ムを搭載した自動車の基準を検討している。これ



らの基準策定においては日本が進んだ技術を持っ

ている分野もあるため、日本からの積極的な発言

が要求される。一方、幾つかの新型自動車につい

ては日本での公道走行の申請がなされていること

から、国際基準調和の動きと整合性をとりつつ対

応する必要性が予想される。このためには、新型

動力システムを搭載した自動車について、日本の

開発状況を調査するとともに、実験的に検証を行

い、自動車の審査・検査基準の国際調和に必要な

技術的知見の蓄積を行う必要がある。 

２．試験研究概要 

 日本におけるＣＮＧ自動車、ハイブリッド自動

車等の要素技術開発に関する文献調査を行うとと

もに、ハイブリッド自動車におけるモータ及び電

池管理技術に関する実験的検討を行う。また、各

種ハイブリッド自動車の排出ガスや燃費の評価手

法について検討する。さらに現在検討が進められ

ている水素燃料自動車の基準や、すでに定められ

ている電気自動車に関する基準を日本に導入する

ための基礎的資料を得る。 

３．成果概要 

(1)水素燃料自動車に関する国際調和基準の導入

に関する検討（担当：成澤） 

 国連のＧＲＰＥに提出されている圧縮水素燃料

自動車新規則（ＣＨ２規則）と液化水素自動車新

規則（ＬＨ２規則）について内容を検討した。Ｃ

Ｈ２規則は燃料タンクなど１５の部品について個

別認証を行う規則であることから、その細部につ

いて内容を検討した。部品認証を適用する判断基

準となるしきい値の根拠や燃料タンクの貫通テス

トの手法など日本で採用する場合に障害となる事

項を抽出した。ＬＨ２規則については主として液

化水素容器及び配管の基準について調査し、日本

において液化水素燃料電池自動車の技術指針を定

める際の参考にした。 

(2)ハイブリッド自動車に関する国際調和基準の

導入に関する検討（担当：林田） 

 モータの出力がエンジンに比べ格段に低くその

機能が限定された二車種のハイブリッド電気自動

車（小電力型ハイブリッド車）について、渋滞や

高速走行を含む各種都市内パターンで台上運転を

行い、主電池の出入電流積算値（Ah）が燃費・排

出ガスに与える影響について考察した。その結果、

大電力型ハイブリッド車と異なり、燃費・排出ガ

スともに電流積算値との相関は極めて弱く、測定

値を補正する必要は認められなかった。また主電

池の内部エネルギ変化は消費燃料エネルギに対し

て十分に小さいため、１回の測定値をそのまま試

験評価値として採用できると考えられる。 

(3)オフサイクルエミッション防止に関する検討

（担当：成澤） 

 国連におけるオフサイクルエミッション防止に

関する議論は、これを担当するサブグループの議

長の交代などがあったため、大きな進展が見られ

ていない。そこで本年度はオフサイクルエミッシ

ョン防止の考え方を整理した。 

 自動車からの排出ガス規制の基本は認証試験で

ある。認証試験は可能な限り広範囲の実用状態を

含む試験モードと必要最小限の補助テストで構成

されるべきである。この認証試験における結果を

担保するために、工場抜き取り検査による品質管

理、使用過程における定期的な検査、実使用車の

抜き取り調査が、行政コストミニマム－効果マキ

シマムの概念で体系的に構築される必要がある。

そして今後技術進展が望まれることから、実使用

車の抜き取り調査はオンボード検査で行われるべ

きである。 

 
1.2.4 計測技術に関する研究課題 

 
車両レスシミュレーション評価法に関する研究 

野田 明 
佐藤 由雄、佐藤 辰二 

塚本 雄次郎 
研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
重量車のシャシダイナモメータ試験は、試験設備

の大型化、高価格化、設置場所等の問題があるた

め、実車両による排出ガス・燃費の評価法を簡単

に導入することはできないと言われている。また

軽量車でも燃費や排出ガスへの影響パラメータや

影響度を調べるのに、実車両を使ったシャシダイ

ナモメータ試験で逐一行うのは、実験工数が膨大

となるなど障害が大きい。そこで本研究では、シ

ャシダイナモメータ上で各種のモード運転を実行

した時の実車両とそのエンジンの動的挙動を解析

した上で、シャシダイナモメータ評価試験と同等

な排出ガス・燃費等の結果が得られるエンジンベ

ンチのトランジェント試験方法と関連試験装置の



最適制御法や、コンピュータ上で対象車両を仮想

走行させて燃費や排出ガス性能を推計するシミュ

レーション手法など、実車両を使用しない新しい

試験・評価技術を研究する。 
２．試験研究概要 
１５年度は、エンジン挙動を仮想走行シミュレ

ーションモデルに組み込む上で必要な実車両の基

礎データを実験で求める。またエンジンベンチ試

験装置の制御プログラムに組み込む車両モデルの

要素のあり方を検討し、試作装置を用いた予備実

験を行う。燃費シミュレーションについては、モ

デルに組み込む車両仮想走行→エンジン挙動変換

アルゴリズムの個別要素をさらに検討する。 
１６年度は、試験車両を様々な道路条件で路上

走行させた時や、同じ車両をシャシダイナモメー

タ上でモード運転させた時のエンジン挙動を解析

する。また車両走行時のエンジン挙動をベンチで

正確に再現させる車両レスシミュレーションのモ

デルパラメータを変えた時のエンジン運転特性と

の関連性を調べる。同時にこうした条件で運転し

た時の排出ガスや燃費データを分析する。 
燃費シミュレーションについては、車両挙動モ

デルと燃費推計結果との関連性をシミュレーショ

ン上で確認する。 
１７年度は、シャシダイナモメータ上での実車

両運転時のエンジン挙動より正確に反映させたエ

ンジンベンチ試験用の車両レスシミュレーション

モデルを完成させる。またこのシミュレーション

モデルを使用して、車両における排出ガスや燃費

の実態がベンチ実験でどこまで正確に反映できる

か検証する。 
重量車用の燃費性能評価に使用する燃費マップ／

燃費シミュレーションモデルの手法を完成させる。 
３．成果概要 
(1)実車両の路上走行時ならびに台上運転時の挙動

解析に関する研究（佐藤辰二） 
 車両レスシミュレーション法に組み込むパラメ

ータとその適用条件を検討するため、試験車両を

路上走行させた時やシャシダイナモメータ上でモ

ード運転させた時のエンジン挙動を調べ実車両の

場合の特性を示す基礎データを実験で求めた。 
(2)実車両での動的エンジン挙動をシミュレートす

るエンジンベンチ制御技術に関する研究（佐藤由

雄） 
 低慣性ダイナモメータを使ったエンジンベンチ

制御システムを開発して、車両走行時に近い条件

となるようなエンジンの動的変化をベンチ上で再

現させる技術について予備調査した。特にエンジ

ンベンチ試験装置の制御プログラムに組み込む車

両モデルの要素のあり方について検討を進めた。 
(3)車両レスでの排出ガス・燃費評価を実現するエ

ンジン試験技術に関する研究（塚本雄次郎） 
 エンジンベンチでの試験により、車両状態のモ

ード走行を模擬する方法を研究し、これを実車両

の排出ガスや燃費の評価に結びつける方法を研究

する。１５年度は、過去に開発した走行モード→

エンジン挙動変換アルゴリズムを使用したエンジ

ンベンチでの運転により、排出ガスや燃費特性を

測定してその実用性を確認した。 
(4)燃費マップ／シミュレーション法による重量車

の車両レス燃費評価手法に関する研究（野田 明） 
 コンピュータ上で試験車を仮想走行させて、そ

のモード燃費をエンジン使用域と燃費マップから

逐次計算で求めるモデル化計算手法並びに過去の

燃費試験での時系列事例データベースを参照して

任意の仮想走行時の瞬時燃料消費量を推計する手

法の２つの方法について検討した。前者の手法で

は、燃費シミュレーションモデルに組み込む車両

仮想走行→エンジン挙動変換アルゴリズムの個別

要素を検討した。後者の事例データベース法では、

データマイニングの手法とツールを利用して実際

に燃費推計を行い、比較的良い精度で実測値と合

うことを確認した。 
 
自動車排出ガスに含まれるナノサイズＰＭの生成

過程とその計測に関する基礎的研究 
河合 英直 

後藤 雄一、Rahman M.Montajir 
川野 大輔、内藤 浩由 

研 究 開 始 時 期  平成１５年７月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 本研究では，現在明らかになっていないナノ粒

子の生成から排出，希釈過程の挙動およびその機

構を基礎的に明らかにした上で，自動車排出ナノ

粒子の排出特性に着目し，自動車排出ナノ粒子個

数濃度を簡便かつ安定して測定出来る非定常排気

微粒子数濃度測定器を開発し，将来の内燃機関開

発および大気環境改善のための内燃機関から排出

されるナノ粒子の計測法を提案することを目的と



する． 
２．試験研究概要 
 種々の計測法を用いた場合のナノ粒子計測に対

する影響を把握するために，従来用いられてきた

PM 測定法である重量法と，PM の粒径，および粒

子数の測定が可能な Scanning Mobility Particle 
Sizer（SMPS），および Laser-Induced 
Incandescence（LII）を用いたディーゼル排気ガ

ス中の PM の同時計測を行ない，各測定法による

測定結果の相違を考察した．  
 次に，ディーゼルエンジンから排出された排気

微粒子が排気の冷却，希釈過程においてどのよう

に変化するかを調べ，排気微粒子の生成および成

長のメカニズムを明らかにし，正しい計測法を確

立する一助となることを目的に研究を行い，エン

ジンから排出されたナノ粒子が希釈により受ける

影響を明らかにし，ナノ粒子を安定的に計測する

手法を見いだすことを目的とした実験をおこなっ

た． 
３．成果概要 
 種々の条件において実際のディーゼル機関から

の排出微粒子を計測し，エンジンや運転条件の違

いによるナノ粒子粒径分布の特性を解析し，安定

的な計測条件を明らかにした．さらに種々のディ

ーゼル，ガソリン機関からのナノ粒子排出特性を

調べることより，ナノ粒子非定常測定手法を決定

し，非定常排気微粒子数濃度測定器の基本仕様を

決定しワイコフ科学（株）とともに１号機を試作

した． 
 
自動車排出ガス成分の反応および計測に関する研

究 
阪本 高志 

埼玉大学工学部 前田 唯、大塚 壮一 
研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 
１．目  的 
 近年、ベンゼン(Bz)、ホルムアルデヒド、ベン

ゾ(a) ピレンや含窒素化合物は癌原性など健康へ

の影響が確認されつつある。これらの微量有害成

分は自動車排気中にも存在することから、これら

の生成及び浄化メカニズムを把握することは、排

出防止の対策を講じる上でも極めて重要である。

また、捕集中のｱｰﾃｨﾌｧｸﾄメカニズム解明及びその

防止は分析を行う上では必要不可欠である。そこ

で分子軌道法や分子動力学法のような計算化学的

手法を用いてこれら反応のメカニズムの検討を行

い、あわせて干渉成分の多量に存在する場合の有

害物質の計測方法についても実験的検討を行う。 
２．試験研究概要 
 触媒金属への Bz、シクロヘキサン、ＤＭＥ等の

吸着状態を分子動力学的手法により推定し、さら

に分子軌道法を用いて電子状態の計算を行い反応

性に関する知見を得る。また、アルデヒド類の分

析方法としてカートリッジ捕集・HPLC 分析を選択

し、その干渉成分影響を把握し、その影響を受け

ないような分析方法を開発し、その方法を用いて

実際の自動車からの排出挙動を把握する。 
３．成果概要 
○排気系・捕集系におけるベンゼン等有害物質分

子の吸着・生成等の反応に関する研究(阪本) 
 ではPt(111)面へのシクロヘキサンおよびシクロ

ヘキセンの吸着を分子動力学法により模擬しシク

ロヘキセンがより吸着し易いことを見いだし、燃

料にシクロヘキサンを添加しても排気中のBzは増

加しないが、シクロヘキセンの添加は排気中の Bz
を増加させる現象を触媒上での反応として説明す

ることができた。また同じく Pt(111) 面へ DME
を吸着させた状態でメチル基解離のエネルギーを

解析した結果、遷移状態が存在しないことが判明

し、DME が分解を開始する温度でメタン生成が始

まる現象の理論的解釈ができた。 
○干渉成分が存在する場合のホルムアルデヒドの

分析方法に関する研究（阪本） 
 ではカートリッジ捕集・HPLC-UV 分析法をアルデ

ヒド類の捕集・分析方法として取り上げ､その妥当

性を検討した結果、排気中に NO2 が多い場合には

ホルムアルデヒド計測の妨害成分となる。排気に

NO2を添加してアルデヒド類を計測したところ NO2

濃度の増加とともにアルデヒド濃度は直線的に減

少した。この結果から、NO2 濃度を計測しておくと

NO2 による負のｱｰﾃｨﾌｧｸﾄ量を推定することが可能

となる。また、NO2 干渉を除く目的で Na2 CO3
塗布デニューダの適用を試み、一定の成果をみた。

ただし、今後ｱｰﾃｨﾌｧｸﾄメカニズム等を解明し、正

確な分析方法を確立する必要があるが研究領域長

の偏見と独断で研究中断することとなった。 

 

 



自動車排出ガス中のナノ粒子計測法に関する研究 
後藤 雄一 

河合 英直、塚本 雄次郎 
石井 素 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 ディーゼル・エンジンから排出される粒子状物

質（PM）は，平均粒径を 100 nm 程度する 20 nm
～数 100nm の粒径をもつ粒子である。このような

nm オーダーの粒径をもつ粒子は、肺の中に奥深く

入るだけでなく循環器系にまで進入する恐れが指

摘されている。今後、PM 重量だけでなく粒子粒径

や表面積を計測することが必要であるとして検討

されている。このようなナノ粒子はエンジンから

排出された後に，排気管や希釈トンネルの中で生

成・消滅することが知られているが，そのメカニ

ズムは完全に解明されていない。そこで，本研究

では，ナノ粒子の排ガス中における生成・消滅過

程を，粒子の粒径分布を測定することによって明

らかにする。 
超低濃度排気ガスの次世代計測法及び排出微粒子

計測法について将来の計測技術課題を解決するこ

とを目的とする。 
２．試験研究概要 
 通常のディーゼル・エンジンから排出されるナ

ノ粒子の排ガス中における生成・消滅過程を粒径

分布測定によって解明する。 
３．成果概要 
○自動車排出ガス中におけるナノ粒子計測法に関

する研究（後藤 雄一） 
 ＤＰＦを装着したディーゼル・エンジンから排

出されるナノ粒子の低いレベルにおける生成・消

滅過程を粒径分布測定によって解明した。 
 
次世代排気ガス計測法の開発に関する研究 

後藤 雄一 
佐藤 辰二、石井 素 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 今後、排出ガスやＰＭの規制が一層強化される

中で、ディーゼル車やガソリン自動車、超低公害

自動車からの排出ガス・ＰＭ排出量が大幅に低減

し超低濃度になりつつあるため、従来の計測法で

は到底対応出来なくなってきている。そのため、

超低濃度の排気ガスに対する次世代の計測法が早

急に必要とされている。また、規制強化の流れの

中でガソリン自動車の排出微粒子などの未規制領

域についても早急に計測法の確立を図る必要があ

る。本研究はこれらの課題について研究し将来の

計測技術課題を解決する技術資料を得ることを目

的とする。 
２．試験研究概要 
 超低濃度で排出される粒子状物質の重量基準、

粒径基準による計測法の課題を明らかにし、排出

ガスの最適な計測手法について検討する。この成

果を基に自動車からの排出微粒子の排出実態を解

明し、より適切な計測手法の高度化方策を確立す

る。 
３．成果概要 
○DPF の評価に関する研究（佐藤辰二） 
 最新型 DPF として日野自動車から出された

DPR の評価試験を行った。 
○超低濃度排出微粒子の重量計測法に関する研究

（佐藤辰二） 
 低濃度で排出される粒子状物質を捕集したフィ

ルタをマイクロ天秤で計測する際の誤差要因を列

挙し、フィルタへのガス吸着の影響について調査

し、その対策法について検討した。 
○極低濃度排出微粒子の粒径計測法に関する研究

（石井 素） 
 DPNR 装着車のモニター試験を 1 年間に渡って

行い、主に平均車速が低い日本の大都市近郊を走

行した。排出ガスは 1 年間を通じて新長期規制レ

ベルにあり、特に PM に関しては新長期規制を下

回るレベルを維持することが可能であった。 
○超低濃度レベルの排出ガス評価手法に関する研

究（後藤雄一） 
 DPF 装着自動車からの粒子状物質の排出実態を

基により適切な計測手法の高度化方策を調査し、

今後の新型車に多く使用されると思われる連続再

生式 DPF におけるナノ粒子の排出挙動のうち、生

成・消滅が不安定な Nuclei モード粒子の挙動を明

らかにして極低濃度 PM の計測手法を検討した。 
 
 
 
 
 



1.2.5 横断的研究課題 

 
次世代低公害大型自動車の研究開発 
(1)ＤＭＥ自動車の要素技術開発と性能評価 

佐藤 由雄 
野田 明、田中 丈晴 
石井 素、坂本 一朗 

山本 敏朗、鈴木 央一 
安 秉一、李 晟旭 

高栁 智光 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
  ジメチルエーテル（ＤＭＥ）を燃料とする自動

車用エンジンは圧縮着火が容易で黒煙を発生せず

ＰＭの排出も極めて少ないが，新長期排出ガス規

制を大幅に下回る低公害性とディーゼルエンジン

なみの性能を確保することが実用化に向けた技術

的課題である．本研究では，ＤＭＥ自動車の性能

確保及びニアゼロエミッション化に必要な燃料噴

射，燃焼制御及び排出ガス後処理の各要素技術を

研究開発する．また，それらの技術を組み合わせ

たエンジンシステムを試作して車両に搭載し，動

力，燃費及び排出ガス性能を評価しＤＭＥ自動車

の実用化の可能性を調査する． 
２．試験研究概要 
 平成 14～15 年度は，ＤＭＥ噴射装置の噴射およ

び噴霧特性を実験解析しディーゼルエンジン並み

の出力と高効率燃焼を実現するためのＤＭＥ噴射

方法について研究する．また，平成 14～16 年度で

は，新長期ＮＯx規制値の 1/4 達成をねらいとした

燃焼制御方法及びＮＯｘ低減触媒の適用に関する

研究を行い，大型エンジン用のＮＯx低減触媒シス

テムを開発する．また，ＮＯxセンサー等を利用し

た触媒システムの過渡性能向上方法についても検

討を行う．一方，ＤＭＥエンジン単体の騒音測定

を実施し，ベースディーゼルエンジンとの比較を

行うとともに，燃焼方法の違いや触媒装着による

騒音低減効果について実験解析する．これらの要

素技術研究と並行し，平成 14～16 年度においては

ＤＭＥ専用の噴射装置を搭載した大型トラック用

エンジンを試作し，定常・過渡運転における低Ｎ

Ｏｘ燃焼方法やＮＯｘ低減触媒システムの実用的

効果を調査する．計画の最終年度では試作改良を

行ったエンジンを車両に搭載し各種運転パターン

における排出ガス・燃費性能試験を実施し，動力，

燃費性能と排出ガス性能に関する総合的評価を実

施する。 

３．成果概要 

(1) 噴射特性に関する実験調査（佐藤由雄） 
 ＤＭＥ燃料の特性に適した噴射系を見いだすた

め，コモンレール式と列型ジャーク式の２種類の

ＤＭＥ噴射系の噴射特性について調査を行った．

はじめに，ＤＭＥ用に試作を重ねたパイロット弁

式のコモンレールインジェクターについて単体噴

射試験を行い要求噴射特性が得られることを確認

した．また，本インジェクターを単気筒直接噴射

式ディーゼルエンジン（排気量 1053cm３，シリン

ダヘッドを改造）に装着し，エンジン性能及び排

出ガス特性を調査した．その結果，噴射圧力を 35
～40MPa 程度とすれば，ベースディーゼルと同等

の出力・燃費性能が得られることを確認した．ま

た，低速低負荷運転域では初期の噴射率を抑制す

ることにより燃費への悪影響を抑えてＮＯx をベ

ースラインの 1/2 まで低減できた．しかし，供試し

たインジェクターの構造的要因により噴射量が不

安定になりやすく，噴射の安定性確保に向けた今

後一層の技術開発が必要であることが判明した．

一方，従来の列型ジャーク式噴射系をベースとし

噴射弁と高圧ポンプをＤＭＥ用に最適化した噴射

装置を噴射装置メーカと共同開発し，単体噴射試

験ならびにエンジン適用試験（総排気量４．６Ｌ，

ターボ付き）を実施した．単体噴射試験の結果，

全負荷相当噴射量ではベースディーゼル噴射系と

比べて 1.3 倍ほどの噴射期間となり，噴射圧力（ノ

ズル側）は約半分程度となった．しかし，エンジ

ン試験を行ったではこれらの影響はほとんど認め

られず，ベースディーゼルエンジンと同等の出力

と燃費が達成できることを確認した．また，ＣＯ２

は 15%ほど少なくエンジン単体ではＣＯ２の削減

も期待できる．更に，列型ジャーク式ＤＭＥ噴射

系は単体噴射試験及びエンジン試験を通して安定

した噴射が行えることを確認した． 
(2) 噴霧燃焼特性の実験解析（安 秉一） 
 ＤＭＥエンジンにおいてディーゼルエンジンな

みの出力・燃費性能を確保することをねらいとし，

今年度はコモンレール式インジェクターを用い噴

射圧力がＤＭＥの噴霧燃焼特性に及ぼす影響を調

べた．高速度ビデオカメラを用い散乱光法及びシ

ュリーレン法により高温高圧容器内（エンジンの



圧縮上死点相当の条件）に噴射されたＤＭＥ噴霧

を撮影した結果から，ＤＭＥ噴霧は微粒化され液

滴が周囲の熱を受けて蒸発しながらも，噴霧軸近

傍はその先端まで液滴であり，おおむね軽油噴霧

と同様の挙動を示す．また，噴射圧力が高くなる

ほど噴霧の到達距離が長くなり，液滴の蒸発が促

進されることで噴霧の外周部において乱れの大き

い燃料蒸気が広がる傾向が見られた．一方，単気

筒エンジンによるＤＭＥ噴霧の燃焼試験では，噴

射圧力が高くなるほど予混合燃焼が活発になり燃

焼期間が短縮しＮＯx 排出量も増加すること，また，

高速高負荷域においてもエネルギー消費率が向上

することが認められ，噴霧特性の実験解析で得ら

れた結果で噴霧燃焼特性を説明できることがわか

った． 
(3)超低ＮＯx 燃焼方法の研究（鈴木央一） 
 コモンレール式インジェクターを用いた単気筒

エンジンにおける大量ＥＧＲ及び小口径キャビテ

ィ燃焼室を用いたＮＯx低減効果を調査した．大量

ＥＧＲを行った場合，中負荷において黒煙の排出

無しに20ppm以下のＮＯx排出レベルが可能となっ

た．また，ＥＧＲの効果はディーゼルの場合と同

様，吸気酸素濃度との相関が高く，高負荷におい

ては酸素濃度を 18%とするとＣＯ，燃費率の悪化を

最小限に抑えつつ 60%程度のＮＯx低減効果が期待

できる．一方，局所リッチ燃焼によるＮＯx低減を

期待した小口径キャビティ燃焼室では大幅なＮＯ

x低減効果が見られたものの，ＣＯ及び燃費率の悪

化が著しく，今後，燃料と空気との混合を改善す

ることなどが必要である． 
(4)ＮＯx 低減触媒に関する研究（李 晟旭） 
 単気筒ＤＭＥエンジン試験を行い，ＤＭＥを還

元剤とする吸蔵還元型触媒のＮＯx 低減効果に関

する基礎調査を行った．その結果，吸蔵還元型Ｎ

Ｏx 触媒はＤＭＥエンジンに有効に作用すること

がわかった．特に，Pt／Rh 系の触媒は Pt／Rd 系と

比べて比較的広い触媒温度域で浄化率がやや高く

なることが確認できた．しかし，80%以上のＮＯx

浄化率を得るためには触媒温度が 300℃以上とな

る必要がある．一方，エンジンにＥＧＲを適用す

ると排出ガス中のＮＯx が減少し更に空燃比がリ

ッチサイドに移行することからリッチスパイクの

回数を低減できるため，還元剤噴射による燃費ロ

スを低減するためにはＥＧＲを含むエンジン制御

等との組み合わせが必要である． 

(5)エンジン騒音に関する基礎的調査（坂本一朗） 
 ＤＭＥエンジン単体の騒音測定を行うにあたり，

初めに比較用としてＤＭＥ改造前のベースディー

ゼルエンジン（総排気量４．６Ｌ，ターボ付き）

の騒音測定を実施した． 

エンジン回転数がアイドリング時、1800rpm 及び

3000rpm の定常運転時の騒音を、エンジン単体の中

心から上方 1.5m と側方 1m の位置において、騒音

計によるオーバーオールのレベルと音響インテン

シティによる騒音測定を行った。次年度は，ＤＭ

Ｅ用に噴射系を変更したエンジンを用いて単体試

験を行い，ＥＧＲや触媒を適用した場合の騒音低

減効果を調査し，ベースディーゼルエンジンとの

比較を行う予定である． 

(6)多気筒エンジンシステム及び車両の性能評価

（高栁智光） 
 今年度は開発用の大型ＤＭＥエンジンの性能・

排出ガス評価用のベンチ整備及びベースディーゼ

ルエンジンを用いて評価試験用運転モード

（JE-05）の運転調整及びデータ処理関係のチェッ

クを行った．次に，試作したコモンレール式ＤＭ

Ｅ噴射系を装着した大型ＤＭＥエンジンをベンチ

にセットして D-13モードを用いた予備試験を実施

し，エンジン性能と排出ガス及び燃焼データ等を

取得した．その結果，ＮＯx排出量はＥＧＲ率を適

正化した場合ＥＧＲ無しのベースラインから 1/2

程度（約 2.0 g／kWh）まで低減し，更にＮＯx 低

減触媒の適用により約 0.7g／kWh のレベルまで低

減可能なことを確認した．次年度は，JE-05 試験に

より過渡運転におけるＥＧＲ率制御及びＮＯx 触

媒システムの最適化を図り動力，燃費及び排出ガ

ス性能目標値への到達度を評価する．また，PM 測

定試験のための準備及びエンジンを搭載した大型

トラックのシャシーダイナモ試験を準備し，各種

走行モードを運転してＤＭＥ大型トラックの総合

的な性能評価を実施する計画である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



次世代低公害大型自動車の研究開発 
(2)大型ＣＮＧ自動車の要素開発と性能評価 

後藤 雄一 
野田 明、成澤 和幸 

貝瀬 望 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的  
 自動車環境問題の抜本的解決を図るためには、

排出ガスがゼロあるいはゼロに近い次世代の低公

害車の開発を促進しつつ、環境にやさしい自動車

が大量に普及していくことが必要となっている。 

 特に、物流の主流となっている大型ディーゼル

車に代替しうる次世代の大型低公害車については、

開発コストも大きく、市場が限定的であることか

ら、企業の自主的な開発に多くを期待することは

困難である。このため、国土交通省は平成 14 年度

より 3カ年計画で「次世代低公害車開発促進事業」

を開始し、産官学の総合的な取組みのもとに、次

世代低公害車の技術開発を進めることとなった。

本事業を具体的に推進し、とりまとめを行うこと

が中核的研究機関となり、産官学の連携のもとに、

大型ディーゼル車に代替しうる排出ガスがゼロあ

るいはゼロに近い次世代低公害車の技術開発を進

めることを目的とする。 

 現状のＣＮＧ重量車は、排出ガス規制で使われ

る１３モード試験法により排出ガス性能が評価さ

れ、排気対策装置も１３モードでの性能向上に力

点が置かれていた。しかし２００５年の新長期規

制は、実走行ベースのトランジェントモードに変

更されるので、排気対策装置も過渡運転での性能

向上が要求される。これに対応した要素技術の設

計指針を求めるため、既存のＣＮＧ車を用いてト

ランジェントモードでの制御装置の作動特性や空

燃比の安定性、触媒浄化機能、排出ガス特性を調

査し、これをもとに次世代ＣＮＧ車開発における

技術課題、性能要件を明らかにする。 
２．試験研究概要 
まず既存の重量ＣＮＧトラック(三元触媒装着

車)を使用して、新トランジェント排出ガス試験モ

ードをシャシダイナモメータ上で運転し、過渡条

件下における空燃比の制御安定性や応答遅れ、空

気及び供給燃料のガス流動特性、燃焼に伴う生成

ガス、三元触媒によるその浄化機能、排出ガス温

度特性などを解析する。また新モード運転におけ

る瞬時排出ガス量の変化やモード全体の総排出量、

燃料消費特性なども測定する。 
これらの実験・解析結果から、次世代大型ＣＮＧ

車でＮＯｘを新長期規制の１／４レベル( NOx 0.5 
g/kWh GVW>3.5t)以下に下げるために必要な要素

技術（空燃比制御技術、三元触媒装置）とその制

御システムの開発要件を明らかにする。 
３．成果概要 
最新のＣＮＧ重量車を購入して、既存の重量Ｃ

ＮＧ車（２トン積みトラック、４リッタークラス

エンジン）をシャシダイナモメータ上で運転して、

排出ガスと運転条件との関連性を調べた。また触

媒の有無による総排出量の違いから、三元触媒の

効果を確認した上で、モード運転中の触媒前後の

ガス濃度（同時分析できるように排出ガス分析シ

ステムを改造）を連続測定し、両者の濃度差（瞬

時浄化率）と排出ガス流量、排出ガス温度、空燃

比変動との関連を調査することにより、ＣＮＧ車

における三元触媒の排出ガス浄化機能を解析した。 
エンジン吸・排気系におけるガス流動シミュレー

ションモデルを使い、シャシダイナモメータ上で

の空燃比特性測定実験の結果と組み合わせて、気

筒間分配や燃料供給位置～排気管空燃比センサ位

置のガス移動空間におけるＣＮＧ混合気の流動特

性をシミュレーション調査することとし、シミュ

レーション用のＣＮＧエンジンパラメータ入力を

終了した。 
 
次世代低公害大型自動車の研究開発 
(3)ハイブリッド自動車の要素開発と性能評価 

成澤 和幸 
林田 守正、緒方 正剛 
水間 毅、大野 寛之 
鄭 四発、倉嶌 大輔 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 大都市域において一層厳しさを増す大気汚染問

題を解決し、また京都議定書で採択された運輸部

門での二酸化炭素排出の削減目標を達成するため、

排出ガスがゼロまたはゼロに近い次世代の低公害

車の開発を促進することが緊急の課題である。そ

のため、大型ディーゼル車に代替し得る次世代低

公害車の中で、大型ハイブリッドバス及び大型ハ

イブリッドトラックについて、特に保安上のガイ



ドラインや技術基準の策定、新技術開発、主要部

品の標準化及び試験・評価方法の確立を行う。 

２．試験研究概要 

 大型ハイブリッドバス及び大型ハイブリッドト

ラックの試作を進めるとともに、ハイブリッドシ

ステムを構成するモータについて性能向上のため

のシミュレーション解析を実施する。またハイブ

リッド動力システムの動力性能、排出ガスをエン

ジンダイナモメータ上で簡易に評価できる手法に

ついて考察する。 

３．成果概要 

(1)大型ハイブリッド自動車の要素技術開発（水間、

緒方、大野） 

 電気モータによる駆動、制動に関する最適制御

方式の検討を行うため、誘導機と同期機について

モータの性能、車両重量、走行抵抗を設定し、各

種制御方式による電力量、回生率の比較をシミュ

レーションで行った。その結果、効率においては

同期機が優れているが、回生効率は誘導機の方が

優れており、走行方法、走行路の特性により最適

な制御方法が存在すること等が確認された。また

モータ、制御装置の定格設定に関する検討を行い、

Ｓ種定格（過負荷定格）の設定を提案した。 

(2)大型ハイブリッド自動車の性能評価（成澤、林

田、鄭、倉嶌） 
 直流電源装置と単体台上実験装置により、大型

ハイブリッド車用永久磁石式同期モータの都市内

走行パターンにしたがった加減速運転を行い、電

力消費や回生効果の定量的な評価手法を検討した。

その結果、永久磁石式同期モータは誘導モータよ

り消費電力量が概ね 25％前後減少すること、充放

電損失は発電量の 10％程度に留まる等の評価結果

を得た。またハイブリッドシステムの構成要素を

モデル化し、仮想的なパラレルハイブリッドシス

テムを構築して走行シミュレーションを行い、燃

費改善効果等を試算した。さらに、ハイブリッド

制御コンピュータに模擬走行時の入力信号を与え

てエンジン作動指令信号を取り出し、エンジン部

分のみの稼働をダイナモメータで再現することに

より排出ガス、燃費を求める、いわゆるＨＩＬＳ

（Hardware In the Loop Simulator）を用いたＣ

ＰＵ実稼働シミュレーションによる台上試験方式

について検討し、蓄電装置の適切な取り扱い等に

ついて考察した。 

 

次世代低公害大型自動車の研究開発 
(4)スーパークリーンディーゼルエンジンの開発試 
 作 

石井 素 
鈴木 央一、後藤 雄一 
小高 松男、川野 大輔 

内藤 浩由 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 自動車による大気汚染問題を抜本的に解決する

ためには、既存の大型ディーゼル車に代替しうる、

次世代型の大型低公害車の技術開発と普及促進を

はかることが必要と考えられている。平成１３年

７月に発表された低公害車普及アクションプラン

において、「大型車分野について、排出ガスがゼロ

またはゼロに近く、また超低燃費の次世代低公害

車の技術開発の促進が急務であり、産学官の適切

な連携をとりつつ次世代低公害車の技術開発を、

早急に進める」こととされ、これを受けて国土交

通省は平成１４年度から３ヶ年計画で大型ディー

ゼル車の代替となる次世代型の低公害車の開発プ

ロジェクトを開始した。交通安全環境研究所は中

核的研究機関として本プロジェクトを受託し、

産・官・学の協力のもとにこれを推進することと

なった． 
 本プロジェクト研究では、次世代の低公害車両

等を開発・試作するとともに，安全上・環境保全

上の技術基準等を策定し，その普及のための環境

を整備することを目的とする． 
２．試験研究概要 

平成１４年度は，開発対象となる動力システム

を選定し、必要な要素技術の開発を中心に研究を

進めた． 

 １５年度では，要素技術開発の成果を取り入れ

た動力システムを開発し，機能評価に基づいた改

良を行う． 

 １６年度では，これらの成果に基づき，

新 しい要 素技 術を盛 り込 んだエ ンジ ンあ

るいは車両を試作する．  

 これらの技術開発を進めるにあたっては，交通

安全環境研究所で各要素技術の基礎的な解析と，

完成システムや車両の性能評価を行い，試作を株

式会社新エィシーイーが担当する．また，学識経

験者で構成されるＷＧを設け，適宜技術的なアド



バイスを受けながら技術開発を進める． 
３．成果概要 
○スーパークリーンディーゼルエンジンシステム

の要素技術開発 
・ 本開発では、中低負荷域における排気改善を均

一予混合圧縮着火燃焼により達成することをねら

いとする。 
・ 前年度導入した可変バルブタイミング機構に対

応する単気筒エンジンを導入し、基本性能を計測

した後、吸気弁遅閉じにより、着火遅れ拡大およ

び排気温度の制御に関する実験を行った。ＥＧＲ

をかけた場合と同様にＮＯｘ濃度を低減しつつ、

燃費について同等で排気温度の上昇が得られて、

着火遅れも拡大するような運転制御の可能性につ

いて示すことができた。 
・ 排出される NOx 濃度を測定して、排出ガス対

策装置のフィードバック制御を行う装置を試作し、

この装置と試作した触媒前後に NOｘセンサー、触

媒の上流にＮＯｘ還元剤供給装置を配したシステ

ムを上記単気筒機関の排気系に取り付け、これら

のシステムとしての制御の方向性について検討し

た。触媒の容量等今後の検討課題はあるものの、

適当な間隔のリッチスパイクにより、ＮＯｘの低

減は可能であることを示した。 
・ また、試作されたエンジンを評価するためのエ

ンジンダイナモメータの制御システムの整備を行

った。 
 これらの研究結果は、スーパークリーンディー

ゼルエンジンの試作を担当するメーカーに提供さ

れ、開発に反映されている。 
 
次世代低公害大型自動車の研究開発 
(5)燃料電池バスの実証試験 

成澤 和幸 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 大都市域において一層厳しさを増す大気汚染問

題を解決し、また京都議定書で採択された運輸部

門での二酸化炭素排出の削減目標を達成するため、

排出ガスがゼロまたはゼロに近い次世代の低公害

車の開発を促進することが緊急の課題である。そ

のため、大型ディーゼル車に代替し得る次世代低

公害車の中で、燃料電池バスについて実証試験を

行う。 

２．試験研究概要 

 経済産業省、東京都の協力を得て、実際に旅客

輸送に供している路線に燃料電池バスを試験的に

導入し、以下の内容に関する基礎データの収集、

検討を通じて、新車時の認証における技術基準や

点検、整備基準等に関する検討を行うことにより、

燃料電池バスの社会的受容性を明らかにし、都市

交通機関としての燃料電池バスの有益性を社会に

広く知らしめる。 

①燃料電池バスの使用実態調査 

②乗客感応調査、バス路線周辺住民意識調査 

③整備性調査、バス事業者意識調査 

④水素燃料供給者の実態調査・意識調査 

⑤保安上、公害防止上検討すべき項目の検討 

⑥点検、整備性向上に関する検討 

３．成果概要  

(1)燃料電池バスの実証試験（成澤） 

①燃料電池バスの使用実態調査 

 東京都、トヨタ日野の協力の下に都バスの運行

日誌を解析して走行距離、燃料充填時間等基礎デ

ータを得た。 

②乗客感応調査、バス路線周辺住民意識調査 

 バス乗客へのアンケート調査を行って、燃料電

池バスの認知度、希望する導入地域、バスの改良

点等、今後普及活動を進めるための基礎データを

得た。 

③整備性調査、バス事業者意識調査 

 バス運転者アンケートを行って、東京都以外の

バス事業者への広報資料を得るとともに、点検整

備項目に関する基礎データを得た。 

 
路線バスの活性化による都市交通環境の改善に関

する研究 
林田 守正 

大野 寛之、日岐 喜治 
紙屋 雄史、柳澤 治茂 

佐藤 安弘 
研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 路線バスは乗用車に比べて１人当たりの環境負

荷、エネルギ消費や道路利用の点で格段に優れ、

またインフラが不要でキメ細かな輸送ができるた

め、都市部では中核的となり得る交通機関である

が、利用者は年々減少している。そこで大都市お



よび地方都市のバス輸送の実態を多角的に調査・

解析して阻害要因を定量化し、導入可能な活性化

対策とその費用対効果を考察して、路線バス本来

の特長を生かし都市交通環境と利便性の向上を図

ることを目的とする。 

２．試験研究概要 

 路線バス輸送に関する文献調査を行うとともに、

路線バスシステムの定量的な評価手法を検討する。

また大都市域・地方都市域を対象として路線バス

の実地調査を行って問題点を定量化し、適用可能

と考えられる対策や新技術を検討する。さらに、

過疎地等における公共輸送機関の実態調査を行う。

一方、バス用新型動力システムの実用性能評価方

法を検討する。 

３．成果概要 

(1)路線バス輸送に関する文献調査（担当：大野、

林田） 

国土交通省資料、専門図書や学会発表等により路

線バス輸送の現状や車両等に関する技術情報を調

査した。これによりバス輸送の最新動向を把握す

ると共に、現在既に実行されている活性策および

その得失を理解し、本研究で検討すべき点を再検

討した。 

(2)路線バスシステムの定量的評価手法検討（担

当：大野、佐藤） 

地理情報システムソフトウェア上で動作するアプ

リケーションにより、バス路線網の幾何学的充実

度と利用客の利便性を数値評価する手法を考察し

た。 

(3)実地調査による大都市、地方都市のバス輸送の

問題解析（担当：紙屋、林田） 

 東京都内の有明地区において、営業運行と同様

のバスの貸切走行を行い、最高速 50km/h 程度の車

速データを採取して、変速操作による加速能力低

下や、違法駐車による運行阻害のデータを得た。

また北関東の地方都市のバス路線において、調査

員の実乗調査により停車パターン、乗客数、運行

時刻等に関する数値的な評価を行った。 

(4)過疎地等における公共輸送機関の実態調査（担

当：柳澤、日岐） 

 近年、自治体等の主導により全国的に普及しつ

つある「コミュニティバス」について、主に関東

地区を対象として文献および実乗による調査を行

い、概要を集計した。（５）路線バス用新型動力シ

ステムの実用性能評価（担当：林田、紙屋） 

路線バス用に開発された車輪内蔵型駆動モータを

実走行パターンに従って加減速運転する台上試験

装置を試作し、性能や電力消費を定量的に評価す

る方法を検討した。 

 
自動車の車室内環境が乗員の心身状態に与える影

響に関する研究 
坂本 一朗 

塚田 由紀、松村 英樹 
関根 道昭 

芝浦工大 春日 伸予、青木 義満 
研 究 開 始 時 期  平成１５年１２月 
研究終了予定時期    平成１８年 ３ 月 
１．目  的 
 交通事故死者はここ数年に渡り、年間 8 千人か

ら 1 万人、重軽傷交通事故件数は年間 100 万件程

度で推移している。交通事故による社会的損失は

きわめて大きく、損失額は年間約 4～5 兆円にもの

ぼっている。また、高齢者化社会に伴い、高齢者

が関与する交通事故件数が今後増大することが予

想される。 
 このような状況を受け、最近では ASV など、エ

レクトロニクスを駆使したハードの支援により、

安全性を向上させる研究開発が進められてきた。

しかし、事故の根本原因は車を運転する人間の不

注意や酒気帯び、居眠りなどが 8 割を占めると言

われており、これらのヒューマンエラーを減らさ

なければ、事故の大幅な低減は期待できない。 
 一般に走行中の自動車の乗員は眠気を感じるこ

とがあるが、その一因として、車内での音や振動

等一定のリズムを持った単調な刺激が、これらを

受容する乗員の覚醒レベルを低下させるというこ

とが予想される。そこで本研究では、車室内の音

や振動など車室内環境が乗員の覚醒状態、身体状

態にどのような影響を与えるか解明し、居眠り運

転を抑制することを目的とする。 
２．試験研究概要 
 自動車の車室内においてドライバーが受ける音、

振動および明るさの変動について分析し、変動の

特性を理解するとともに、実験的に再現するため

のシステムを検討する。この結果を基に、様々な

運転場面における音、振動および明るさを実験的

に再現し、これらが覚醒状態や運転行動に与える

影響について被験者を用いて心理実験を行う。ま

た、ドライバーの居眠り運転に関する主観的心理



データを収集し、ドライバー心理の類型化を行っ

て，居眠り運転に関する心理的・環境的要因の解

明を行う。さらに、ドライバーが居眠りに陥る過

程の身体的変化を、運転台に装備したカメラによ

りドライバーの目の開閉度や頭部、身体の動き等

の特徴を動画像解析により認識するためのシステ

ムを検討する。 
３．成果概要 
(1)車室内の音環境等の分析に関する研究（坂本一

朗） 
 自動車の車室内環境が乗員に与える影響を調べ

るために、乗り心地がよいと考えられる 3000cc の
乗用車を対象として、車室内環境の代表的なもの

であると考えられる、ダミーヘッドと騒音計によ

る車室内騒音の測定、振動計によるシート上の振

動測定、照度計による車内外の照度測定、脳波計

による運転者の脳波の測定、並びに乗用車のエン

ジン回転数と車速を、一般道路及び高速道路にお

いて測定を行った。 
(2)ドライバーの主観的データの収集と分析に関す

る研究（春日伸予） 
 ドライバーに対するアンケート調査を行い、ド

ライバーが居眠り運転をするときの状況、心理状

態、等に関するドライバーの主観的データを収集

した。 
 
1.2.6 受託試験・調査等 

 

高度な車載診断装置（ＯＢＤシステム）の技術基

準策定に関する調査 

野田 明 

山本 敏朗、鈴木 央一 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 
１．目  的 

自動車排出ガス規制については、新短期規制（ガ

ソリン車：１２年規制、ディーゼル車：１４年規

制）から、車載診断システム（ＯＢＤシステム）

の装着義務付けが実施されている。ＯＢＤシステ

ムは、異常発生時に警報表示するとともに、その

故障コードを電子回路に記憶保持する装置であり、

使用過程における排出ガス低減装置の性能維持管

理の高度化を目的としたものである。 
 なお平成１４年の中央環境審議会答申により、

排出ガス低減装置の性能劣化等を検出するより高

度なＯＢＤシステムの装備を 2008 年から義務付

けられることとなり、関連する技術基準の改訂が

必要となる。そこで本調査では、使用過程車の全

体的な性能維持方策について体系的に整理した上

で、高度なＯＢＤシステムの役割・目的を明確に

するとともに、これを導入した場合の使用過程で

の排出ガス汚染の低減効果予測などから、高度Ｏ

ＢＤシステムに求める具体的な性能要件（診断対

象、排出ガス異常の検知レベル等）について調査

報告することとする。 

２．試験研究概要 

高度なＯＢＤシステムの技術基準を策定するた

め、以下の検討、調査を行う。 
(1) 高度なＯＢＤシステムの目的、役割の明確化、

導入の効果予測 
(2) 高度なＯＢＤシステムの要件 
①高度なＯＢＤシステムでの診断対象項目の候補

と課題 
②ＯＢＤシステムに対する技術基準の規定方法 
③ＯＢＤシステムによる故障表示の条件（故障判

定基準）と故障表示方法の検討 
(3) 車両認証制度の中での「高度なＯＢＤシステ

ム」の技術審査のあり方 
①新型自動車の認証時にＯＢＤシステムの技術審

査方法 
②ＯＢＤシステムが技術基準に適合しているかを

判定するための試験方法および試験装置、判定基

準など 
(4) 車両使用段階におけるＯＢＤシステムの具体

的運用方法 

３．成果概要 

高度ＯＢＤの故障検知対象として、①触媒劣化、

②エンジン失火、③酸素センサ又は空燃比センサ

の不良、④排気ガス再循環システム不良、⑤燃料

供給システム不良、⑥２次空気導入システム不良、

⑦可変バルブタイミング機構不良、⑧エバポシス

テム不良、⑨その他排気関連部品を提示し、各項

目の診断方法の規定案を提示した。 

また高度ＯＢＤの導入効果予測の結果から、排

出ガス異常の検知レベルを示した。（例；乗用車で

ＣＯ：０．２８ｇ／ｋｍ、ＨＣ：４．０６ｇ／ｋ



ｍ、ＮＯｘ：０．３０ｇ／ｋｍ） 

この他に、診断結果の表示方法、故障診断の作動

要件、車載式故障診断装置への保存情報、車載式

故障診断装置のデータ出力、車載式故障診断装置

の閾値診断基準適合性の確認方法などを示し、Ｏ

ＢＤ評価のための代替モード（市場代表型走行モ

ード（MLIT１０モード）も提案した。 

 

エタノール混合燃料使用時の排出ガス特性調査 

野田 明 

佐藤 辰二、阪本 高志 

堀  重雄、河合 英直 

研 究 開 始 時 期  平成１５年 ４ 月 
研究終了予定時期    平成１５年１０月 
１．目  的 

 本調査は、バイオ燃料として注目されているエ

タノールとガソリンを混合し、ガソリン車の燃料

に使用した場合の各種排出ガスへの影響や低減効

果などを客観的に評価する観点から、適切な計

測・評価手法の策定に必要な資料や、低公害性の

判断基準の参考となる資料を得ることを目的に実

施する。このため、エタノール・ガソリン混合燃

料を試験車両に供給してシャシダイナモメータ上

でモード運転し、その排出ガス特性をガソリンの

みで運転した時と比較する。さらにエタノール混

合率の変化がエンジン制御系の動作や触媒反応、

排出ガス、燃費等に与える影響度を調べることに

より、エタノール混合率の適正な基準レベルを設

定する上で必要な技術的知見を得る。 

２．試験研究概要 

バイオエタノールの混合率をいくつか変えた燃

料を試験車（ガソリン車）に供給し、シャシダイ

ナモメータ上でモード運転して、排出ガス等への

影響を実測調査した。 
 エタノール混入率（体積比）が１～２０％と

なるように試験燃料の調合条件を設定し、それら

の混合燃料を使って同じモードを運転した時の排

出ガスや燃費をガソリン 100％使用時と比較した。 
供試車両は、平成 12 年規制対応の優―低排出ガス

認定のガソリン乗用車で、エンジン総排気量は２．

７リットル、理論混合比に制御するストイキ型空

燃比制御方式である。10･15 モードと CD34 モー

ドを３回づつ運転して、規制３成分、燃費及び揮

発性有機化合物である 1,3 ブタジエン、トルエン、

ベンゼン、エチルベンゼン、キシレン、スチレン

をバッグ捕集・ガスクロマトグラフ法により分析

した。また、アルデヒド類として、ホルムアルデ

ヒド、アセトアルデヒド、アクロレイン、ベンズ

アルデヒドをカートリッジ捕集・高速液体クロマ

トグラフ分析法により測定した。 
３．成果概要 
エタノール混合燃料を２０％以下の混合率条件

で従来のガソリン車に使用する場合は、その車が

本来持っている排出ガス浄化機能が損なわなけれ

ば、排出ガス自体にそれほど大きな影響が出るこ

とはないことがわかった。しかし、車両のエンジ

ンの空燃比制御システムが含酸素燃料であるエタ

ノールに影響されて、空燃比が理論混合比付近か

ら逸脱するようであれば、その時は一般的に空燃

比がリーン側にシフトすることが予想されるので、

三元触媒の反応特性が変化してＮＯｘの増加を招

くおそれがある。 
 一方、コールドスタート後の排出ガス特性につ

いては、触媒温度が活性点に達する前では排出ガ

スの浄化反応が進みにくいことを考えると、エタ

ノールの影響が特に未規制物質に出る可能性も予

想された。 
 

「新粒子状物質測定法の制定」（ＰＭＰ）に係わる

計測技術の研究 

後藤 雄一 

河合 英直、塚本 雄次郎 

佐藤 辰二 

研 究 開 始 時 期  平成１５年９月 
研究終了予定時期    平成１６年２月 
１．目  的 

 粒子状物質の新測定法として PMP 会議で議論

している、粒径測定法、新重量法について妥当性

を検証する。このため大型ディーゼルエンジンが

排出する粒子状物質について粒径測定、重量測定

を行い、新粒子状物質測定法の問題点を抽出する。 
この研究で得られた結果は、新粒子状物質測定法

の妥当性等に関する日本意見としてまとめ、9 月以

降の GRPE 及び GRPE/PMP へ提出する。 

２．試験研究概要 

２．１ 試験データの分析 
 粒径測定法、新重量法について妥当性を調べる

ための試験から収集データを分析し、新粒子状物

質測定法の問題点を抽出する。 
２．２ 追加試験の実施 



(1) 試験方法；PMP で議論している測定法案及び

交通研で実施している測定法による。 
(2) 試験場所；独立行政法人 交通安全環境研究所

（NTSEL） 
(3) 供試エンジン；長期規制対応エンジンを用いた、

定常運転試験及び各種認証試験サイクル運転試験 
(4) データ整理；粒子状物質測定値の比較及び信頼

性の検討、PMP 新粒子状物質測定法(案)について

のコメント（問題点の有無等） 
３．成果概要 

 本報告では，固体ナノ粒子に対するサーモデニ

ューダの影響を明らかにした． 

(1) 揮発成分を含まない固体ナノ粒子に対しても，

サーモデニューダは強い影響を与える．  

(2) 試料ガス温度よりサーモデニューダ壁面の温

度が低く，その温度勾配が急峻な場合，熱泳動の

影響によりナノ粒子が壁面に捕捉され，パーティ

クルロスが大きくなる．特に，粒径の小さいナノ

粒子ほどこの影響による粒子損失は多くなる． 

(3) サーモデニューダ吸着部のチャコールフィル

タは，本来の揮発成分を吸着し除去する働き以外

にサーモデニューダ壁と試料ガス間の温度勾配を

緩やかにし，熱泳動による粒子損失を少なくする

効果がある． 

(4) ナノ粒子計測を行う際には，サーモデニュー

ダ部分に限らず，試料採取部から計測器に至るま

での配管等において試料ガスとの温度差に十分配

慮する必要がある．特に，試料ガスと比較して温

度の低い金属部分を露出させ急峻な温度勾配部分

を作ると，粒径の小さなナノパーティクルが捕捉

されてしまい計測結果に大きな誤差を生じる. 

さらに、Nuclei モード粒子はエンジン排気弁から

排出された後の粒子の冷却履歴によりその生成が

大きく影響され，エンジン排気弁から放出された

排気ガスが急激に素早く冷却される方が，比較的

高温（200℃以上）で時間をかけて緩やかに冷却さ

れる場合よりも多量の Nuclei モード粒子が生成さ

れることが明らかになった． Nuclei モードと

Accumulation モード，それぞれのモードを代表す

る粒子径が存在し，それぞれの代表径の排出粒子

濃度を用いることで，エンジンからの粒子排出状

況を評価できる可能性が高いと考えられる． 

また、排気ガス中のナノ粒子を計測する際に計測

手法それ自体の影響によりナノ粒子を生成してし

まう可能性は、試料ガスよりも高温の希釈空気で

希釈するホットダイリューションのほうが、低温

の空気で希釈するコールドダイリューションより

も少ないことが明らかになった。 

 

粒子状物質の粒子数等に係る測定法の確立のため

の調査 

後藤 雄一 

河合 英直 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 

 排出ガス規制の強化により、自動車から排出さ

れるＰＭ（粒子状物質）の重量排出量は低下傾向

にあるが、排出ガス対策が高度になるに従い粒径

分布が微小化するため、微粒子の数濃度に対する

関心が高まっている。欧州では、健康影響に対す

る懸念から、その排出規制を念頭に微小粒子の計

測法の検討が行われている。 

 しかしながら、微小粒子の排出は、エンジンの

種類、運転条件、希釈条件等、複雑な要因の影響

をうけるため、自動車からの排出実態や大気中に

おける挙動に関する十分な知見が得られていない。 

 そこで、本調査では、自動車から排出される微

小粒子の粒径等に係る測定法を確立するために、

各種粒子計測装置を利用して測定法の相違による

粒径分布への影響を把握するため調査を行う。ま

た、測定条件の違いによる微小粒子の実態を把握

するために、道路沿道において、粒子状物質の粒

径分布の観測を行う。 

 さらに、本調査の成果は、調査チーム長が委員

長である自動車技術会の PM 計測・評価部門委員会

において他の研究機関の成果とまとめられて、国

際連合の GRPE/PMP 活動に対する日本の貢献として

発表が行われるとともに、将来の国内の PM 規制に

ついての重要な技術的資料として利用される。 

２．試験研究概要 

○自動車から排出される微小粒子の計測法に関す

る調査 

各種の粒子計測装置を利用して、粒子計測原理、

サンプリング法、希釈法の違いによる粒径分布へ

の影響を調べ、各種要因を解析する。  

a.粒子計測装置（ＳＭＰＳ、ＥＬＰＩ、ＤＣによ

る計測） 



サンプリング法による影響（サーモデニューダ、

プローブ長等） 

希釈法（Nanomet、Full tunnel、Micro tunnel） 

３．成果概要 

Nuclei モード粒子はエンジン排気弁から排出さ

れた後の粒子の冷却履歴によりその生成が大きく

影響され，エンジン排気弁から放出された排気ガ

スが急激に素早く冷却される方が，比較的高温

（200℃以上）で時間をかけて緩やかに冷却される

場合よりも多量の Nuclei モード粒子が生成される

ことが明らかになった．さらに，Nuclei モードと

Accumulation モード，それぞれのモードを代表す

る粒子径が存在し，それぞれの代表径の排出粒子

濃度を用いることで，エンジンからの粒子排出状

況を評価できる可能性が高いと考えられる．また，

排気ガス中のナノ粒子を計測する際に計測手法そ

れ自体の影響によりナノ粒子を生成してしまう可

能性は，試料ガスよりも高温の希釈空気で希釈す

るホットダイリューションのほうが，低温の空気

で希釈するコールドダイリューションよりも少な

いことが明らかになった． 

重量法，SMPS，および LII を用いたディーゼル

排気ガス中の粒子状物質微粒子の同時計測を行な

った結果，次の結論が得られた．EGR 30 %におけ

る ISOF は，すべての負荷域において EGR 0 %より

も多くなっている．一方 HCCI では，ISOF は極めて

低いものの，SOF の排出割合が高い．EGR 30 %の

SMPS による粒径分布では，70 nm 付近の大粒径側

に一つのピークが存在するが，EGR 0 %では SOF と

思われる 10 nm 付近の小粒径の粒子が多数存在す

る．それに対して LII では，すす粒子のみを対象

としているため，その粒径分布では，EGR 0 %の場

合でも小粒径側のピークは持たない．また，その

ピークは，SMPS における大粒径側よりも小粒径側

にシフトする．HCCI における粒径分布も二つのピ

ークを持つが，それらのピーク値は極めて低い．

EGR により，SMPS では平均粒径が増加するが，LII

では逆に減少する．EGR 0 %の場合では，負荷に対

する変化が各計測法の間で一様でないが，EGR 30 %

では，計測法の違いで体積分率の絶対値の大きな

変化がなく，負荷に対しても同じ傾向を示す． 

今後の新型車に多く使用されると思われる連続

再生式 DPF におけるナノ粒子の排出挙動を高い時

間分解能で粒径分布を測定することにより，以下

のことが明らかとなった． 

排 気 ガ ス 中 粒 子 の Nuclei モ ー ド 粒 子 と

Accumulation モード粒子の生成・消滅挙動が高時

間分解能で粒径分布を計測できる装置を使用して

計測し，実時間で連続的な粒径分布の挙動が明ら

かとなった．DPF 中の酸化触媒により排気ガス温度

が 200℃以上の温度であれば，Nuclei モード粒子

の低減が図れるが，200℃以下ではほとんど低減が

認められないことが分かった．過渡運転条件では，

減速条件でナノ粒子の排出が DPF 入口側で認めら

れ，潤滑油起源の排出機構を考えれば説明出来る

可能性がある．DPF により１/100 以下に粒子数濃

度が低減されて，特に Accumulation モード粒子に

ついて顕著である．しかしながら，1/100 以下に低

減するものの大気のバックグラウンドレベルであ

る 104 レベルより高い粒子濃度でナノ粒子が排出

されている． 

 

平成１５年度新燃料使用時の排出ガス等実態等調

査 

野田 明 

佐藤 辰二、阪本 高志 

堀  重雄、河合 英直 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 
１．目  的 

 大都市部での環境汚染の改善と、自動車から出

る二酸化炭素の排出量削減を目指して、カーボン

ニュートラルとされるバイオ系燃料のような新燃

料を既存車に導入して運転した場合の具体的な排

出ガス影響については明らかにされていない。特

に環境汚染の問題でディーゼル車の対策が重要視

されている現状から、バイオディーゼル燃料を既

存の小型ディーゼル貨物車で使用した場合の自動

車排出ガスに及ぼす影響等について定量的かつ体

系的に把握する。 
２．試験研究概要 
ＥＵ規格品１種類バイオディーゼル燃料（ＢＤ

Ｆ）を２トン積みディーゼルトラックに供給して

シャシダイナモメータ排出ガス試験を行った。Ｂ

ＤＦの軽油との混合率は０％、５％、２０％、５

０％及び１００％に設定し、混合する軽油は、硫

黄分１０ｐｐｍ以下の特注品を使用した。試験は

２トン積みのコモンレール式ディーゼル貨物車を

用い、標準搭載の弱酸化触媒とダミー触媒、強酸

化触媒の３種を付け替えて行った。 



  試験モードは JE05 モードのホット、コールド条

件と渋滞モード及び負荷と回転数の組み合わせを

変えた定常条件とした。排出ガスは規制３成分、

ＣＯ2、及び 1,3 ブタジエン、トルエン、ベンゼン

等のＶＯＣ類、ホルムアルデヒド、アセトアルデ

ヒド、アクロレイン、ベンズアルデヒド等のアル

デヒド類を測定した。さらにＰＭ中の SOOT と

SOF の割合も調べた。 
３．成果概要 

強酸化触媒を装着して運転した場合は、弱酸化

触媒やダミー触媒に比べて、ＣＯとＨＣは大幅に

減少した。一方、ＮＯｘに関しては、触媒ありの

場合にＢＤＦ混合率の上昇とともに増加する傾向

が見られるが、ダミー触媒ではＢＤＦ２０％で多

かった以外は明瞭な傾向は見られなかった。ＰＭ

については、強酸化触媒と弱酸化触媒いずれもＣ

ＯやＨＣの時ほどの違いはなかった。ＢＤＦ１０

０％の時には、強酸化触媒で軽油の半分近くまで

ＰＭ排出量が低減したが、それはＩＳＯＦが浄化

されたことによるものであった。ＶＯＣやアルデ

ヒド類の排出低減には、強酸化触媒がきわめて効

果的であった。 
  加速性能は、ＢＤＦ１００％のときにやや低下

する傾向がみられた。 

 

バイオディーゼルに関する排出ガス試験 

野田 明 

佐藤 辰二、阪本 高志 

堀  重雄、河合 英直 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１６年３月 
１．目  的 

各種の排気対策技術が組み込まれた既存ディー

ゼル車にバイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）と軽油

（Ｓ含有率 10 ppm）を混合して使用した場合の排

出ガスへの影響を実験的に調査する。 
 さらに BDF 使用時の排気特性が、軽油と異なる

傾向となった場合の原因を探る。 

２．試験研究概要 

ＥＵ規格品１種類バイオディーゼル燃料（ＢＤ

Ｆ）を２トン積みディーゼルトラック２台（長期

規制対策車及び低排出ガス認定取得車）に供給し

てシャシダイナモメータ排出ガス試験を行った。

なお、長期規制対策車には、後付ＤＰＦを装着し

た状態でも試験を行った。ＢＤＦの軽油との混合

率は０％、５％、２０％、５０％及び１００％に

設定し、混合する軽油は、硫黄分１０ｐｐｍ以下

の特注品を使用した。 
  試験モードは JE05 モードのホット、コールド条

件と渋滞モード及び負荷と回転数の組み合わせを

変えた定常条件とした。排出ガスは規制３成分、

ＣＯ2、及び 1,3 ブタジエン、トルエン、ベンゼン

等のＶＯＣ類、ホルムアルデヒド、アセトアルデ

ヒド、アクロレイン、ベンズアルデヒド等のアル

デヒド類を測定した。さらにＰＭ中の SOOT と

SOF の割合も調べた。またＢＤＦ使用時の燃焼特

性への影響を燃焼解析により調べた。その他にバ

イオ燃料使用時の実用動力性能を評価する観点か

ら、車の全開加速性能への影響なども調べた。 

３．成果概要 

酸化触媒ベースのＤＰＦ装置を装備した低排出

ガス認定車に関しては、ＢＤＦの増加とともにＣ

Ｏがやや増加する傾向が見られたが、レベル的に

は十分低かった。ＰＭも軽油１００％時より低減

する傾向が見られたが、渋滞路走行モードではＰ

Ｍに変わりが無かったことからこのＤＰＦが温度

条件に影響されやすいことが推測された。一方、

ＶＯＣやアルデヒド類の排出低減にも、ＤＰＲは

きわめて効果的であった。 
  加速性能は、ＢＤＦ１００％のときにやや低下

する傾向がみられた。燃焼圧解析の結果からは、

ＢＤＦ燃料と軽油燃料の違いが多少見られたが、

ＮＯｘ生成における燃焼特性の影響を説明できる

ほどの資料は得られなかった。 

 

尿素ＳＣＲシステム技術基準策定に関する調査 

石井 素 

鈴木 央一、後藤 雄一 

研 究 開 始 時 期  平成１５年１１月 
研究終了予定時期    平成１６年 ３ 月 
１．目  的 

  平成 17年度から自動車の排出ガスについては新

長期規制が開始されることとなるが、窒素酸化物

（NOx）の低減技術の１つとして、尿素ＳＣＲシ

ステムの開発がメーカーよりプレス発表されてい

る。尿素 SCR システムは、NOx の低減には有効で

あるものの、高濃度の場合に人体に有害なアンモ

ニア（NH3）が排出される可能性があること（ア

ンモニアスリップ）、尿素水欠乏時の給水に関する

対策など、システム搭載車の安全面および環境面

において技術的に現在の知見により容易に懸念さ

れる課題を有する。 



 このため、尿素 SCR システムに関する安全上、

環境上の技術基準策定するための学識経験者等か

ら構成される尿素 SCR システム技術検討会（以下

「検討会」という。）を開催し基準に要求される項

目等に関して検討する。 

２．調査概要 

 交通安全環境研究所が主催する検討会を３回程

度開催し、以下の項目について検討する。 
(1) 尿素 SCR システムの概要 
(2) 尿素 SCR システムの技術基準に定めるべき事

項 
(3) アンモニアスリップについてアンモニア等の

計測方法およびレベル 
(4) 尿素が欠乏したときの対応についての検討 
(5) その他 
必要に応じてメーカーヒアリングを行う。 

３．成果概要 

○尿素 SCRシステムに関する技術基準策定に必要

とされる要因の検討 

 本調査においては、３回の検討会と、国内４社、

国外２社の自動車メーカーヒアリング、定置式シ

ステムのメーカーヒアリング、欧州および米国の

規制当局担当者からの情報収集を行った。さらに、

交通安全環境研究所においてアンモニア排出に関

する確認試験の際に、４種類の測定法方法による

同時計測を行い各計測手法の評価を行った。これ

らより得られた知見に基づき、尿素ＳＣＲシステ

ム搭載車が市場に投入された場合に予想される問

題点等、尿素水の性状規格等についての項目につ

いて検討した。 
 尿素ＳＣＲシステムに関する検討事項について

は、 
・尿素水の規格については、欧州においてＤＩＮ

規格がＩＳＯ化される動きもあるため、これを導

入する方向でコンセンサスの得られていると考え

られる。 
・アンモニアスリップに関しては、後段触媒設置

などの措置をとることで、問題ないレベルにする

ことができる。また、計測方法についてはアンモ

ニア排出をどのように規制するかにより選択する

必要がある。 
 等の有用な知見が得られた項目もあるが、以下

の点については方向性が定まったとは言い難い。 
・尿素欠乏時の対応について、車両制御を行う場

合にどのような制御を行うかは安全性も考慮しな

ければならず、なお決定には時間が必要。 

・米国のＥＰＡ等が懸念しているように、尿素Ｓ

ＣＲシステム搭載車は、常にユーザーに、適切な

性状の尿素水を確実に使用してもらうことが必要

なのでその方策については議論するべき点が多い。 
・上記と関連して、供給体制についても、ユーザ

ーが尿素の充填をしなければならない際に容易に

入手できるように整備する必要がある。 
 以上のような点を勘案し本年度においては技術

指針の骨子案を策定した。来年度においても、当

該車両が市場に投入された際の懸念を取り除くた

めの検討を重ねる。 
 

不正燃料に係る排出ガス耐久性実証調査 

後藤 雄一 

山本 敏朗、川野 大輔 

研 究 開 始 時 期  平成１６年３月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 

軽油に重油を混合した燃料（不正軽油）につい

ては、発ガン性が指摘されている粒子状物質（Ｐ

Ｍ）を増大させるなど、健康に悪影響を与える事

例が数多く報告されている。 

 しかしながら、不正軽油の使用による即時的な

影響についての知見は数多く得られているもの

の、長期的な影響、すなわち、長期耐久性（排出

ガス低減機能の耐久性）に与える影響については

知見が不足している状況である。 

 そのため、不正軽油を使用し続けた場合の排出

ガス影響・排出ガス低減装置に与える影響等につ

いて、燃料の品質項目との関係を明確にしつつ、

より定量的に把握することを目的とする。 

２．試験研究概要 

 ４台のディーゼル貨物自動車及び試験用エンジ

ンを使用し、下記(2)のり耐久試験を行い、燃料中

の硫黄分が排出ガスの低減性能に与える影響を調

査する。 

①走行方法 

 ４台の同一貨物自動車を用いて、市街地、高速

道路等において 30,000ｋｍ程度の実走行を行い、

排出ガス性能及び排出ガス低減機構の物理的劣化

について調査を行う。 

②試験用燃料 

試験用燃料中に含まれる硫黄分の濃度は上記４

台に対応して、①50ppm、②200ppm、③350ppm、④

500ppm の４パターンとする。 



③排出ガス試験等 

 エンジンベンチにおける排出ガス試験は、それ

ぞれの車両につき試験前(0km)、2,000km 走行後、

5,000km 走行後、10,000km 走行後、15,000km 走行

後、20,000km 走行後、30,000km 走行後にＣＯ、Ｈ

Ｃ、ＮＯｘ、ＰＭ及び黒煙の測定を行うこととす

る。また、ＤＰＦの排圧については、実走行時に

おいて常時行うこととする。さらに、  

30,000km 走行後に触媒等の物性的な劣化状況につ

いても調査を行うこととする。 

３．成果概要 

耐久試験に必要な以下の車両等の調達を行い、

耐久試験に必要な所要の改造・調整等を行った。 

(1) 貨物自動車 ４台 

新長期排出ガス規制又はそれと同等の排出ガス

低減機構及び性能（酸化触媒及び連続再生式ＤＰ

Ｆ）を有するものであり、４台は同一の車種とし

た。 

(2) 貨物用ディーゼルエンジン １機 

新長期排出ガス規制又はそれと同等の排出ガス

低減機構及び性能（酸化触媒及び連続再生式ＤＰ

Ｆ）を有するものであり、かつ、(1)の車両と同一

とした。 

(3) 試験用燃料  

 硫黄分濃度を①50ppm、②200ppm、③350ppm、④

500ppm と変化させた燃料を用意した。 

 

 



２. 自動車安全研究領域               (領域長 谷口 哲夫) 

 
2.1 概 況 

 

2.1.1 試験･研究計画とそのねらい 

 

 <試験･研究項目> 

  自動車安全部において、平成 15 年度に計画した

試験・研究項目は、次のとおりである｡ 

 (1) 自動車の情報提供装置の高度化技術に関する

研究 

 (2) CRS の実使用時の乗員保護性能に関する研究 

 (3) 正面衝突時の車両相互の特性が乗員障害に及 

    ぼす影響に関する研究 

 (4) 車椅子輸送車両の衝突時における乗員保護に

関する調査 

 (5)  歩行者保護試験法に関する研究 

 (6) ドライバの運転特性と車両の運動特性にする

研究 

 (7) 自動車用灯火類の高度化に関する研究 

 (8) 新技術を適用した自動車用電子機器の安全確

保に関する研究 

 (9) 電磁界測定法に関する研究 

(10) ドライバの心理に基づく車々間信号の提示方 

   法 

(11) EMC 試験法の高度化に関する研究 
(12) 貨物自動車の横転に関する研究 

(13) 自動車の側面衝突時の乗員保護性能に関する

研究 

(14) 自動車の歩行者保護性能に係る基準策定のた

めの調査 

(15) 燃料電池自動車の実用化に関する研究 

  以上 15 項目の研究費別の内訳をみると、(1)は

運営費交付金の特別研究費による特別研究、(2)か

ら(11)は運営費交付金の経常研究費による経常研

究、（12）から（15）は国土交通省自動車交通局か

らの自動車検査登録特別会計による受託研究であ

る。 
 

<試験･研究のねらい> 

  上に述べた各研究項目のねらいは、次のとおり

である。 

 (1) 自動車を運転する際に、車両より運転者に対

して各種の情報伝達が行われるが、適切な伝

達方法でない場合にはかえって運転の妨げと

なりヒューマンエラーを引き起こすことにも

なりかねない。このため、運転者にとって違

和感のない情報提供装置について検討を行う

ものである。 

 (2) スレッド試験等により、CRS（チャイルドレ

ストレイントシステム）の性能を把握すると

ともに、取り付け方の差異による保護性能へ

の影響を明らかにし、CRS の乗員保護性能向上

のために必要な資料を得るものである。 

 (3) 車対車の衝突では、衝突した 2台の乗員の安

全性をともに確保する必要がある。そこで、

車のサイズ、質量、剛性等の車両特性の異な

る車両同士が衝突した時の乗員傷害について

事故分析、衝突実験及び数値シミュレーショ

ンにより明らかにしようとするものである｡ 

 (4) 現在使用されている車椅子輸送車両では、身

体障害者の乗員はシートベルトを装着しない

状態で走行している。このような状態で衝突

事故等を起こした場合、車椅子から放出され

傷害を負う等のおそれがある。このため、車

椅子輸送車両の乗員保護装置、車椅子の固定

方法等の実態について調査を行うものである。 

 (5) 車が歩行者と衝突した時の歩行者被害を軽減

するための車両側の対策及び試験法について

検討を行うものである｡ 

 (6) 自動車の実走行状態における車両の挙動を解

析するために、ドライバの行動特性、動作特

性、ドライバと車両のヒューマン・インター

フェース等について検討を行うものである。 

 (7) 自動車用灯火類の性能の高度化に関する検討

を行い、夜間運転時における前方視認性等の

向上及び運転者の負担軽減に資するとともに、

高度化した前照灯の整備検査装置の性能向上

について検討を行うものである。 

 (8) 車間距離警報装置等の新技術を使用した電子

装置が自動車に使われてきているが、使用実

績が少なく、故障、誤作動等安全性に関する

市場ベースでのデータの蓄積はまだ行われて

いない。このため、電磁波等による誤作動が

原因となる事故等を未然に防止することを目

的として、自動車用電子機器の安全性に関す

る評価を実施するものである。 

 (9) 自動車内部で発生した電磁波の車外への放射



メカニズムや車外の電磁波が自動車用電子機

器に影響を及ぼすメカニズムを明らかにする

ためには、車体表面の電流分布を知ることが

極めて重要である。このため、表面電流測定

に必要な導体表面近傍の電磁界測定法の要件、

表面電流検出器の性能向上について検討を行

うものである。 

(10) ドライバにとって受容性の高い車々間信号の 

  提示法を明らかにするために、ドライバの認 

  知特性をモデル化し、ドライバに受容性の高 

  い車々間信号について明らかにする。 

(11) EMC 試験法において、床面の材質に関しては

規定されていない。このため、床面の材質の

違いによる測定結果への影響の程度について

調査するとともに適切な測定条件について研

究を行う。また、車両の有無による電界強度

分布への影響について調査を行う。 
(12) 貨物自動車は、重心位置が高いため旋回時や

制動時に不安定になりやすく、わが国におい

ても大型貨物自動車が横転するという事故が

引き続き発生しており、基準等の見直しが検

討されている。このため、車両の横転メカニ

ズムを解明するための各種の走行実験を実施

し、貨物自動車の横転現象に関する資料を得

ようとするものである。 

(13) 近年普及している車高の高い自動車が車高の

低い一般乗用車の側面に衝突した場合、乗用

車側の被害が大きくなる傾向にある。このた

め、側面衝突事故データの分析及び側面衝突

実験を行い、車高の高い自動車（例えば SUV

等）が一般乗用車に側面衝突した時の乗員保

護性能を評価するための試験方法及び人体忠

実度が高い側面衝突用ダミーの基準適合性の

評価方法について検討を行うものである。 

(14) 歩行者対自動車の衝突事故において、歩行者 

  保護を図るため車体そのものを衝撃緩和構造 

  とする基準の策定に当たり、必要な調査を行 

  うものである。 

(15) 次世代低公害車の主力の一つと考えられてい 
  る水素燃料電池自動車は、従来の自動車とは 
  全く異なる動力システムを有していることか 
  ら、その安全性、環境性能等の技術評価基準 
  が確立されておらず、開発・普及の障害とな 
  っている。本研究で、燃料電池自動車の安全 
  性、環境性に関わる技術的問題点を明らかに 
  して、技術基準等を確立するための資料を得 
  ることを目的とするものである。 

2.1.2 試験・研究の実施状況と成果 

 
  それぞれの研究項目毎の実施状況と成果は、次

のとおりである。 

 (1) 運転者が安全上問題のないように表示装置

を見る場合の視認行為について実験及び解析

を行い、視線移動時間、情報獲得量等につい

ての資料を得た。また、車載情報機器からの

聴覚情報について、情報獲得に関する評価実

験のための暗騒音の設定に関して、車種別の

実験を行い、資料を得た。 

 (2) 自動車試験場のスレッド試験装置を使用して、

CRS について実験を行い、頭部移動量、胸部加

速度等に関する解析を行った。また、実験で

使用したインパクトシールド型の試験モデル

についてシミュレーション解析を行い、スラ

ックによる影響に関する検討を行った。 

 (3) 車対車の衝突事故について、交通事故分析セ

ンターの「交通事故例調査・分析報告書(平成

14 年度報告書)によって調査を行った。   

前面衝突事故に関する分析中のコンパティビ

リティの影響等について資料を得た。また、

同じく車対車の衝突試験法に関して、荷重の

縦横方向の分布、ロードセルの高さの違いに

よる影響等について検討を行った。 

 (4) 車椅子輸送時を想定して、定常円旋回、車線

変更、急ブレーキ試験を行い、乗員に傷害を

あたえる可能性について検討した。 

 (5) 事故データから、歩行者の受傷部位は死亡者

では頭部が、負傷者全体では下肢部が多いこ

とが分かった。この結果、頭部の法規作成を

最優先に実施する必要があることが分かった。

また、頭部については、ウインドシールド、

フード中央等剛性の低い部位への衝突では、

歩行者の受ける傷害値は低いが、フードエッ

ジ、Ａピラー、ウインドシールドエッジ等剛

性の高い部位の設計上の改善が必要であるこ

とが分かった。また、ボンネット型車と 1Box
車について歩行者衝突のシミュレーションか

ら、車両の種類により歩行者の挙動を考慮し

た改善が必要であることが分かった。 

 (6) 運転者の手からステアリング系へ伝えられる

操舵力・保舵力、ブレーキング時のペダル踏

力、操作タイミング等について実験及び測定

を行い、操舵動作及びブレーキ動作について

解析･検討を行った。高速道路及びテストコー

スにおいて追従実験を行い、被験者の運転動



作を調べ、そのときの被験者の運転動作特性

を解析した。その結果、追従走行時に、被験

者は多目標制御を行い、追従という目標のほ

か、安全性や乗り心地などをも考慮して、各

被験者とも似たようなパターンで運転動作に

おける意志決定を行うことがわかった。 

 (7) AFSの照射方向ずれによる性能低下に関して、

ハロゲン前照灯と HID 前照灯について、対向車

のドライバに与える不快グレアの状況等に関

するシミュレーション解析を行い資料を得た。 

 (8) 新技術を使用した自動車用電子機器が搭載さ

れている自動車について調査を行い、資料を得

た。また、自動車の電磁波に対する耐性を評価

するにあたって電磁波を照射する際の電磁波

の照射状況を把握するため、超小型の光電界セ

ンサを使用して自動車近傍の電界分布を測定

した。 

 (9) 表面電流発生装置により発生させた表面電流

を表面電流検出器により測定した。その結果、

周波数範囲により長さに比例した感度を持つ

領域と長さに関係なくほぼ同じ感度を持つ領

域が見られること、表面電流発生装置の上面の

端部を除く部分ではほぼ均一な表面電流を検

出できることが分かった。また、光電界センサ

を用いて表面電流発生装置上面の電界の測定

を行った結果、表面電流の分布は、同装置上面

の電界分布とほぼ同様の傾向を示すことが分

かった。 

(10) 補助ブレーキの作動に伴うストップランプの

自動点灯条件について複数のメーカに対して

調査を行った。また、ACC についても、減速制

御の方法とその時の減速度および制動灯点灯

の有無について調査を行い、資料を得た。 

(11) 電界センサを使用して車両周辺における電界

分布の測定を行うとともに、光電界センサの指

向性についての測定を行った。 

(12) 大型タンクローリー車の横転現象に関して、

充液率を変化させた場合の液体スロッシング

現象が操舵運動特性に与える影響について、シ

ミュレーション解析を実施し、資料を得た。ま

た、アウトリガーを装着した大型タンクローリ

ーを使用し、各種走行実験を行い、充液率が運

動限界特性に与える影響等を検討した。 

(13) 複数の MDB を使用して小型乗用車との側面

衝突試験を行い、側面衝突試験法に関するデー

タを得た。また、新方式の人体忠実度の高いダ

ミーを用いて、側面衝突試験を行い、これらに

ついてのデータを得た。これらに加えて、事故

データによる側面衝突の統計分析を行い、資料

を得た。 

(14) 事故統計データをもとに、国内歩行者脚部保

護技術基準の効果予測として、脚部保護基準の

内容を仮定して重傷者の低減数等を推定した。

また、脚部及び腰部・大腿部試験法について、

セダンタイプの車両を用いて、ドライバの挙動

の再現性と、計測データの再現性について確認

を行った。 
(15) 燃料電池自動車の実用化のために検討が必

要な技術課題全体を(1)水素・衝突安全、(2)高

電圧安全(3)環境保全の 3 分野に分類して調査

研究を行った。各分野において、これまで行わ

れた実験等について調査を行うとともに、実証

実験の実施が必要な項目を検討した。これに基

づいて、水素ガス着火・燃焼試験、衝突時水素

漏れ測定実験、パージ水素濃度試験等の実証試

験を実施して必要な資料を得た。本年度得られ

た資料等を基に、16 年度に保安基準、技術基準

等のあり方について検討を行う。 
 

2.1.3 試験･研究成果の主な発表状況 

 

  研究によって得られた成果は、所内及び所外の

学会等において発表を行った。 

発表した主な論文の数は、次のとおりである。 

・交通安全公害研究所研究報告    1 編 

・交通安全公害研究所研究発表会   11 編 

  ・自動車技術会論文集        1 編 

   ・自動車技術会学術講演会      5 編 

  ・計測自動制御学会         1 編 

  ・視覚学会             1 編 

  ・電気学会全国大会         1 編 

 

2.1.4 試験･研究設備、施設の整備状況 

 

  平成 15 年度に整備した主な試験・研究設備及び

施設は、次のとおりである。 

   ・非接触速度計測システム 

  ・タイヤ 6 分力計測システム 

  ・動作解析用高速画像収録装置 

  ・高精度水素漏れ検知装置 

  ・低周波磁界測定装置 

  ・高周波回路測定装置 

 



2.2 研究課題別実施状況 

2.2.1 事故防止策の究明    
 
自動車の情報提供装置の高度化技術に関する研究 

森田 和元 
益子 仁一、岡田 竹雄 
関根 道昭、坂本 一朗 

研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 自動車を運転する際に、車両側より運転者に対

して各種の情報伝達が行われることとなるが、適

切な情報伝達方法でない場合にはかえって運転の

妨げとなりヒューマンエラーを引き起こすことに

もなりかねない。従って、運転者にとって違和感

のない情報提供方法について検討する。 
２．試験研究概要 
 運転者に対する情報提供方法として、視覚によ

るものと聴覚によるものとを検討対象とし、視覚

情報処理に関しては走行時に反復して表示情報を

読みとる場合の視線移動時間等の視認挙動と情報

獲得量について明らかにするとともに、聴覚情報

処理に関しては車室内暗騒音の実態調査を行うと

ともに室内実験における再現方法について検討す

る。 
３．成果概要 
○視覚による最適な情報提供方法に関する研究

（森田和元） 
 運転者が安全上問題のないように表示装置を見

る場合の視認行為について解析した結果、前方か

ら表示装置を見る場合の視線移動時間の平均は、

表示装置から視線を前方に戻す場合の視線移動時

間の平均よりも短くなった。統計的解析の結果、

瞬目の発生率が視線移動時間の平均に影響してい

るものと推測された。また、走行時に反復して表

示内容を読みとる場合の情報獲得量は、室内実験

における同種の実験における情報獲得量とほぼ同

じであることが推測され、室内実験により代用可

能であることがわかった。情報獲得量について数

秒の範囲で考えると、一度に獲得可能な視覚情報

量として４チャンク程度であることがわかった。

これらのことから、視覚情報呈示方法とその評価

法についての知見を得ることができた。 
○聴覚による最適な情報提供方法に関する研究

（関根道昭） 

 車載の情報機器が聴覚的に情報を提示する場合、

車室内の暗騒音に重畳されることが多い。聴覚情

報獲得に関する評価実験を行う際の暗騒音設定の

ために、今年度は代表的な軽自動車、小型自動車，

普通自動車の３車種に関して新たに車室内音を測

定し、測定値を比較した。測定にはメーカの異な

る２種類の Head and Torso Simulator システム

を用い、これらの相関も検討した。 
 今回の計測では主に次のことが明らかとなった。 
（１）軽自動車は小型自動車や普通自動車と比較

して、騒音レベル、 ラウドネス、シャープネスの

値がいずれも最大である。 
（２）計測システム間の相関は非常に高い。 
（３）車速が 60 km/h 程度までは 1 kHz 以上の

帯域が約 10 dB 上昇する。時速 80 km/h 以上に

なるとエアコン作動音はその他の音により、ほぼ

相殺される。 
（４）窓を開けた場合、500 Hz 以上の臨界帯域の

測定値は、窓を閉めた場合よりも 10dB から 15 dB
程度上大きい、このとき窓側の耳における測定値

は車室内側の耳よりも、ほとんどの帯域において 3 
dB から８dB 程度大きい。 
（５）シャープネスは走行速度の影響をあまり受

けない。ラフネスは計測機器によるばらつきが大

きく、今のところあまり参考にならない。 
 
ドライバの運転特性と車両の運動特性に関する研

究 
谷口 哲夫 

波多野 忠、成   波 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 自動車事故による被害の低減は、我が国におい

て、社会的に大きな課題となっている。これらの

事故の低減や走行時の安全性の向上のためには､

自動車の動的な運動特性を明らかにして検討を行

う必要があるが､実際の車両の走行について検討

を行うためには、車両単体の特性に加えてこれを

制御（運転）する人間（ドライバ）の特性を併せ

て解析する必要がある。 
 本研究は、自動車の運動を人間－車両系の運動

としてとらえて、自動車の動的な運動特性を明確

にするための手法について解析を行うものであり､

実際の走行状態における車両の挙動を解析するた



めに、運転者の行動特性､動作特性､運転者と車両

とのヒューマン・インターフェース等について検

討を行うものである。 
２．試験研究概要 
 車両の運動・挙動を解析するために、運転操作

の中のステアリング操作とブレーキ操作について、

テストコースにおける走行実験、ドライビング･シ

ミュレータによる実験等を行い、運転者の制御動

作に関する資料を得るとともに、安全な運転操作

系のあり方について検討する。また、実際の交通

流中でのドライバの運転特性に関して検討を行う

ため、上記の実験に加えて、実道路における走行

実験を行い、特に運転動機が特定しやすい追従走

行状態等に着目して解析を行う。 
３．成果概要 
○運転者の制御動作と操作系の安全性に関する研

究（谷口哲夫） 
 運転者の手からステアリング系へ伝えられる操

舵力・保舵力、ブレーキング時のペダル踏力、操

作タイミング等について実験及び測定を行い、操

舵動作及びブレーキ動作について解析･検討を行

った。特に、一般ドライバのハンドル支持動作に

ついて操舵仕事率で比較検討した。また、並進装

置付ドライビング・シミュレータに使用予定のプ

ロジェクタの外乱振動特性を把握するために加振

試験を実施し検討を行った。 
○追従走行時のドライバの運転特性に関する研究

（成 波） 
 高速道路及びテストコースにおいて追従実験を

行い、被験者の運転動作を調べ、そのときの被験

者の運転動作特性を解析した。その結果、追従走

行時に、被験者は多目標制御を行い、追従という

目標のほか、安全性や乗り心地などをも考慮して、

各被験者とも似たようなパターンで運転動作にお

ける意志決定を行うことがわかった。また、その

とき被験者は主に相対速度、車間距離、自車速度

と自車加速度などの情報に基づいて動作を決め、

その内車間距離よりも相対速度を重視することが

わかった。これは、相対速度より車間距離が認知

しにくく、かつ制御しにくいので、被験者が運転

負担軽減などのため車間距離の制御を意図的に緩

めていると推測される。 
 
 
 

自動車用灯火類の高度化に関する研究 
益子 仁一 

森田 和元、岡田 竹雄 
関根 道昭 

研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 自動車用灯火類の性能、機能の高度化に関する

検討を行い、夜間運転時の前方視認性の向上や対

向車のドライバへの眩惑防止を図り、安全性の向

上および運転者の負担軽減に資するとともに、高

度化した前照灯の整備検査用装置の測定精度や操

作性の向上について調査研究を行う。 
２．試験研究概要 
 ＡＦＳ前照灯等の上下方向の照射角度がずれた

場合における前方の照明状況の変化および対向車

に与えるグレアの変化について、数値解析を主体

とした検討を行う。 

３．成果概要 
○ＡＦＳの照射方向ずれによる性能低下防止に関

する研究（益子仁一） 
 ハロゲン前照灯とＨＩＤ前照灯について、照射

方向が上向きにずれた場合の前方照射範囲と対向

車のドライバに与える不快グレアの状況に関する

シミュレーション解析を行い、以下のことを明ら

かにした。 
 前方の照射範囲は、照射方向が上方に１度ずれ

た場合の方が、正しい照射方向の場合よりも広く

なった。 

 直線路走行時の解析結果から、ＨＩＤの場合対

向車のドライバに強いグレアを与えることとなる

ためレベリング装置の装備が必要であると考えら

れる。また、ハロゲンの場合にも上方向の照射角

度に余裕がないことがわかった。 

 右カーブ路を走行する際の解析結果から、ＨＩ

Ｄの場合にはＡＦＳの有無にかかわらず過大なグ

レアを与えることとなるため、レベリング装置の

装備が必要であると考えられる。ハロゲンのＡＦ

Ｓ車の場合についても同装置が必要になる場合が

あると考えられる。 
 
 
 
 
 



新技術を適用した自動車用電子機器の安全確保に

関する研究  
伊藤 紳一郎 

松村 英樹、長谷川 智紀 
研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 車間距離警報装置及びカーナビゲーション装置をは

じめ最近のハイテクを駆使した電子装置が自動車に適

用されるようになってきている。これらの新規に採用され

た自動車用電子機器は市場に投入されたばかりであり

使用された実績が少ないため、故障､誤作動等安全性

に関する市場ベースでのデータの蓄積はまだ行われて

いない。このため、電磁波等による誤作動等が原因とな

る事故等を未然に防止するため､これら新技術を使用し

た自動車用電子機器の安全性についての評価を実施

する。 
２．試験研究概要 
 新技術を使用した自動車用電子機器の資料を収

集し､その制御方式等の調査を実施するとともに、

新技術を使用した自動車用電子機器の電磁波に対

する安全性等の確保に関する評価について検討を

行う。 

３．経  過 
○新技術を使用した自動車用電子機器の調査（伊

藤 紳一郎） 

 新技術を使用した自動車用電子機器が搭載され

ている自動車を選定し、整備マニュアル等の技術

資料を入手し、具体的な制御方式等の調査を実施

することにより、今後の検討に必要な基礎資料を

得た。 

○新技術を使用した自動車用電子機器の評価に関

する研究（伊藤 紳一郎） 

 自動車の電磁波に対する耐性を評価するにあた

って電磁波を照射する際の電磁波の照射状況を把

握するために、超小型の光電界センサにより自動

車近傍の電界分布測定を行い、従来型電界センサ

による測定結果との比較を行った。 

 
電磁界測定法に関する研究 

松村 英樹 
伊藤 紳一郎、長谷川 智紀 

研 究 開 始 時 期  平成１０年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 

 自動車内部で発生した電磁波の車外への放射メ

カニズムあるいは、車外の電磁波が自動車用電子

機器に影響を及ぼすメカニズムを理解する上で車

体表面の電流分布を知ることは極めて重要である。 
 このため、本研究では表面電流測定に必要な導

体表面近傍の電磁界測定法の要件について検討を

行う。また、数値計算により導体表面近傍の電磁

界解析を行い導体表面に流れる表面電流と導体表

面近傍の電磁界の関係についての検討を実地する。 
２．試験研究概要 
 本研究では、表面電流を測定するときの基準と

なる導体表面を均一に流れる表面電流が必要とな

る。そのため、マイクロストリップ線路構造の表

面電流発生装置を試作した。 
 表面電流発生装置の表面電流の測定については、

表面電流の電磁誘導より発生した誘導電流を検出

する表面近傍電流検出器（シールド伝送路型検出

器）を試作して、表面電流を測定した。また、ポ

ッケルス効果を利用した光電界センサを用いて、

表面電流発生装置近傍の電界の測定を行うと共に、

電磁界シミュレーションの一手法である有限差分

時間領域法により導体表面近傍の電磁界解析を行

うことで表面電流と導体近傍の電界との関連性に

ついて検討を行った。 
３．成果概要 
○導体表面近傍の電磁界測定法に関する研究（伊

藤紳一郎） 
 表面電流発生装置では、形状、寸法並びに入出

力インピーダンス等を適切に設計することにより、

導体表面において均一な表面電流を発生させるこ

とができた。 
 次に表面電流発生装置により発生させた表面電

流を試作した表面近傍電流検出器により測定した。

その結果、表面電流発生装置の上面の端部を除く

部分でほぼ均一な表面電流の分布を検出すること

ができた。 
 また、光電界センサを用いて表面電流発生装置

上面の電界の測定を行った。その結果、上面にお

ける電界分布は端部を除く部分でほぼ均一となる

ことが分かり、表面電流の分布は、表面電流発生

装置上面の電界分布とほぼ同様の傾向を示すこと

が分かった。 
○表面近傍電流検出器の特性向上に関する研究

（伊藤紳一郎） 
 数種類の表面近傍電流検出器を試作し、その特



性について検討を行った。その結果、シールド伝

送路型検出器においては、50MHz から 300MHz
の周波数範囲において、ほぼ１の VSWR 特性とほ

ぼ 50Ωのインピーダンス特性が得られた。また、

測定する周波数により、伝送線路の長さに比例し

た感度を待つ周波数範囲と長さに関係なくほぼ同

じ感度を持つ周波数範囲が存在することが分かり、

必要な感度及び測定周波数に応じて伝送線路の長

さを選択する必要があることが分かった。 
○導体表面近傍の電磁界解析に関する研究（松村

英樹） 
 電磁界シミュレーションの一手法である有限差

分時間領域法により表面電流発生装置を対象に電

磁界解析を行った。また、本計算手法による結果

と光電界センサによる表面電流発生装置近傍の電

界の測定結果との比較を行い、計算結果の妥当性

について検討を行った。その結果、特性の周波数

範囲において、計算結果と測定結果はほぼ一致し、

その周波数範囲における計算結果の妥当性を証明

できた。以上のことから、有限差分時間領域法の

有効性が確認できた。 
 
ドライバの心理に基づく車々間信号の提示方法 

関根 道昭 
森田 和元 益子 仁一 
岡田 竹雄 成   波 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 ドライバの運転意図を他の車両に対して適切に

伝達することは、交通流を円滑にし安全運転を確

保する観点から必要なことである。不適切な信号

提示は危険を伴うだけでなく、周辺のドライバへ

不快な印象を与える恐れがある。ドライバにとっ

て受容性の高い車々間信号の提示法を明らかにす

るために、ドライバの認知特性をモデル化し、安

全性を確保しつつドライバに受容性の高い車々間

信号について明らかにする。 
２．試験研究概要 
 過去にドライバ間のトラブルの一因となった補

助ブレーキの作動に伴うストップランプの自動点

灯条件について現状調査を行った。日本自動車工

業会のブレーキ分科会に調査協力を仰ぎ、一部の

自動車メーカへのインタビューを実施し、その結

果を基に複数のメーカに対してアンケート調査を

行った。現在生産中の車両に多く搭載されている

補助ブレーキの種類と、それらが作動中の減速度

を調べた。また近年新登場したＡＣＣについても、

減速制御の方法とその時の減速度および制動灯点

灯の有無を調査した。 
３．成果概要 
○車々間信号を受容するドライバの認知特性に関

する研究（関根道昭） 
 現在、新しく生産される大型車両には排気ブレ

ーキ、各種リターダ、パワータードなどの補助ブ

レーキがオプション搭載されているものの、これ

らの装置が作動しても車両全体として発生する減

速度が小さい場合は制動灯が点灯しないことがわ

かった。一方、大きい減速度が発生する車両の場

合でも、積載量が増えると減速度が小さくなるた

め、現実には保安基準に定めた閾値を下回る減速

度において制動灯が点灯している状況が推測され

た。また、ＡＣＣの場合は作動する制動装置の種

類によって点灯の義務が異なっており、主ブレー

キを用いて制動する車両では減速度の大小に関係

なく、ランプを点灯させていることなども明らか

となった。 
 
ＥＭＣ試験法の高度化に関する研究 

長谷川智紀 
伊藤紳一郎、松村 英樹 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 自動車に関するＥＭＣ試験法において、試験場

所（地面または床面）の材質に関しては規定され

ていない。このため、床面の材質により測定結果

に大きな違いが発生するものと考えられる。そこ

で、床面の材質の違いによる測定結果への影響の

程度について調査するとともに適切な測定条件に

ついて研究する必要がある。また、自動車に電磁

波を照射して耐性を評価する場合、「置換法」とい

う方法を用いて要求電界強度の設定を行っている。

この場合、自動車の有無により電界強度分布が変

化する可能性が大きく、要求される強度の電磁波

が正確には照射されていない可能性が大きい。そ

こで、自動車の有無による照射される電界強度の

分布の違いについて調査するとともに適切な測定

条件について研究する必要がある。 
２．試験研究概要 



 ＥＭＣ試験法の問題点を調査し、その解決策の

検討を実施する。 
３．成果概要 
 測定機器の状況により、年次計画を入れ替えて

実施した。 
○イミュニティ測定法に関する研究（長谷川） 
 Horaday 電界センサおよび超小型光電界センサ

を用い、車両周辺における電界分布の測定を行っ

た。また、光電界センサにおける指向性について

の測定を行った。 
 
貨物自動車の横転に関する研究  

谷口 哲夫 
波多野 忠、松島 和男 

 成   波  
研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
  貨物を輸送する自動車は一般に重心位置が高い

ため旋回時や制動時に不安定になりやすく、我が

国においても大型貨物自動車が横転するという事

故が引き続き多く発生しており、基準等の見直し

が検討されている。本研究は、車両の横転のメカ

ニズムを解析するための各種の走行実験を実施し

て、これにより横転限界に関する検討、耐横転性

能に関する検討等を行うものであり､貨物自動車

の横転現象に関する資料を得るものである｡ 

２．試験研究概要 
大型貨物自動車について、積載状態の違いによ

る円旋回試験、レーンチェンジ試験等の各種の走

行試験を行い、これらの車両のロール特性、限界

横加速度等の横転現象に関するデータを収集し解

析を行う。 

また、各種の横転現象に関するシミュレーショ

ン手法について調査を行うとともに、シミュレー

ションの使用法、結果のバリディティ等について

検討する。 

３．成果概要 
（１）横転及びそのシミュレーション手法に関す

る調査研究 （波多野忠） 

  貨物自動車の操舵による横転現象に関して、充

液率を変化させた場合の液体スロッシング現象が

大型タンクローリーの操舵運動特性に与える影響

について、シミュレーション解析を実施した。そ

の結果、操舵入力周波数の範囲内にタンク内液体

の固有振動数が数次存在し、液面高さにより変化

することがわかった。また、レーンチェンジのシ

ミュレーションを行った結果、一次のモードが支

配的なこともわかった。この結果、操舵入力周波

数と車台のロール軸周り固有振動数とタンク内液

体の固有振動数が一致すると横転する可能性が大

きくなることがわかった。 

（２）実車走行実験による横転現象に関する研究 

（谷口哲夫） 

 アウトリガーを装着した大型タンクローリーを

使用し、充液率を変えて静的横転限界傾斜角試験、

加振試験、定常円旋回試験、レーンチェンジ試験

等を行い、横転に関する車両の運動特性を確認す

るとともに、充液率が運動限界特性に与える影響

等を明らかにした。 

 
燃料電池自動車の実用化に関する研究 

谷口 哲夫 
伊藤紳一郎、成澤 和幸 
松島 和男、成  波 
関根 道昭、石井 素 
千島美智男、水間 毅 

山口 知宏、長谷川智紀 
林田 守正、民田 博子 
小磯 和子、長谷川由雄 

研 究 開 始 時 期  平成１４年１０月 
研究終了予定時期    平成１７年 ３ 月 
１．目  的 
 自動車環境問題の抜本的解決を図るためには、

排出ガスがゼロあるいはゼロに近い次世代の低公

害車の開発を促進しつつ、環境にやさしい自動車

が大量に普及していくことが必要となっている。 
 燃料電池は、水素と酸素を反応させて電力を得

るシステムであり、これをエネルギー源とする燃

料電池自動車は、内燃機関を用いた自動車と比較

して、排出ガスがゼロに近い、騒音が低い、高効

率である等極めて高い環境性能のポテンシャルを

有していることから、次世代低公害車の主力の一

つと考えられており、開発が加速している。 
 しかしながら、従来の自動車とは全く異なる動

力システムを有していることから、その安全性、

環境性能等の技術評価基準が確立されておらず、

開発・普及の障害となっている。 
 本研究では、燃料電池自動車の安全性、環境性

に関わる技術的問題点を明らかにして、技術基準



等を確立するための資料を得ることを目的とする。 
２．試験研究概要 
 水素を燃料とする燃料電池自動車は、①高圧の

水素ガスを貯蔵するガス容器、②水素ガスと大気

中の酸素を化学的に反応させて電気を発生せせる

燃料電池スタック、③ガス容器と電池スタックを

結ぶ配管系、④水素を安全に供給又は放出する各

種の電磁弁等の弁類、⑤電気エネルギーを動力と

して取り出す電動機及びその制御系、⑥水素もれ

検出装置、温度・圧力等の異常検出装置、衝突検

知装置等のセンサー類と警報装置等のシステムか

ら構成される。燃料電池自動車を安全に運行する

ためには、通常走行時の他、異常発生時、車両衝

突時等においても、これらのシステムについて充

分な性能を確保しておくことが必要である。この

ため、技術課題全体を（１）水素・衝突安全、（２）

高電圧安全（３）環境保全の３分野に分類して、

それぞれに必要な調査研究を行う。 
３．成果概要 
○水素安全・衝突安全分野（谷口哲夫） 
 燃料電池自動車の高圧水素の安全性及び衝突時

の安全性を実証するために必要な試験及びその実

施方法について検討を行った。それらの検討結果

より、水素ガスの排出基準試験、水素ガス着火・

燃焼試験、異常時水素漏れ検出確認試験、衝突時

水素漏れ測定実験等の試験及び実証実験行い、保

安基準、技術基準等を検討するために必要な資料

を得た。これらの資料により、16 年度に保安基準、

技術基準等のあり方について検討を行う。また、

高圧水素の取り扱いについての調査、衝突試験法

に関する調査等を行い、これらの調査結果と実施

した実証実験等の結果より、燃料電池自動車の技

術基準のあり方について検討を行った。 
○高電圧安全分野（伊藤紳一郎） 
 燃料電池自動車の高電圧部分の安全性を実証す

るために必要な試験及びその実施方法について検

討を行った。それらの検討結果より、水没時の高

電圧安全確認試験等の実証試験を行い、資料を得

た。また、ＥＣＥ基準における電気自動車、電磁

波等の各種規定について調査を行った。 
○環境保全分野（成澤和幸） 
 燃料電池自動車の低公害性、燃料消費特性等の

環境保全性を確認するために必要な試験及びその

実施方法について検討を行った。それらの検討結

果より、パージ水素濃度試験   等の実証試験

を実施するともに、燃料消費率の測定法等につい

て調査及び検討を行った。16 年度に、本年度得ら

れた資料等より、保安基準、技術基準等のあり方

について検討を行う。 
 
2.2.2 被害軽減策の究明 

 
CRS の実使用時の乗員保護性能に関する研究 

米澤 英樹 
民田 博子 

名古屋大学 水野 幸治 
研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 平成 12 年より CRS（チャイルドレストレイント

システム）の使用の義務化が行われたが、CRS の

性能には製品によりかなり差があることが考えら

れる。また、一方では、シートへの取付けが不充

分に行われている例も多く報告されている。そこ

で、スレッド試験等により、CRS の性能を把握す

るとともに、取付けベルトのスラック量の違い等

実使用時における乗員保護性能に関しても試験等

を行い、CRS の乗員保護性能向上のための基礎デ

ータを得る。 
２．試験研究概要 
 CRS（チャイルドレストレインシステム）の乗

員保護性能評価の法規化は平成 12年度より実施さ

れ、CRS の構造上の問題は減少している。しかし、

CRS の車両取り付けの不十分等のミスユースは、

法規化後の大きな問題となっている。本研究では、

CRS の乗員保護性能を把握するとともに、ミスユ

ース等によって起きやすい、取り付けベルトのス

ラック量が保護性能に与える影響を、スレッドテ

ストとシミュレーションモデル分析による検証す

る。 

３．成果概要 
○スレッド試験によるCRSの乗員保護性能に関す

る研究（米澤英樹） 
 熊谷の試験場に設置してあるスレッド装置に実

際に CRS を装備して、３歳児ダミーを搭載し、標

準状態と座席ベルトにスラック（ゆるみ）を持た

せた実験を行った結果、頭部移動量及び、胸部加

速度が増加する傾向があることが分かった。 
○数値シミュレーションによる CRS の解析（民田

博子） 



 数値シミュレーションソフトである MADYMO
のソフト内の５点式チャイルドシートスレッド試

験モデルを、実験で使用したインパクトシールド

型モデルに変換したモデルを使用して、スラック

を設けた場合のシミュレーションを行った。その

結果、スラック増加にともなう頭部移動量の増加

の傾向が確認できた。 
 CRS の設計上、ミスユースしにくい CRS の開発

も必要である。取り付けベルトのミスユースを防

ぐには、ISOFIX 導入も早急に実施すべき課題であ

ると考えられる。 
 
正面衝突時の車両相互の特性が乗員傷害に及ぼす

影響に関する研究 
米澤 英樹 
民田 博子 

名古屋大学 水野 幸治 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 車対車衝突では、衝突した 2 台の車の安全をと

もに確保する必要がある。そこで、2 台の車のサイ

ズ、質量、剛性等の車両特性が、乗員の傷害に及

ぼす影響を事故分析、衝突実験及び数値シミュレ

ーションにより明らかにし、車対車衝突を考慮し

た安全な車に関する資料を得る。また、車対車衝

突時の乗員の安全を確保するための試験法を提案

する。更に、これらの研究成果を国際研究調和プ

ロジェクト（IHRA）に報告する。 
２．試験研究概要 
 衝突事故の分析と衝突試験法に関する分析によ

って、車対車衝突時の安全を確保する試験法に関

しての研究を行う。具体的には、JNCAP の多分割

ロードセルによるフルラップ試験の結果と、衝突

面にハニカムを設けた際の 6 例の試験結果を用い

て、コンパティビリティの評価試験法に関する検

討を行った。 
３．成果概要 
○車対車の衝突事故の分析（米澤英樹） 
 交通事故総合分析センターの「交通事故例調

査・分析報告書」（平成 14 年度報告書）によって

調査を行った。前面衝突事故に関する分析中のコ

ンパティビリティの影響では、自車が小さく、相

手車が大きいほど、①衝突形態では、正面衝突の

割合が大きく、側面衝突の割合が少ない傾向にあ

る。②車体変形では、自車の変形が大きく、最大

変形部位は床面が減少してルーフが増加する傾向

がある。③傷害程度が重くなっており、特に軽、

普通車の相互事故において顕著である。 
④傷害部位では、頭顔部、上肢を受傷する割合が

大きくなることが分かった。 
○車対車の衝突試験法に関する研究（民田博子） 
 ハニカムを付けた際でも、分布荷重の、縦方向

の分布、横方向の分布及びセルごとの分布はある

程度評価可能なことが分かった。一方で、多分割

ロードセルの高さの違いに分布の結果が左右され

る傾向が見られ、さらに検討が必要と考えられる。 
 
車椅子輸送車両における乗員保護に関する研究 

福嶋 隆 
松島 和男、岡田 竹雄 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 現在使用されている車椅子に乗ったまま身体障

害者が乗車するタイプの車椅子輸送の多くは、数

カ所のベルト等で一般的に市販されている車椅子

を固定し、身体障害者の乗員自体はシートベルト

を装着しない状態で走行している。この様な状態

で急発進、急ブレーキ、スラローム走行並びに衝

突事故を起こした場合、乗員が車椅子から放出さ

れ障害を負う等の重大な問題が発生するおそれが

ある。 

 そこで、車椅子輸送車両の固定方法、利用者の

シートベルト等乗員保護装置等についての検討を

行い、簡便で安全な方法を考察する。 

２．試験研究概要 
 平成１５年度は、定常円旋回、車線変更、急ブ

レーキ等の実験を行い、車椅子を使用した場合の

実態を把握した。 

 平成１６年度からは、車椅子の各種固定方法と

車椅子乗員のシートベルトの安全な装着方法につ

いて検討する。 

３．経  過 
（１）車椅子輸送車両における安全に関する研究

（福嶋 隆） 
 車椅子輸送時を想定して、定常円旋回、車線変

更、急ブレーキ試験を行った結果、急ブレーキ試

験において減速度が０．３Ｇを越えると車椅子乗

員に対して乗員シートベルトに掛かる力が急に大



きくなり乗員に傷害をあたえるおそれがあること

がわかった。 
 
歩行者保護試験法に関する研究 

民田 博子 
米澤 英樹 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 車が歩行者と衝突したときの歩行者の被害を軽

減するための、車両側の対策及び試験法について

考察する。 
２．試験研究概要 
 欧州で提案されている歩行者保護試験法に（案）

に基づき、歩行者の頭部を模擬したインパクター

を、供試車両に衝突させ、現状の車両の歩行者保

護性能を調査し、国内試験法作成にあたっての問

題点を調査し考察する。 
さらに上記の試験データを基に歩行者衝突のシミ

ュレーションを実施し、歩行者の受傷メカニズム

を分析する。特に車両形状の違いによる分析を実

施する。 
３．成果概要 
○歩行者被害軽減に関する研究（米澤英樹） 
 事故データからは、歩行者の受傷部位は死亡者

では頭部が、負傷者全体では下肢部が多いことが

分かった。この結果、頭部の法規作成を最優先に

実施する必要があることが分かった。 
 ウインドシールド、フード中央等剛性の低い部

位への衝突では、歩行者の受ける傷害値は低い。

しかし、フードエッジ、Ａピラー、ウインドシー

ルドエッジ等剛性の高い部位への衝突では、基準

値の 3～6 倍の傷害値が示された。これにより剛性

の高い部位の設計上の改善が必要であることが分

かった。 
○歩行者衝突シミュレーションに関する研究（民

田博子） 
 ボンネット型車と 1Box 車では、歩行者の衝突後

の挙動が異なる。ボンネット型車では歩行者がボ

ンネット上に移動させられるのに対し、1Box 車で

は頭部をパネルに衝突した後、押し倒されること

が分かった。車両の種類により、歩行者の挙動を

考慮した改善が必要である。 
 
 

自動車の側面衝突時の乗員保護性能に関する研究 
米澤 英樹 
民田 博子 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 近年普及している車高の高い自動車が、一般の

車高の低い乗用車の側面に衝突した場合、乗用車

側の被害が大きくなる傾向にある。本研究は、車

高の高い SUV(スポーツユーティリティビークル)
等が車高の低い一般乗用車に衝突した場合の乗員

の傷害を軽減するため、側面衝突事故データの分

析及び車高の高い自動車が乗用車の側面に衝突す

る実験を行い、車高の高い自動車が乗用車の側面

衝突した時の乗員保護性能を評価するための試験

方法の検討を行うものである。また、人体忠実度

が高いダミーの基準適合性の評価方法についての

検討も行う。 
２．試験研究概要 
 事故データから、側面衝突に関しての分析を行

い、事故実態と乗員傷害の発生要因を把握する。

側面衝突実験等を行い、衝突現象及び乗員傷害発

生要因を把握するとともに、側面衝突試験法の検

討を行う。また、新たに開発された側面衝突用ダ

ミーに関して衝突実験を実施する。 
３．成果概要 
○事故データによる側面衝突の分析（民田博子） 
 側面衝突事故に関連する、単独ポール側面衝突

事故に関する実態を調べるため、交通統計及びそ

の他の文献等の調査を行い、分析を行った。その

結果、単独事故の死亡率は車両相互事故に比べて

きわめて高いこと等の結果が得られた。 
○実験による側面衝突の乗員傷害等に関する解析

（米澤英樹） 
 下端高さを 50mm 上げた、側面衝突試験用 MDB
と小型乗用車の側面衝突試験及びヨーロッパで検

討されている新しい側面衝突試験用 MDB
（AE-MDB)と小型乗用車の側面衝突試験を、衝突

速度 50km/h で行った。小型乗用車の前席には、

EuroSID-I、後席に SIDIIｓを搭載した。昨年、一

昨年度行った試験との比較から、車高の高い車両

との側面衝突試験法に関するデータを取得するこ

とが出来た。 
○新方式の人体忠実度の高いダミー導入の検討

（米澤英樹） 



 新方式の人体忠実度の高いダミー（ES-2）を用

いて、AE-MDB との側面衝突試験、FMVSS214
に沿って行った側面衝突試験及び WorldSID を用

いた現行法側面衝突試験用 MDB による試験を行

い、昨年度に行った試験結果と比較を行い、ES-2
及び WorldSID に関するデータを取得した。 
 
自動車の歩行者保護性能に係る基準策定のための

調査 
米澤 英樹 
民田 博子 

研 究 開 始 時 期  平成１３年１１月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年 ３ 月 
１．目  的 
 歩行車対自動車の衝突事故により死者が全体の

約 3 割を占めている現状を踏まえれば歩行者事故

における歩行者被害の軽減が必要である。このた

め、車体そのものを衝撃緩和構造とすることによ

り、事故時の歩行者保護を図るための基準策定に

資することを目的として、本調査を実施する。 
２．試験研究概要 
 インパクタ実験やコンピュータシミュレーショ

ン解析により、歩行者対自動車の衝突時の歩行者

保護対策を検討する。本年度は、歩行者脚部保護

試験法の検討を行う。 
３．成果概要 
○歩行者保護傷害基準値、試験法の検討、適用車

種の検討（米澤英樹） 
 事故統計データをもとに、国内歩行者脚部保護

技術基準の効果予測を行った。仮に、歩行者の脚

部保護基準の対象車が、普通乗用車、軽乗用車、

2.8ton 以下の普通貨物車及び軽貨物車とした場合

でかつ、脚部保護基準の内容を衝突速度 40km/h
の重傷者を半減すると仮定した場合、合計で 1403
人の重傷者数低減となることが分かった。 
○脚部及び腰部・大腿部試験法の検討（米澤英樹） 
 セダンタイプの車両 1 車種を用いて、脚部衝撃

子に Flex-PLI、打撃速度を 11.1km/h 打撃箇所を

車両中央ラインからドライバ側から見て左に

200mm の箇所を 2 回打撃する実験を行った。その

結果、挙動の再現性に加え、計測データの再現性

の確認ができた。 
 



 

３． 交通システム研究領域               (領域長 松本 陽) 

 
3．1 概  況 

 

3.1.1 試験･研究計画とそのねらい 

 

＜試験・研究項目＞ 

  交通システム部において、平成１５年度に計画

した研究項目は、次のとおりである｡ 

 (1) 鉄道システムにおける安全性の数量的評価 

   手法と事故発生予測モデルに関する研究 

 (2) 操舵台車の高度化・知能化に関する研究 

 (3) 電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に 

   関する研究 

 (4) 複合交通ネットワークにおける交通流シミ 

   ュレーション手法に関する研究 

 (5) 鉄道インフラの特性向上に関する研究 

 (6) 鉄道の事故防止に関する基礎的研究 

 (7) 軌間可変電車の技術評価に関する研究 

（8）索道用受索装置における索輪荷重の測定方 

   法に関する基礎的研究 

 (9) 索道搬器の動揺低減に関する研究 

(10）都市交通システムにおける機能の充実度評 

   価に関する研究 

(11) 低視程時における視覚情報伝達方法の改善 

   に関する研究 

(12) 順応条件が変化したときの視覚特性に関す 

   る研究 

(13) 航空機の地上走行視覚誘導システムの開発 

   評価に関する研究 

  以上 13 項目のうち、(1)、(7)、(9)、(11)、(12)

は、平成 15 年度に新しく開始する新規研究項目で

あり、（6）、（8）、（10）は平成 15 年度をもって終

了する研究課題である｡ 

 

各課題の分類 

 これらの研究のうち、(1)～（10）が鉄道、索道

及び都市交通システムに関する研究で、(11)～

(13)が航空に関する研究課題である。 

 当領域は、「都市交通システムの機能向上」、「交

通インフラの機能向上・有効利用」、「事故防止策

の究明」、「事故原因の究明」を目的として研究を

進めており、上記の課題を目的別に分類すると、

以下のようになる。 

◎ 都市交通システムの機能向上を目的としたも

の・・・(2)、(9)、(10) 

◎ 交通インフラの機能向上・有効利用を目的とし

ているもの・・・(4)、(5)、(7)、（13） 

◎ 事故防止策の究明を目的としているもの・・・

(1)、(3)、(8)、（11）、（12） 

◎ 事故原因の究明を目的としているもの・・・(6) 

 

研究費等による分類 

 研究費の主たる内訳は、(1)が交付金よる特別研

究、 (13)が空港整備特別会計による受託研究であ

り、その他は交付金による経常研究であるが、多

くのテーマは後述する関連する受託研究課題をあ

わせて実施している。また、(2)の課題については、

東京大学との共同研究及び（財）メトロ文化財団

公益基金による研究助成によって研究を実施して

いる。 

 

〈試験・研究のねらい〉 

  上に述べた試験・研究項目毎のねらいは、次の 

とおりである。 

(1) これまで、わが国の鉄道においては絶対的安 
 全性を追求してきたが、国際的には数量的安全 
  性評価が求められている。また、大事故が起き 
  ると社会的影響が大きいことから、事故に至る 
  インシデントを解析して、事前に事故発生を予 
  測できる手法の確立が求められている。このた 
  め、鉄道システムにおける安全性を定量的に評 
  価する手法を確立させ、シミュレーション等を 
  利用して事故発生を予測できるモデルを作成す 
  る。 
(2) 都市鉄道における超急曲線から直線高速走行 

  まで対応できる鉄道システムの実現のため， 

  『車輪とレール間の接触面の形状や潤滑・摩擦 

  調整などの技術』、『車輪を操舵したり、左右の 

  車輪が独立して回転できる新しいタイプの台車 

  の運動特性』等について，実物大の試験台車を 

  用いた台上実験やシミュレーションを実施し, 

  脱線安全性の向上や摩耗防止などに関する新し 

  い知見を得るものである。 

(3) リニアモータ、永久磁石、超電導磁石、無線 

  等の電磁技術を利用した新しい鉄道システムの 



 

  開発が進んでおり、これらの新技術に関する安 

  全性評価手法を検討するととも、これらシステ 

  ムから発生する電磁界に関する測定方法、評価 

  方法等について検討し、日本に相応しい EMC 標 

  準等に関する提言を行う。 

(4) 近年、ヨーロッパを中心に普及している LRT 
  は自動車交通との同一空間を効率良く走行させ 
  ることが重要な課題となっており、また、専用 
  道、一般道路の両方を走行可能な新しい交通シ 
  ステムも開発されている。このため、LRT 等の 
  公共交通と自動車交通の複合ネットワークを考 
  慮した交通シミュレーション手法を開発し、新   
  しい公共交通システムを導入した場合の、自動 
  車交通との最適な信号制御方式や運行計画作成 
  法などを開発する。 

(5) 近年、従来の軌道構造にとらわれない新しい 
 構造の軌道や分岐器などが開発されており、鉄 
  道施設への適用に対する中立的な技術評価が求 
  められている。また、特殊鉄道などでは地震時 
  の構造物と列車の挙動など従来必ずしも十分に 
  究明されていなかった面がある。本テーマは、 
  鉄道インフラ、すなわち軌道や構造物の現状の 
  課題を見いだすとともに、事故防止、低コスト 
  化、高品質化等の観点からそれらの特性の向上 
  を図る。 
(6) 従来は、事故発生後にその事故原因に基づき 
  個別的に対策を施して安全性の向上を図ってい 
  たが、鉄道システム全体の安全性を、事故事例 
  の定量的分析、事故に至る確率等の計算を通じ 
  て定量的に評価する手法を確立するための基礎 
  資料を得る 
(7) 全国新幹線網を、在来線を活用して実現する 
  ものとして、軌間の異なる新幹線と在来線を直 
  通運転できる軌間可変電車（フリーゲージトレ 
  イン）の開発が国家プロジェクトとして進めら 
  れている。このため、推進母体である技術研究 
  組合と連携して、台上試験、技術検討などを行 
  い、プロジェクトの今後の効率的推進を促進す 
  る。 
  また、路面電車などを含む都市鉄道に軌間可変 
  技術を適用して、都市交通システムの機能を向 
  上させる方法について研究する。 

(8) 索道の安全な運行を図るために脱索現象につ 

  いて十分に把握することを目標とし、そのため 

  に不可欠な技術的課題の１つである実際の施設 

  において使用可能な索輪荷重の測定方法を基礎 

  的部分から研究する。 

(9) 索道では、走行中の搬器の過大な動揺により、 
  脱索あるいは脱輪に至り、場合によっては搬器 
  落下事故に至る危険性がある。また、風により 
  搬器の動揺を受けやすいため、強風時の運行制 
  限などから、公共輸送システムとしての普及の 
  阻害となっている。このため、ダイナミック・ 
  ダンパなど新しい工学的手法を用いて、走行中   
  の搬器の動揺を低減し、索道運転時における安 
  全性と耐風性の向上を図る。 

(10) 高齢社会に適応した都市交通システムを構築 

  していくために、都市交通システム内の施設内 

  の段差などについて調査分析し、高齢者等の交 

  通弱者にとって移動しやすい交通システムとす 

  るため、施設等の構成要素の機能充実度につい 

  ての評価方法を確立する。 

(11) 低視程時における視覚システムの見え方を解 
  析しその改善方法を検討していくことは重要で 
  あるが、自然条件下で種々の条件について被験 
  者実験を行うことは困難である。このため、Ｃ    

  Ｇシミュレーションを用いて、霧などの条件下 
  における光散乱を考慮した視環境や視覚情報伝 
  達の解析を行い、低視程時での見え方の評価・ 
  解析を行う方法について研究する。 

(12) 視環境の明るさが急変する場合、視覚系の順 
  応が追いつかず視認性の著しい低下が起こる。 
  このため明るさが急激に変化する薄暮時には、 
  視認性の低下が原因で交通事故が多いことも知 
  られている。このため、視環境の明るさが変化 
  するときの視覚特性の低下を明らかにするとと 
  もに、これに対する対処方策を検討する。 

(13) 航空交通量の著しい空港における安全かつ円 
  滑な地上走行を支援し運航効率の向上を図ると 
  ともに、適切な視覚ガイダンスにより低視程運 
  航時における地上走行航空機等の衝突防止の強 
  化を図るため、先進型地上走行誘導管制システ 
  ム（A-SMGCS）の実用化が求められている。こ  
  のため、同システムの中核的要素技術である走 
  行誘導のための灯火制御システム及び可変メッ 
  セージ型誘導案内灯について、実証システムの 
  開発及び評価試験を行い、A- SMGCS の実用化 
  導入への橋渡しをすることを目的とする。 

 

3.1.2 試験・研究の実施状況と成果 

 
  それぞれの試験・研究項目毎の実施状況と成果

は、次のとおりである。 

 



 

(1) 鉄道システムにおける安全性の定量的評価手 
  法について、国際規格(IEC62278)の RAMS と対 
  応できる数量化の手法について検討を行った。 
  事故発生予測モデルに関する研究については、 
  鉄道システムの各構成要素（信号機、転てつ機、 
  リレー等）をモデル化し、個々に故障確率を設 
  定して、フェールセーフ／アウト故障をその確 
  率に従って発生させながら、列車走行を模擬で 
  きるシミュレータの開発を行った。その結果、 
  現状の鉄道で実現されている安全性は、個々の 
  構成要素の高い安全性に支えられており、各構 
  成要素の最適な許容故障率が存在することが確 
  認された。 
(2) 車輪/レール境界の最適化に関する研究として 
  は、車輪／レールの境界面を摩擦調整材により潤 
  滑することにより、台車の曲線通過性能が改善され 
  ることを、台車試験機を用いて検証した。この結果、 
  曲線通過時の旋回性能の向上については、先頭軸 
  外軌側車輪の脱線係数、後軸両車輪に発生する 
  縦方向すべりなど、台車の曲線旋回を阻害する 
  要素はいずれも 1/3 程度に減少し、曲線抵抗の減 
  少により消費エネルギーも３割程度減少すること 
  が明らかになった。ボギー角アクティブ操舵台車  
  の研究開発としては、本方式の基本的有効性を 
  確認した台上実験結果とシミュレーション結果 
  を対比して、それらがよく一致することを確認 
  するとともに、操舵機構に動的な制御機構を付 
  加し、緩和曲線を含む動的な挙動を台上試験に 
  より把握し、基本的有効性と解決すべき問題点 
  を明らかにした。 

(3) リニアモータ関連技術の評価手法に関しては、 
  リニア誘導モータの安全性に関して、車上一次 
  方式、地上一次方式に分けて整理しリニアモー 
  タの定格決定法等を策定した。また、鉄道から 
  の放射される電磁界の基準やその測定法につい 
  ては、IEC(国際電気標準会議）TC106(電磁界測 
  定法）、TC9(鉄道電気技術）に参画して、鉄道か 
  ら放射される電磁界の基準に関する規格を整理 
  するとともに、鉄道が守るべき指針について検 
  討を行った。さらに、鉄道から放射される磁界 
  を正確に測定し、解析できる測定器の開発を行 
  い、鉄道からの磁界放射を正確に測定できる方 
  法を国内委員会に提案した。 

(4) 公共輸送機関の最適ネットワーク実現のため、 
  GIS をベースに既存の公共交通網の集客範囲を 
  分析し、公共交通の空白地域・不便地域を抽出 
  して、新規路線設定を支援するシステムの構築 

  を行った。複合交通流シミュレータに関しては、 
  地図上に LRT の路線・駅を設定し、LRT の性能 
  により走行できるシミュレータに、各交差点に 
  おける自動車交通流を設定して、LRT が交通信 
  号機に制御されて走行するのに伴い、自動車交 
  通流がどのように変化し、交差点における自動 
  車の滞留がどのようになるかをシミュレートで 
  きる機能を付加して、交通信号機制御と自動車 
  交通流滞留の関係を明らかにした。 
(5) 営業線に初めて敷設された樹脂固定型 
  （INFUNDO）軌道について、走行試験に引き 
  続き大型橋梁への適用性について検討した。ヨ 
  ーロッパで近年LRT用に開発された新型電気転て 
  つ機は、併用軌道上に設置できる小型、軽量のもの 
  であるが、これを日本で実用化するに当たっての安 
  全性確認方法や、普通鉄道を LRT 化する際の設計 
  上注意すべき事項について検討した。橋梁等の構 
  造物の変位制限に関しては、地震による構造物 
  の振動の影響を考慮した列車の走行性解析等に 
  関する資料を得るとともに、設計標準案の適用 
  性について検討した。また、橋梁支承及び落橋 
  防止工の供試体を用いて材料強度試験機による 
  実験を行い、橋梁変位に対する静的荷重負荷特 
  性など基本的な特性を得ることができた。 

(6) 鉄道における安全性、信頼性の数量化には国 
  際規格(IEC62278)の RAMS の議論が不可欠で 
  あることより、規格に対応できる数量化手法の 
  検討を行った。また、日本が実現している高度 
  な安全性、信頼性を特徴づける指標についての 
  検討も行った。その結果、フェールアウト側故 
  障率や１時間あたりの故障件数等の新しい指標 
  が有効であることが確認された。 
(7) Ａ方式台車は、これまで 240km/h 程度までの 

  耐久走行試験等を行ってきた等の実績もあり、 

  200km/h 程度までの在来線区間や都市鉄道など 

  での活用の可能性も十分考えられるので、これ 

  までの試験結果の精査と定量的な分析による再 

  評価が望まれるので、本研究所の台車試験機を 

  用いて、曲線通過性能、曲線部における車輪の 

  摩耗特性等について試験を行った。また、これ 

  まで開発されてきた軌間可変台車の試験結果な 

  ど整理するとともに、これらの台車を都市鉄道 

  に適用する場合の問題点や今後検討が必要な課 

  題などについて検討した。 

(8) ロープ荷重により索輪に生じるひずみを用い 
  垂直方向荷重を測定する方法を提案し、その基 
  礎的な特性を把握するために索輪に横方向荷重 



 

  が負荷された場合及び索輪とロープ接触位置が 
  変化した場合の検討を行った。また、脱索発生 
  状況の把握の基礎的資料として、過去 10 年間に 
  発生した索道の主な運転事故及び運転阻害につ 
  いて調査し、脱索の発生要因の抽出を行った。 
  その結果、脱索が主要な原因となった事例のう 
  ち、風が原因と考えられる事故が約 3割であり、 
  乗り損ねや搬器を振らす等の乗客に起因する事 
  故が約 4 割発生していた。 

(9) 風等による索道搬器の動揺低減を目的として、 

  球転動式の動揺減衰装置の提案を行うとともに、 

  本装置を搬器に装着する場合の調整方法とその 

  効果に関する検討を行い、付加質量の取り付け 

  位置や質量比と装置の制振性能との関係を明ら 

  かにした。また、最良調整された減衰装置を装 

  着した場合の効果について、周波数応答、ラン 

  ダム風に対する時間応答などについてシミュレ 

  ーションを行い、減衰装置は十分効果があるこ 

  とを確認した。さらに模型による実験を行い、 

  シミュレーション結果とよく一致することを確 

  認した。 

(10) 都市交通システムのバリアフリー化の充実 
  度を図る資料とするため、バス車両の乗降特性 
  についてのデータを収集するため、東京都内の 
  バス交通システムのターミナルでの旅客の乗降 
  特性を観測し、１歩幅の移動時間、手すりの使 
  用率などについて、男女年代別に分類するなど、 
  その乗車特性の差異を明らかにするとともに、 
  移動制約要因の分析方法の検討を行った。 

(11) 数値シミュレーションにより低視程時にお 
  ける視環境や灯火の見え方について解析を行っ 
  た。 
  ＣＧ画像の高精度化のため昼光の数値シミュレ 
  ーション解析を行った結果、多重散乱を考慮し 
  大気モデルを球殻大気とした場合、晴天時の実 
  測値と良く整合することが確認された。考案し 
  た昼光の近似式により薄暮時の昼光照度も精度 
  よく求めることが可能となった。また、マトリ 
  クス電光表示板の視認性やその電光文字の可読 
  性には大気の混濁度だけでなく粒径分布が影響 
  し、粒径が大きくなるほど視認距離を低下させ 
  る要因になりやすい。文字の発光パターンによ 
  り散乱光による明暗コントラストも変化し、発 
  光部分の面積が大きいほど可読性を低下させる 
  要因になりうる。 

(12) 薄暮時の明るさ環境を模擬再現するため、昼 
  間から夜間にかけて急速に変化する過渡的な昼 

  光の水平面照度と垂直面照度について連続測定 
  を行った。これにより、晴天時には日入り時刻 
  から約 30分の間に昼光照度が 1万分の 1～10万 
  分の 1 まで減少することなど、薄暮時における 
  視環境の明るさの実態や明るさ変化の時間特性 
  を把握した。さらに、それぞれの視環境条件に 
  おいて視対象の明るさと視認性の関係について、 
  視覚実験を行い、空間分解能等の視覚特性測定 
  実験において設定すべき視対象の明るさに関す 
  る基準データを得た。 

  空港面探知レーダーで捉えた航空機位置情報等 

  を基に誘導路中心線灯を選択的に点滅制御する 

  システムを開発する一環として、同システムの 

  構成要素機器のうち新たに開発することが必要 

  な灯火制御装置、監視表示装置及び ASDE インタ 

  ーフェース装置を製作した。実験室内で、一部 

  は模擬的に選択的点滅制御システムを構築し動 

  作確認を行った。次年度以降、実空港において 

  実運用に近い形での試験環境を構築し、検証評 

  価試験を行う予定である。また、可変メッセー 

  ジ型誘導案内灯の既製作プロトタイプについて、 

  冷却性能の評価、表示面の反射防止膜の耐環境 

  性評価を行った。冷却性能は改善の必要性が認 

  められ、反射防止膜の耐環境性については概ね 

  問題がないことを確認した。さらに、前年度ま 

  での視認性評価で一部検討課題となっていた薄 

  暮時等の表示について、視覚実験により、周囲 

  環境の明るさとの関係を考慮した適正表示輝度 

  を明らかにした。 

 

<受託試験・研究の実施状況> 
  以上の研究テーマに関連して、国、公団、民間

等から受託した試験、調査、研究等の実施状況は，

次のとおりである。 

 

◎国からの受託 

○空港整備特別会計関係（航空局からの委託） 

 ・航空機の地上走行視覚誘導システムの開発評価 

   に関する研究（テーマ(13)前出） 

○ 鉄道における新技術の安全性関係（鉄道局から

の委託） 

 ・準天頂衛星の鉄道応用に関する基礎的研究（テ 

  ーマ(3)関連） 

○ 索道事故調査関係（北陸信越運輸局からの委託） 

 ・御岳ロープウェーの事故原因究明に関する試験 

   調査（テーマ(8)(9)関連） 

◎公団、民間等からの受託 



 

○ 新交通システム関係 

 ・新軽便都市交通システム実用化研究調査に関す

る研究（テーマ(1)関連） 

 ・レール案内・ゴムタイヤ式ＬＲＴ「トランスロ 

   ール」の安全性評価における試験項目に係わる 

   技術指導（テーマ(4)関連） 

○ 鉄道における新技術の安全性関係 

 ・軌間可変電車のＡ台車評価のためのベンチ試験 
  （テーマ(7)関連） 

 ・ホーム可動ステップの機能試験及び技術指導

（テーマ(6)関連） 

 ・線区集中連動システム（特殊自動閉そく式対応） 

  のシステム検証と評価（テーマ(1)関連） 

○鉄道の車輪／レール系関係（テーマ(2)関連） 

 ・車輪／レール間摩擦調整による台車曲線旋回性能 
   評価実験 

○鉄道等の電磁界関係（テーマ(3)関連） 

 ・常磐新線（つくばエクスプレス）実験線におけ 

   る磁界調査 

 ・鉄道車両における磁界特性の測定評価方法の研 

   究 

○索道用握索装置の試験（テーマ(8)関連） 

 ・単線自動循環式普通索道用握索装置     2 型式 

 ・複式単線自動循環式普通索道用握索装置 2 型式 
◎公益基金による研究補助 

○（財）メトロ文化財団 

 ・「ボギー角アクティブ操舵を用いた急曲線台車 

   の研究開発」（テーマ(2)関連） 

 

3.1.3 試験･研究成果の主な発表状況及び行

政、産業界、学会等への貢献 

 

  試験・研究によって得られた成果は、所内及び

所外の学会等において発表を行った。 

発表した主な論文の数は、次のとおりである。 

 また、本年度は第 2 回交通安全環境研究所講演

会として、「次世代都市"鉄道"システムの創成を

目指して」と題して、5件の講演を行った。 

 

所内発表（21 件） 

・ 「交通安全環境研究所報告」…3 

・ 「交通安全環境研究所発表会」…13 

・ 「交通安全環境研究所講演会」…5 

 

所外発表（58 件） 

○国際研究集会等（8） 

・International Symposium on Speed-up and  

  Service Technology for Railway and Maglev S 

  ystems（STECH'03 鉄道技術国際シンポジウム） 

  …5 

・International Conference on Contact Mechanics  

  and Wear of Rail/Wheel Systems…1 

・IAVSD 車両ダイナミクス国際シンポジウム…１ 

・International Symposium on Linear Drives for 

Industry Applications (LDIA)…１ 

・ICAO／VAP WG…１ 

○国内学会等（50） 

・鉄道技術連合シンポジウム（J-RAIL'03）・日本 

 機械学会交通物流部門大会…5 

・電気学会 産業応用部門全国大会…3 

・電気学会 交通・電気鉄道 リニアドライブ研 

 究会等…8 

・鉄道レール・車輪接触工学研究会シンポジウム 

 等…2 

・資源・素材関係学協会合同秋季大会…2 

・「電磁力関連のダイナミックス」シンポジウム… 

 1 

・電子通信学会総合大会等…3 

・宇宙科学技術連合講演会…1 

・EMC フォーラム…1 

・応用物理学会講演会…1 

・航空灯火工事報告会…1 

・その他の講演会、フォーラム…4 

・電気学会誌…2 

・電子通信学会技術研究報告…1 

・その他の学会誌…2 

・日本鉄道技術協会(JREA)誌…5 

・「鉄道と電気技術」…4 

・その他の技術雑誌 …4 

 

行政、産業界、学会等への貢献 

主な事項は以下のとおり。 

 

新技術の導入及び普及 

○ 無人運転バス、鉄道用台車、信号システムなど

の新システムの導入に際しての安全性評価、新シ

ステムにおける電磁環境評価など、行政及び産業

界からの要請に基づき、これまでに蓄積した専門

的ノウハウを活用して測定、試験等を行い、これ

らのシステムの実用化促進に貢献した。 

○ 電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に関

する研究成果等により、平成１５年５月に、特殊

鉄道に関する技術上の基準を定める告示（平成１

３年国土交通省告示第1785号）の一部が改正され、



 

新たに「磁気誘導式鉄道」が追加された。 

○ 新幹線と在来線の直通乗り入れを実現するフ

リーゲージトレインの実現のために、当研究所の

台車試験設備で曲線通過実験を行うなど、プロジ

ェクトの早期実現のために貢献した。 

事故原因の究明と再発防止 

○ 平成１５年１０月に長野県の御岳ロープウェ

イにおいて乗客が投げ出される事故が発生したこ

とから、国土交通省北陸信越運輸局が設置した「御

岳ロープウェイ事故調査検討委員会」に委員とし

て参画、同委員会による事故現場における事故調

査に専門家として参画するとともに、当研究所に

おいて事故機の「握索装置調査・試験」を行い、

その結果が同委員会の調査報告書に活用される等、

我が国唯一の索道研究機関として、原因究明活動

に貢献した。また、今後の再発防止のための「索

道施設安全検討会（日本鋼索交通協会）」に参加し、

搬器の構造や保安装置の確実性を含む自動循環式

普通索道の安全性強化の検討を中心となって進め

た。 

○ 地下鉄車両等に用いられる材料の燃焼性試験

を行う施設を関連協会に貸与し、わが国における

鉄道車両の火災防止施策の推進に寄与するととも

に、韓国での地下鉄火災事故を受け総務省消防庁

及び国土交通省鉄道局が設置した「地下鉄道の火

災対策検討会」に参画し、技術基準整備等の推進

に貢献した。 

国際基準への貢献 

○ 鉄道の電気関係の国際規格を策定する国際電

気標準会議（ＩＥＣ）の諸活動に参加し、ＴＣ９

（鉄道関係）及びＴＣ１０６（電磁界測定法）の

国内委員を務めるほか、ＴＣ９のＷＧである無人

自動運転標準化ＷＧ（ＩＥＣ/ＴＣ９/ＷＧ３９）

において、当研究所職員が主査を務め、日本の自

動運転技術が適切に反映された国際規格の策定に

努めたほか、ＴＣ１０６においてもＷＧ委員を務

めた。 

○ 国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）における航空視

覚援助施設の国際標準検討会議に出席し、当研究

所での研究成果を報告した。 

行政施策推進への支援 

○ 国土交通省より、「航空機の地上走行視覚誘導

システムの開発評価に関する研究」を受託し、誘

導路中心線灯の選択的点灯制御による航空機の地

上誘導方式を構築するために新たに必要となる装

置の開発、可変メッセージ表示板の一部のハード

性能の評価を行い、A-SMGCS システムの実用化を促

進した。 

○ 羽田空港再拡張時の視覚誘導システム導入を

目指し国土交通省航空局が進めている開発計画の

具体的な立案のベースとして、航空機の地上走行

視覚誘導システムの開発評価に関する研究が活用

された。 

○ 照明学会の主催する「航空障害灯等の見え方に

関する委員会（国土交通省委託）」に幹事として参

加し、当所の実験施設を用いた実験等により技術

資料の作成に当たった結果、航空障害灯等の設置

基準を緩和する航空法施行規則（昭和２７年運輸

省令第５６号）の一部改正に活用された。 

学術振興・国際交流の中核としての活動 

○ 平成１５年８月に開催された「鉄道技術の研究

開発に関する国際会議 STECH'03」（日本機械学会

主催、電気学会、土木学会共催）において、実行

委員長、実行委員、論文委員、事務局員、座長等

を当研究所の研究者が務め、本会議の日本での開

催のために中核となって活動したほか、海外での

次期開催のための活動を継続し、同分野における

学術の振興、国際交流に貢献した。 

○ 平成１５年８月に開催された「鉄道車両、自動

車の運動と制御に関する国際会議（18thＩＡＶＳ

Ｄシンポジウム）」の実行委員、論文委員、座長を

当研究所の研究者が務め、同会議初めての日本開

催に貢献した。 

○ 平成１５年６月にスウェーデンで開催された

「鉄道のレール・車輪接触工学に関する国際学会

（Contact Mechanics of Rail and Wheel Systems）」

において、国際学術委員会のメンバー、座長を当

研究所の研究者が務め、同学会の国際的学術活動

に貢献した。 

○ 平成１５年１２月に開催された鉄道技術連合

シンポジウム（J-Rail'03）及び機械学会交通・物

流部門大会において、実行委員、幹事、オーガナ

イザーとして開催に寄与した。 

○ 国土交通省、公団、財団法人、各種協会等の主

催する鉄道、索道、航空及び新しい交通システム

などに関する委員会、検討会、研究会に要請に応

じて参加し、中立公正な専門家としての立場から、

これまで蓄積した研究成果等の知見を基に積極的

に活動した。 

○ 日本機械学会、電気学会、土木学会、照明学会、

日本光学会等の学術団体の主催する委員会、研究

会等に、要請または自発的に参加し、専門家とし

てこれまで蓄積した知見を基に積極的に活動し、



 

学会等の活動に貢献するとともに自らを研鑽した。 

○ 東京大学、東京農工大学、芝浦工業大学等の大

学の教官及び学生と研究等に関わる意見・情報交

換等を積極的に行い、それぞれの立場から相互に

研鑽し、研究の発展、深度化に努めた。 

○ 当研究所で開発した「車輪・レール間の相対角

度の測定方法」や「レール・車輪間の作用力（輪

重、横圧）の測定方法」などが、複数の鉄道事業

者により採用され、鉄道の安全性向上や測定技術

の向上及び普及に貢献した。 
 

3.1.4 試験･研究設備、施設の整備状況 

 

  平成 15 年度に整備した主な試験・研究設備，施

設は，次のとおりである。 

 

・都市内鉄軌道用台車試験設備機能付加 
・鉄道システム事故発生予測シミュレータ 
・ＡＳＤＥインターフェース装置 

・灯火制御装置 

 

 



 

３． 交通システム研究領域               (領域長 松本 陽) 

 
3．1 概  況 

 

3.1.1 試験･研究計画とそのねらい 

 

＜試験・研究項目＞ 

  交通システム部において、平成１５年度に計画

した研究項目は、次のとおりである｡ 

 (1) 鉄道システムにおける安全性の数量的評価 

   手法と事故発生予測モデルに関する研究 

 (2) 操舵台車の高度化・知能化に関する研究 

 (3) 電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に 

   関する研究 

 (4) 複合交通ネットワークにおける交通流シミ 

   ュレーション手法に関する研究 

 (5) 鉄道インフラの特性向上に関する研究 

 (6) 鉄道の事故防止に関する基礎的研究 

 (7) 軌間可変電車の技術評価に関する研究 

（8）索道用受索装置における索輪荷重の測定方 

   法に関する基礎的研究 

 (9) 索道搬器の動揺低減に関する研究 

(10）都市交通システムにおける機能の充実度評 

   価に関する研究 

(11) 低視程時における視覚情報伝達方法の改善 

   に関する研究 

(12) 順応条件が変化したときの視覚特性に関す 

   る研究 

(13) 航空機の地上走行視覚誘導システムの開発 

   評価に関する研究 

  以上 13 項目のうち、(1)、(7)、(9)、(11)、(12)

は、平成 15 年度に新しく開始する新規研究項目で

あり、（6）、（8）、（10）は平成 15 年度をもって終

了する研究課題である｡ 

 

各課題の分類 

 これらの研究のうち、(1)～（10）が鉄道、索道

及び都市交通システムに関する研究で、(11)～

(13)が航空に関する研究課題である。 

 当領域は、「都市交通システムの機能向上」、「交

通インフラの機能向上・有効利用」、「事故防止策

の究明」、「事故原因の究明」を目的として研究を

進めており、上記の課題を目的別に分類すると、

以下のようになる。 

◎ 都市交通システムの機能向上を目的としたも

の・・・(2)、(9)、(10) 

◎ 交通インフラの機能向上・有効利用を目的とし

ているもの・・・(4)、(5)、(7)、（13） 

◎ 事故防止策の究明を目的としているもの・・・

(1)、(3)、(8)、（11）、（12） 

◎ 事故原因の究明を目的としているもの・・・(6) 

 

研究費等による分類 

 研究費の主たる内訳は、(1)が交付金よる特別研

究、 (13)が空港整備特別会計による受託研究であ

り、その他は交付金による経常研究であるが、多

くのテーマは後述する関連する受託研究課題をあ

わせて実施している。また、(2)の課題については、

東京大学との共同研究及び（財）メトロ文化財団

公益基金による研究助成によって研究を実施して

いる。 

 

〈試験・研究のねらい〉 

  上に述べた試験・研究項目毎のねらいは、次の 

とおりである。 

(1) これまで、わが国の鉄道においては絶対的安 
 全性を追求してきたが、国際的には数量的安全 
  性評価が求められている。また、大事故が起き 
  ると社会的影響が大きいことから、事故に至る 
  インシデントを解析して、事前に事故発生を予 
  測できる手法の確立が求められている。このた 
  め、鉄道システムにおける安全性を定量的に評 
  価する手法を確立させ、シミュレーション等を 
  利用して事故発生を予測できるモデルを作成す 
  る。 
(2) 都市鉄道における超急曲線から直線高速走行 

  まで対応できる鉄道システムの実現のため， 

  『車輪とレール間の接触面の形状や潤滑・摩擦 

  調整などの技術』、『車輪を操舵したり、左右の 

  車輪が独立して回転できる新しいタイプの台車 

  の運動特性』等について，実物大の試験台車を 

  用いた台上実験やシミュレーションを実施し, 

  脱線安全性の向上や摩耗防止などに関する新し 

  い知見を得るものである。 

(3) リニアモータ、永久磁石、超電導磁石、無線 

  等の電磁技術を利用した新しい鉄道システムの 



 

  開発が進んでおり、これらの新技術に関する安 

  全性評価手法を検討するととも、これらシステ 

  ムから発生する電磁界に関する測定方法、評価 

  方法等について検討し、日本に相応しい EMC 標 

  準等に関する提言を行う。 

(4) 近年、ヨーロッパを中心に普及している LRT 
  は自動車交通との同一空間を効率良く走行させ 
  ることが重要な課題となっており、また、専用 
  道、一般道路の両方を走行可能な新しい交通シ 
  ステムも開発されている。このため、LRT 等の 
  公共交通と自動車交通の複合ネットワークを考 
  慮した交通シミュレーション手法を開発し、新   
  しい公共交通システムを導入した場合の、自動 
  車交通との最適な信号制御方式や運行計画作成 
  法などを開発する。 

(5) 近年、従来の軌道構造にとらわれない新しい 
 構造の軌道や分岐器などが開発されており、鉄 
  道施設への適用に対する中立的な技術評価が求 
  められている。また、特殊鉄道などでは地震時 
  の構造物と列車の挙動など従来必ずしも十分に 
  究明されていなかった面がある。本テーマは、 
  鉄道インフラ、すなわち軌道や構造物の現状の 
  課題を見いだすとともに、事故防止、低コスト 
  化、高品質化等の観点からそれらの特性の向上 
  を図る。 
(6) 従来は、事故発生後にその事故原因に基づき 
  個別的に対策を施して安全性の向上を図ってい 
  たが、鉄道システム全体の安全性を、事故事例 
  の定量的分析、事故に至る確率等の計算を通じ 
  て定量的に評価する手法を確立するための基礎 
  資料を得る 
(7) 全国新幹線網を、在来線を活用して実現する 
  ものとして、軌間の異なる新幹線と在来線を直 
  通運転できる軌間可変電車（フリーゲージトレ 
  イン）の開発が国家プロジェクトとして進めら 
  れている。このため、推進母体である技術研究 
  組合と連携して、台上試験、技術検討などを行 
  い、プロジェクトの今後の効率的推進を促進す 
  る。 
  また、路面電車などを含む都市鉄道に軌間可変 
  技術を適用して、都市交通システムの機能を向 
  上させる方法について研究する。 

(8) 索道の安全な運行を図るために脱索現象につ 

  いて十分に把握することを目標とし、そのため 

  に不可欠な技術的課題の１つである実際の施設 

  において使用可能な索輪荷重の測定方法を基礎 

  的部分から研究する。 

(9) 索道では、走行中の搬器の過大な動揺により、 
  脱索あるいは脱輪に至り、場合によっては搬器 
  落下事故に至る危険性がある。また、風により 
  搬器の動揺を受けやすいため、強風時の運行制 
  限などから、公共輸送システムとしての普及の 
  阻害となっている。このため、ダイナミック・ 
  ダンパなど新しい工学的手法を用いて、走行中   
  の搬器の動揺を低減し、索道運転時における安 
  全性と耐風性の向上を図る。 

(10) 高齢社会に適応した都市交通システムを構築 

  していくために、都市交通システム内の施設内 

  の段差などについて調査分析し、高齢者等の交 

  通弱者にとって移動しやすい交通システムとす 

  るため、施設等の構成要素の機能充実度につい 

  ての評価方法を確立する。 

(11) 低視程時における視覚システムの見え方を解 
  析しその改善方法を検討していくことは重要で 
  あるが、自然条件下で種々の条件について被験 
  者実験を行うことは困難である。このため、Ｃ    

  Ｇシミュレーションを用いて、霧などの条件下 
  における光散乱を考慮した視環境や視覚情報伝 
  達の解析を行い、低視程時での見え方の評価・ 
  解析を行う方法について研究する。 

(12) 視環境の明るさが急変する場合、視覚系の順 
  応が追いつかず視認性の著しい低下が起こる。 
  このため明るさが急激に変化する薄暮時には、 
  視認性の低下が原因で交通事故が多いことも知 
  られている。このため、視環境の明るさが変化 
  するときの視覚特性の低下を明らかにするとと 
  もに、これに対する対処方策を検討する。 

(13) 航空交通量の著しい空港における安全かつ円 
  滑な地上走行を支援し運航効率の向上を図ると 
  ともに、適切な視覚ガイダンスにより低視程運 
  航時における地上走行航空機等の衝突防止の強 
  化を図るため、先進型地上走行誘導管制システ 
  ム（A-SMGCS）の実用化が求められている。こ  
  のため、同システムの中核的要素技術である走 
  行誘導のための灯火制御システム及び可変メッ 
  セージ型誘導案内灯について、実証システムの 
  開発及び評価試験を行い、A- SMGCS の実用化 
  導入への橋渡しをすることを目的とする。 

 

3.1.2 試験・研究の実施状況と成果 

 
  それぞれの試験・研究項目毎の実施状況と成果

は、次のとおりである。 

 



 

(1) 鉄道システムにおける安全性の定量的評価手 
  法について、国際規格(IEC62278)の RAMS と対 
  応できる数量化の手法について検討を行った。 
  事故発生予測モデルに関する研究については、 
  鉄道システムの各構成要素（信号機、転てつ機、 
  リレー等）をモデル化し、個々に故障確率を設 
  定して、フェールセーフ／アウト故障をその確 
  率に従って発生させながら、列車走行を模擬で 
  きるシミュレータの開発を行った。その結果、 
  現状の鉄道で実現されている安全性は、個々の 
  構成要素の高い安全性に支えられており、各構 
  成要素の最適な許容故障率が存在することが確 
  認された。 
(2) 車輪/レール境界の最適化に関する研究として 
  は、車輪／レールの境界面を摩擦調整材により潤 
  滑することにより、台車の曲線通過性能が改善され 
  ることを、台車試験機を用いて検証した。この結果、 
  曲線通過時の旋回性能の向上については、先頭軸 
  外軌側車輪の脱線係数、後軸両車輪に発生する 
  縦方向すべりなど、台車の曲線旋回を阻害する 
  要素はいずれも 1/3 程度に減少し、曲線抵抗の減 
  少により消費エネルギーも３割程度減少すること 
  が明らかになった。ボギー角アクティブ操舵台車  
  の研究開発としては、本方式の基本的有効性を 
  確認した台上実験結果とシミュレーション結果 
  を対比して、それらがよく一致することを確認 
  するとともに、操舵機構に動的な制御機構を付 
  加し、緩和曲線を含む動的な挙動を台上試験に 
  より把握し、基本的有効性と解決すべき問題点 
  を明らかにした。 

(3) リニアモータ関連技術の評価手法に関しては、 
  リニア誘導モータの安全性に関して、車上一次 
  方式、地上一次方式に分けて整理しリニアモー 
  タの定格決定法等を策定した。また、鉄道から 
  の放射される電磁界の基準やその測定法につい 
  ては、IEC(国際電気標準会議）TC106(電磁界測 
  定法）、TC9(鉄道電気技術）に参画して、鉄道か 
  ら放射される電磁界の基準に関する規格を整理 
  するとともに、鉄道が守るべき指針について検 
  討を行った。さらに、鉄道から放射される磁界 
  を正確に測定し、解析できる測定器の開発を行 
  い、鉄道からの磁界放射を正確に測定できる方 
  法を国内委員会に提案した。 

(4) 公共輸送機関の最適ネットワーク実現のため、 
  GIS をベースに既存の公共交通網の集客範囲を 
  分析し、公共交通の空白地域・不便地域を抽出 
  して、新規路線設定を支援するシステムの構築 

  を行った。複合交通流シミュレータに関しては、 
  地図上に LRT の路線・駅を設定し、LRT の性能 
  により走行できるシミュレータに、各交差点に 
  おける自動車交通流を設定して、LRT が交通信 
  号機に制御されて走行するのに伴い、自動車交 
  通流がどのように変化し、交差点における自動 
  車の滞留がどのようになるかをシミュレートで 
  きる機能を付加して、交通信号機制御と自動車 
  交通流滞留の関係を明らかにした。 
(5) 営業線に初めて敷設された樹脂固定型 
  （INFUNDO）軌道について、走行試験に引き 
  続き大型橋梁への適用性について検討した。ヨ 
  ーロッパで近年LRT用に開発された新型電気転て 
  つ機は、併用軌道上に設置できる小型、軽量のもの 
  であるが、これを日本で実用化するに当たっての安 
  全性確認方法や、普通鉄道を LRT 化する際の設計 
  上注意すべき事項について検討した。橋梁等の構 
  造物の変位制限に関しては、地震による構造物 
  の振動の影響を考慮した列車の走行性解析等に 
  関する資料を得るとともに、設計標準案の適用 
  性について検討した。また、橋梁支承及び落橋 
  防止工の供試体を用いて材料強度試験機による 
  実験を行い、橋梁変位に対する静的荷重負荷特 
  性など基本的な特性を得ることができた。 

(6) 鉄道における安全性、信頼性の数量化には国 
  際規格(IEC62278)の RAMS の議論が不可欠で 
  あることより、規格に対応できる数量化手法の 
  検討を行った。また、日本が実現している高度 
  な安全性、信頼性を特徴づける指標についての 
  検討も行った。その結果、フェールアウト側故 
  障率や１時間あたりの故障件数等の新しい指標 
  が有効であることが確認された。 
(7) Ａ方式台車は、これまで 240km/h 程度までの 

  耐久走行試験等を行ってきた等の実績もあり、 

  200km/h 程度までの在来線区間や都市鉄道など 

  での活用の可能性も十分考えられるので、これ 

  までの試験結果の精査と定量的な分析による再 

  評価が望まれるので、本研究所の台車試験機を 

  用いて、曲線通過性能、曲線部における車輪の 

  摩耗特性等について試験を行った。また、これ 

  まで開発されてきた軌間可変台車の試験結果な 

  ど整理するとともに、これらの台車を都市鉄道 

  に適用する場合の問題点や今後検討が必要な課 

  題などについて検討した。 

(8) ロープ荷重により索輪に生じるひずみを用い 
  垂直方向荷重を測定する方法を提案し、その基 
  礎的な特性を把握するために索輪に横方向荷重 



 

  が負荷された場合及び索輪とロープ接触位置が 
  変化した場合の検討を行った。また、脱索発生 
  状況の把握の基礎的資料として、過去 10 年間に 
  発生した索道の主な運転事故及び運転阻害につ 
  いて調査し、脱索の発生要因の抽出を行った。 
  その結果、脱索が主要な原因となった事例のう 
  ち、風が原因と考えられる事故が約 3割であり、 
  乗り損ねや搬器を振らす等の乗客に起因する事 
  故が約 4 割発生していた。 

(9) 風等による索道搬器の動揺低減を目的として、 

  球転動式の動揺減衰装置の提案を行うとともに、 

  本装置を搬器に装着する場合の調整方法とその 

  効果に関する検討を行い、付加質量の取り付け 

  位置や質量比と装置の制振性能との関係を明ら 

  かにした。また、最良調整された減衰装置を装 

  着した場合の効果について、周波数応答、ラン 

  ダム風に対する時間応答などについてシミュレ 

  ーションを行い、減衰装置は十分効果があるこ 

  とを確認した。さらに模型による実験を行い、 

  シミュレーション結果とよく一致することを確 

  認した。 

(10) 都市交通システムのバリアフリー化の充実 
  度を図る資料とするため、バス車両の乗降特性 
  についてのデータを収集するため、東京都内の 
  バス交通システムのターミナルでの旅客の乗降 
  特性を観測し、１歩幅の移動時間、手すりの使 
  用率などについて、男女年代別に分類するなど、 
  その乗車特性の差異を明らかにするとともに、 
  移動制約要因の分析方法の検討を行った。 

(11) 数値シミュレーションにより低視程時にお 
  ける視環境や灯火の見え方について解析を行っ 
  た。 
  ＣＧ画像の高精度化のため昼光の数値シミュレ 
  ーション解析を行った結果、多重散乱を考慮し 
  大気モデルを球殻大気とした場合、晴天時の実 
  測値と良く整合することが確認された。考案し 
  た昼光の近似式により薄暮時の昼光照度も精度 
  よく求めることが可能となった。また、マトリ 
  クス電光表示板の視認性やその電光文字の可読 
  性には大気の混濁度だけでなく粒径分布が影響 
  し、粒径が大きくなるほど視認距離を低下させ 
  る要因になりやすい。文字の発光パターンによ 
  り散乱光による明暗コントラストも変化し、発 
  光部分の面積が大きいほど可読性を低下させる 
  要因になりうる。 

(12) 薄暮時の明るさ環境を模擬再現するため、昼 
  間から夜間にかけて急速に変化する過渡的な昼 

  光の水平面照度と垂直面照度について連続測定 
  を行った。これにより、晴天時には日入り時刻 
  から約 30分の間に昼光照度が 1万分の 1～10万 
  分の 1 まで減少することなど、薄暮時における 
  視環境の明るさの実態や明るさ変化の時間特性 
  を把握した。さらに、それぞれの視環境条件に 
  おいて視対象の明るさと視認性の関係について、 
  視覚実験を行い、空間分解能等の視覚特性測定 
  実験において設定すべき視対象の明るさに関す 
  る基準データを得た。 

  空港面探知レーダーで捉えた航空機位置情報等 

  を基に誘導路中心線灯を選択的に点滅制御する 

  システムを開発する一環として、同システムの 

  構成要素機器のうち新たに開発することが必要 

  な灯火制御装置、監視表示装置及び ASDE インタ 

  ーフェース装置を製作した。実験室内で、一部 

  は模擬的に選択的点滅制御システムを構築し動 

  作確認を行った。次年度以降、実空港において 

  実運用に近い形での試験環境を構築し、検証評 

  価試験を行う予定である。また、可変メッセー 

  ジ型誘導案内灯の既製作プロトタイプについて、 

  冷却性能の評価、表示面の反射防止膜の耐環境 

  性評価を行った。冷却性能は改善の必要性が認 

  められ、反射防止膜の耐環境性については概ね 

  問題がないことを確認した。さらに、前年度ま 

  での視認性評価で一部検討課題となっていた薄 

  暮時等の表示について、視覚実験により、周囲 

  環境の明るさとの関係を考慮した適正表示輝度 

  を明らかにした。 

 

<受託試験・研究の実施状況> 
  以上の研究テーマに関連して、国、公団、民間

等から受託した試験、調査、研究等の実施状況は，

次のとおりである。 

 

◎国からの受託 

○空港整備特別会計関係（航空局からの委託） 

 ・航空機の地上走行視覚誘導システムの開発評価 

   に関する研究（テーマ(13)前出） 

○ 鉄道における新技術の安全性関係（鉄道局から

の委託） 

 ・準天頂衛星の鉄道応用に関する基礎的研究（テ 

  ーマ(3)関連） 

○ 索道事故調査関係（北陸信越運輸局からの委託） 

 ・御岳ロープウェーの事故原因究明に関する試験 

   調査（テーマ(8)(9)関連） 

◎公団、民間等からの受託 



 

○ 新交通システム関係 

 ・新軽便都市交通システム実用化研究調査に関す

る研究（テーマ(1)関連） 

 ・レール案内・ゴムタイヤ式ＬＲＴ「トランスロ 

   ール」の安全性評価における試験項目に係わる 

   技術指導（テーマ(4)関連） 

○ 鉄道における新技術の安全性関係 

 ・軌間可変電車のＡ台車評価のためのベンチ試験 
  （テーマ(7)関連） 

 ・ホーム可動ステップの機能試験及び技術指導

（テーマ(6)関連） 

 ・線区集中連動システム（特殊自動閉そく式対応） 

  のシステム検証と評価（テーマ(1)関連） 

○鉄道の車輪／レール系関係（テーマ(2)関連） 

 ・車輪／レール間摩擦調整による台車曲線旋回性能 
   評価実験 

○鉄道等の電磁界関係（テーマ(3)関連） 

 ・常磐新線（つくばエクスプレス）実験線におけ 

   る磁界調査 

 ・鉄道車両における磁界特性の測定評価方法の研 

   究 

○索道用握索装置の試験（テーマ(8)関連） 

 ・単線自動循環式普通索道用握索装置     2 型式 

 ・複式単線自動循環式普通索道用握索装置 2 型式 
◎公益基金による研究補助 

○（財）メトロ文化財団 

 ・「ボギー角アクティブ操舵を用いた急曲線台車 

   の研究開発」（テーマ(2)関連） 

 

3.1.3 試験･研究成果の主な発表状況及び行

政、産業界、学会等への貢献 

 

  試験・研究によって得られた成果は、所内及び

所外の学会等において発表を行った。 

発表した主な論文の数は、次のとおりである。 

 また、本年度は第 2 回交通安全環境研究所講演

会として、「次世代都市"鉄道"システムの創成を

目指して」と題して、5件の講演を行った。 

 

所内発表（21 件） 

・ 「交通安全環境研究所報告」…3 

・ 「交通安全環境研究所発表会」…13 

・ 「交通安全環境研究所講演会」…5 

 

所外発表（58 件） 

○国際研究集会等（8） 

・International Symposium on Speed-up and  

  Service Technology for Railway and Maglev S 

  ystems（STECH'03 鉄道技術国際シンポジウム） 

  …5 

・International Conference on Contact Mechanics  

  and Wear of Rail/Wheel Systems…1 

・IAVSD 車両ダイナミクス国際シンポジウム…１ 

・International Symposium on Linear Drives for 

Industry Applications (LDIA)…１ 

・ICAO／VAP WG…１ 

○国内学会等（50） 

・鉄道技術連合シンポジウム（J-RAIL'03）・日本 

 機械学会交通物流部門大会…5 

・電気学会 産業応用部門全国大会…3 

・電気学会 交通・電気鉄道 リニアドライブ研 

 究会等…8 

・鉄道レール・車輪接触工学研究会シンポジウム 

 等…2 

・資源・素材関係学協会合同秋季大会…2 

・「電磁力関連のダイナミックス」シンポジウム… 

 1 

・電子通信学会総合大会等…3 

・宇宙科学技術連合講演会…1 

・EMC フォーラム…1 

・応用物理学会講演会…1 

・航空灯火工事報告会…1 

・その他の講演会、フォーラム…4 

・電気学会誌…2 

・電子通信学会技術研究報告…1 

・その他の学会誌…2 

・日本鉄道技術協会(JREA)誌…5 

・「鉄道と電気技術」…4 

・その他の技術雑誌 …4 

 

行政、産業界、学会等への貢献 

主な事項は以下のとおり。 

 

新技術の導入及び普及 

○ 無人運転バス、鉄道用台車、信号システムなど

の新システムの導入に際しての安全性評価、新シ

ステムにおける電磁環境評価など、行政及び産業

界からの要請に基づき、これまでに蓄積した専門

的ノウハウを活用して測定、試験等を行い、これ

らのシステムの実用化促進に貢献した。 

○ 電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に関

する研究成果等により、平成１５年５月に、特殊

鉄道に関する技術上の基準を定める告示（平成１

３年国土交通省告示第1785号）の一部が改正され、



 

新たに「磁気誘導式鉄道」が追加された。 

○ 新幹線と在来線の直通乗り入れを実現するフ

リーゲージトレインの実現のために、当研究所の

台車試験設備で曲線通過実験を行うなど、プロジ

ェクトの早期実現のために貢献した。 

事故原因の究明と再発防止 

○ 平成１５年１０月に長野県の御岳ロープウェ

イにおいて乗客が投げ出される事故が発生したこ

とから、国土交通省北陸信越運輸局が設置した「御

岳ロープウェイ事故調査検討委員会」に委員とし

て参画、同委員会による事故現場における事故調

査に専門家として参画するとともに、当研究所に

おいて事故機の「握索装置調査・試験」を行い、

その結果が同委員会の調査報告書に活用される等、

我が国唯一の索道研究機関として、原因究明活動

に貢献した。また、今後の再発防止のための「索

道施設安全検討会（日本鋼索交通協会）」に参加し、

搬器の構造や保安装置の確実性を含む自動循環式

普通索道の安全性強化の検討を中心となって進め

た。 

○ 地下鉄車両等に用いられる材料の燃焼性試験

を行う施設を関連協会に貸与し、わが国における

鉄道車両の火災防止施策の推進に寄与するととも

に、韓国での地下鉄火災事故を受け総務省消防庁

及び国土交通省鉄道局が設置した「地下鉄道の火

災対策検討会」に参画し、技術基準整備等の推進

に貢献した。 

国際基準への貢献 

○ 鉄道の電気関係の国際規格を策定する国際電

気標準会議（ＩＥＣ）の諸活動に参加し、ＴＣ９

（鉄道関係）及びＴＣ１０６（電磁界測定法）の

国内委員を務めるほか、ＴＣ９のＷＧである無人

自動運転標準化ＷＧ（ＩＥＣ/ＴＣ９/ＷＧ３９）

において、当研究所職員が主査を務め、日本の自

動運転技術が適切に反映された国際規格の策定に

努めたほか、ＴＣ１０６においてもＷＧ委員を務

めた。 

○ 国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）における航空視

覚援助施設の国際標準検討会議に出席し、当研究

所での研究成果を報告した。 

行政施策推進への支援 

○ 国土交通省より、「航空機の地上走行視覚誘導

システムの開発評価に関する研究」を受託し、誘

導路中心線灯の選択的点灯制御による航空機の地

上誘導方式を構築するために新たに必要となる装

置の開発、可変メッセージ表示板の一部のハード

性能の評価を行い、A-SMGCS システムの実用化を促

進した。 

○ 羽田空港再拡張時の視覚誘導システム導入を

目指し国土交通省航空局が進めている開発計画の

具体的な立案のベースとして、航空機の地上走行

視覚誘導システムの開発評価に関する研究が活用

された。 

○ 照明学会の主催する「航空障害灯等の見え方に

関する委員会（国土交通省委託）」に幹事として参

加し、当所の実験施設を用いた実験等により技術

資料の作成に当たった結果、航空障害灯等の設置

基準を緩和する航空法施行規則（昭和２７年運輸

省令第５６号）の一部改正に活用された。 

学術振興・国際交流の中核としての活動 

○ 平成１５年８月に開催された「鉄道技術の研究

開発に関する国際会議 STECH'03」（日本機械学会

主催、電気学会、土木学会共催）において、実行

委員長、実行委員、論文委員、事務局員、座長等

を当研究所の研究者が務め、本会議の日本での開

催のために中核となって活動したほか、海外での

次期開催のための活動を継続し、同分野における

学術の振興、国際交流に貢献した。 

○ 平成１５年８月に開催された「鉄道車両、自動

車の運動と制御に関する国際会議（18thＩＡＶＳ

Ｄシンポジウム）」の実行委員、論文委員、座長を

当研究所の研究者が務め、同会議初めての日本開

催に貢献した。 

○ 平成１５年６月にスウェーデンで開催された

「鉄道のレール・車輪接触工学に関する国際学会

（Contact Mechanics of Rail and Wheel Systems）」

において、国際学術委員会のメンバー、座長を当

研究所の研究者が務め、同学会の国際的学術活動

に貢献した。 

○ 平成１５年１２月に開催された鉄道技術連合

シンポジウム（J-Rail'03）及び機械学会交通・物

流部門大会において、実行委員、幹事、オーガナ

イザーとして開催に寄与した。 

○ 国土交通省、公団、財団法人、各種協会等の主

催する鉄道、索道、航空及び新しい交通システム

などに関する委員会、検討会、研究会に要請に応

じて参加し、中立公正な専門家としての立場から、

これまで蓄積した研究成果等の知見を基に積極的

に活動した。 

○ 日本機械学会、電気学会、土木学会、照明学会、

日本光学会等の学術団体の主催する委員会、研究

会等に、要請または自発的に参加し、専門家とし

てこれまで蓄積した知見を基に積極的に活動し、



 

学会等の活動に貢献するとともに自らを研鑽した。 

○ 東京大学、東京農工大学、芝浦工業大学等の大

学の教官及び学生と研究等に関わる意見・情報交

換等を積極的に行い、それぞれの立場から相互に

研鑽し、研究の発展、深度化に努めた。 

○ 当研究所で開発した「車輪・レール間の相対角

度の測定方法」や「レール・車輪間の作用力（輪

重、横圧）の測定方法」などが、複数の鉄道事業

者により採用され、鉄道の安全性向上や測定技術

の向上及び普及に貢献した。 
 

3.1.4 試験･研究設備、施設の整備状況 

 

  平成 15 年度に整備した主な試験・研究設備，施

設は，次のとおりである。 

 

・都市内鉄軌道用台車試験設備機能付加 
・鉄道システム事故発生予測シミュレータ 
・ＡＳＤＥインターフェース装置 

・灯火制御装置 

 

 



 

3.2 研究課題別実施状況 

3.2.1 事故の原因究明 

 
鉄道の事故防止に関する基礎的研究 

水間 毅 
佐藤 安弘、大野 寛之 

山口 知宏 
研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 各種の鉄道事故の原因究明をとおして、事故防

止のために必要な技術開発や改善事項を抽出する

ための資料を得る。また、従来は、事故発生後に

その事故原因に基づき個別的に対策を施して安全

性の向上を図ってきたが、鉄道システム全体の安

全性を、事故事例の定量的分析、事故に至る確率

等の計算を通じて定量的に評価し、弱点を重点的

に補強することによりシステム全体の安全度を向

上させるための手法について、基礎的な研究を行

う。 
２．試験研究概要 
 事故やインシデントの事例調査とともに、重大

事故または特異な事故が発生した場合は必要に応

じて調査・解析を行い、事故分析・事故予測手法

に関する基礎的研究を行う。また、鉄道システム

全体の安全性を、事故事例の定量的分析、事故に

至る確率等の計算を通じて定量的に評価するため

の手法について、基礎的な研究を行う。 
３．成果概要 
(1)鉄道システムにおける安全性の定量的評価手法

の研究（水間毅） 

 鉄道における安全性、信頼性の数量化には国際

規格(IEC62278)の RAMS の議論が不可欠である

ことより、規格に対応させる数量化の手法の検討

を行った。また、日本が実現している高度な安全

性、信頼性を特徴づける指標に関する検討も行っ

た。その結果、フェールアウト側故障率や１時間

あたりの故障件数等の新しい指標が有効であるこ

とが確認された。 
 また、動的シミュレータによる安全性、信頼性

評価を行う手法について検討し、鉄道システムの

構成要素単位まで、故障率を設定することにより、

システム全体の安全性、信頼性が評価できること

を確認した。 
 

3.2.2 事故防止策の究明 

 
鉄道システムにおける安全性の数量的評価手法と

事故発生予測モデルに関する研究 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
日本における鉄道システムは、これまでの実績か

ら十分な安全度が保たれていると言われてきたが、

それに関して定量的評価を行った例は少ない。近

年は、ただ安全を確保するだけでなく、コストに

見合った、信頼度も考慮した、数量的な評価が求

められている。また、一旦事故が起きると、非常

に社会的影響が大きいことから、事故に至るイン

シデントを解析して、事前に事故発生を予測でき

る手法の確立が求められている。従って、本研究

では、鉄道システムにおける安全性を定量的に評

価する手法を確立させ、シミュレーション等を利

用して動的に事故発生を予測可能なモデルを作成

することを目的として研究を実施する。 
２．試験研究概要 
 鉄道システムにおける安全性の数量的評価手法

の研究としては、FTA や FMEA と言った事前安全

性解析手法の確立に関する検討を行い、サブシス

テムの状態を考慮した状態遷移モデルを作成し、

それに基づいた事故発生確率の定量化とその評価

について検討する。また、事故発生予測モデルに

関する研究では、事故発生要因の定量化に関する

検討を行い、事故発生メカニズムの定量的評価に

関する検討を行う。その結果、事故発生予測モデ

ルを作成し、事故がどのような経緯で、どのよう

な確率で発生するかを動的に評価できるシミュレ

ータを作成して、事故の解析、定量的評価を試み

る。 
３．成果概要 
(1) 鉄道システムにおける安全性の定量的評価手

法の研究（山口知宏） 
 鉄道における安全性、信頼性の数量化には国際

規格(IEC62278)の RAMS の議論が不可欠である

ことより、規格に対応させる数量化の手法の検討

を行った。また、日本における自動運転の安全性、

信頼性に関する数量的評価の試みを行った。 



 

(2) 事故発生予測モデルに関する研究（水間毅） 
 鉄道システムの各構成要素（信号機、転てつ機、

リレー等）をモデル化し、個々に故障確率を設定

して、フェールセーフ／アウト故障をその確率に

従って発生させながら、列車走行を模擬できるシ

ミュレータの開発を行った。その結果、現状の鉄

道で実現されている安全性は、個々の構成要素の

高い安全性に支えられており、各構成要素の最適

な許容故障率が存在することが確認された。 
 
電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に関する

研究 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
  リニアモータ、磁気ネイル、磁石ベルト等の

電磁現象を利用した新しい鉄道システムの開発が

進んでおり、これらの新技術に関する安全性評価

手法等を検討する。また、こうしたシステムから

放射される電磁界が他の機器へ及ぼす影響や耐性

を測定、国際標準との関係において調査し、日本

に相応しい EMC 標準に関する検討を行う。 
２．試験研究概要 
 リニアモータの制御方式、構成方法、高効率化

について検討するとともに、リニアモータを使用

した鉄道システムの技術評価に関する検討を行う。

また、超電導技術の鉄道への応用に関する検討を

行い、磁気浮上式鉄道への応用に関する安全性評

価手法を検討するとともに、新しい超電導技術の

鉄道への応用に関する技術評価手法の検討を行う。

さらに、鉄道に関する電磁界の国際基準に関する

調査を行い、実測定を通した結果を基に、日本に

相応しい電磁界基準を検討する。 
３．成果概要 
(1) リニアモータ関連技術の基準に関する研究（山

口知宏） 
 車上一次式のリニアモータの定格、容量決定法

は既存の回転型モータの決定法に準拠して計算で

きることを明らかにし、地上一次式リニアモータ

に関しては、最大出力を定格容量とする必要があ

ることを明らかにした。また、その考え方により、

地上一次式リニアモータを利用して加速する新し

い都市交通システムのリニアモータに関する概略

設計を実施した。 
(2) 超電導関連技術の基準に関する研究（水間毅） 
 山梨実験線における超電導磁気浮上式鉄道の超

電導磁石について、評価検討委員会、電気学会委

員会等に参画して、安全性、信頼性に関する評価

指標を検討するとともに、超電導磁石の定格、容

量決定法に関する検討を行った。 
(3) 電磁界の基準に関する調査（山口知宏） 
 IEC(国際電気標準会議）TC106(電磁界測定法）、

TC9(鉄道電気技術）に参画して、鉄道から放射さ

れる電磁界の基準に関する規格を整理するととも

に、鉄道が守るべき指針について検討を行った。 
(4) 鉄道からの磁界測定法に関する研究（水間毅） 
 鉄道から放射される磁界を正確に測定し、解析

できる測定器の開発を行い、それに基づいて実際

のデータを取得した。その結果、鉄道からの磁界

放射を正確に測定できる方法について検討し、国

内委員会に提案した。 
 
索道用受索装置における索輪荷重の測定方法に関

する基礎的研究 
細川 成之 

佐藤 久雄、千島 美智男 
研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
索道では、搬器走行中に索輪荷重が変動すると輪

重抜けなどが生じ、場合によっては脱索・脱輪に

至り安全な運行に支障をきたすことがある。この

ため、索道において搬器走行中の索輪荷重を測

定・把握することは、安全な運行を図る上で重要

な事項である。しかし、実際の索道施設において

索輪荷重を動的に測定した例はほとんどみうけら

れない。そこで、本研究では、索輪荷重の測定方

法について検討を行い、実際の施設で使用可能な

索輪荷重の測定方法を提案するとともに、索輪荷

重を測定することにより脱索に至る過程での輪重

変動を明らかにし、脱索防止並びに脱索現象の究

明に資することを目的とする。 
２．試験研究概要 
平成１２，１３，１４年度は、索輪に作用する垂

直方向荷重について、実際の施設で使用可能な測

定方法について索輪のひずみを利用した測定方法

の検討を行うとともに、室内の実験装置により静



 

的及び動的な特性の確認を行った。平成１５年度

は、索輪荷重の測定方法における測定精度の向上

について実験により検討を行った。また、これま

での脱索事故について調査を行い、脱索発生要因

の抽出を行うとともに、ロープと索輪との接触条

件を変化させるための装置の製作を行った。 
３．成果概要 
(1) 索輪荷重の測定方法に関する研究（細川成之） 
 ロープ荷重により索輪に生じるひずみを用い垂

直方向荷重を測定する方法を提案し、その基礎的

な特性を把握するために索輪に横方向荷重が負荷

された場合及び索輪とロープ接触位置が変化した

場合の検討を行った。実験では、索輪に一定の静

的な垂直方向荷重を負荷した状態で静的な水平方

向荷重を段階的に負荷し、各荷重条件における垂

直方向荷重の測定誤差を求めた。また、垂直方向

荷重を負荷する位置については、索輪の中央(Δ
=0mm)だけでなく、加圧子が索輪のフランジ部と

最も接近する位置である Δ＝±20mm と索輪中

央からΔ＝±10mm の位置で実験を行った。脱索

限界荷重（供試索輪における脱索時の垂直方向荷

重と水平方向荷重の値）付近についてみると、Δ

=0mm において、水平方向荷重の干渉が少なく垂

直方向荷重の測定誤差が 10%未満であったのは、

主に水平方向荷重が 3400N 以下の場合であった。

同様に、垂直方向荷重の測定誤差が 10%未満とな

るのは、それぞれ、Δ＝+10mm では水平方向荷重

が 3400N 以下、Δ＝+20mm では 3100N 以下、Δ

＝-10mm では 3100N 以下、Δ＝-20mm では

2700N 以下の場合であった。以上の結果から、垂

直方向荷重の測定に関しては、脱索限界荷重付近

において、水平方向荷重による干渉が少なく誤差

10%未満で測定できる荷重範囲は、水平方向荷重が

2700N 以下の場合であった。 
 また、荷重測定用索輪で動的に荷重測定を行う

場合のデータ・サンプリング方法及びデータ処理

方法等についての検討を行った。索輪荷重データ

は、索輪上の８カ所に設置したひずみゲージで測

定され、テレメータを介してデータ収録装置に記

録する方法をとっている。索輪に取付けたひずみ

ゲージは、その直上位置の感度が最も高いため、

この点のデータのみを選択的に抽出するための処

理プログラムを作成した。また、ひずみデータを

工学値に連続的に変換し、グラフ化するプログラ

ム等を作成した。 

（２）索輪荷重の動的な測定及び安全確保に関す

る研究（細川成之） 
 索輪に作用する垂直方向荷重の動的な測定方法

について、索輪に対する垂直方向荷重及びロープ

の運転速度を変えた場合について室内実験により

検討を行った。その結果、索輪で測定した荷重値

は、輪軸支持部に設置した較正用のロードセルで

測定した値に比べて荷重変動が大きく測定される

結果となった。また、ロープ速度が増すにしたが

いロードセルの測定値より若干低くなる傾向を示

した。索輪上での測定値がロードセルによる測定

値よりも変動する値をとったことについては、索

輪とロープとの接触条件が関係することが考えら

れる。ロープの表面形状は素線とストランドによ

り一様ではなく、索輪とロープは索輪表面のゴム

面を介して接触し、その面積は負荷荷重等により

変化する。供試索輪に配したひずみゲージは、そ

の直上位置で最も感度が高くなるため、荷重分布

が変化する場合には測定値の変動となって測定さ

れると考えられる。また、ロープ速度が高い場合

に索輪上での測定値がロードセルによる測定値に

比べて平均して低い値を示したのは、ロープによ

る索輪の接線方向の力が増大したためではないか

と考えられるが、速度依存性も含めて詳細な検討

が必要であると考えている。 
 また、索輪に作用する垂直方向荷重について索

輪のひずみを利用した測定方法と輪軸の曲げひず

みを利用した測定方法について室内実験を行った。

その結果、索輪による測定方法では、測定値は間

欠的（今回は索輪一回転につき８点）となり連続

的な荷重変動の把握のためには補正方法の検討が

必要であり、さらに十分な測定精度を得るために

各測定点で厳密な較正が必要とされるが、輪軸に

よる測定では比較的容易な較正で十分な測定精度

が得られやすい。また、ロープ速度が比較的低速

な場合には索輪による測定値と輪軸による測定値

との差は±10％程度であったが、ロープ速度が高

くなるにしたがい測定値の差が大きくなる傾向を

示した。索輪による測定方法は現状のままで実際

の索道施設での利用が可能であるが、輪軸による

測定方法は、敷設方法について検討を要する、等

の結果を得た。 
（３）脱索発生時における輪重変動に関する研究

（千島美智男） 
 脱索発生状況の把握の基礎的資料として、過去



 

10 年間に発生した索道の主な運転事故及び運転阻

害について調査し、脱索の発生要因の抽出を行っ

た。その結果、脱索が主要な原因となった事例の

うち、風が原因と考えられる事故が約 3 割であり、

乗り損ねや搬器を振らす等の乗客に起因する事故

が約 4 割発生していた。残りの 3 割は張力の異常

や部外者による不可抗力が脱索の原因であった。

また、事故にまで至らないインシデントとして 13
年 10 月以降 5 件の脱索が報告されており、その 8
割が風に起因するものであり、残りが整備不良と

乗客に起因するものであった。このほか、ロープ

と索輪との接触状態を変化させた場合の輪重変動

等に与える影響について検討を行うため、脱索実

験装置の改造を行いロープが索輪に進入する角度

を任意に付与できる装置を製作した。 
 
低視程時における視覚情報伝達方法の改善に関す

る研究 
青木 義郎 

豊福 芳典、塚田 由紀 
研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 低視程時における視覚システムの見え方を解析

しその改善方法を検討していくことは重要である

が、自然条件下で種々の条件について被験者実験

を行うことは困難であり十分な解析がなされてい

ないのが現状である。この研究では、霧などの条

件下における光散乱を考慮した視環境や視覚情報

伝達の解析を行い、その条件下での見え方の評

価・解析を行う。 
２．試験研究概要 
 視程条件等に応じて変化する昼光散乱を考慮し

た視環境の解析を行い、ＣＧシミュレーションに

反映させるとともに、視環境の計測方法について

の検討を行う。また光散乱を考慮した視環境の解

析を行うとともに、改善したＣＧシミュレーショ

ンにより各種視覚システムの改善方法について検

討を行う。 
３．成果概要 
○視環境シミュレーションに関する研究（青木義

郎） 
 数値シミュレーションにより低視程時における

視環境や灯火の見え方について解析を行った。そ

の結果を以下に示す。 

(1)ＣＧ画像の高精度化のため昼光の数値シミュレ

ーション解析を行った。多重散乱を考慮し大気モ

デルを球殻大気とした場合、晴天時の実測値と良

く整合することが確認された。また、考案した昼

光の近似式により薄暮時の昼光照度も精度よく求

めることが可能となった。 
(2)マトリクス電光表示板の視認性やその電光文字

の可読性には大気の混濁度だけでなく粒径分布が

影響し、粒径が大きくなるほど視認距離を低下さ

せる要因になりやすい。文字の発光パターンによ

り散乱光による明暗コントラストも変化し、発光

部分の面積が大きいほど可読性を低下させる要因

になりうる。発光強度が十分に高く外光の影響が

ない条件では、Koschmieder 式により求められる

視認限界よりも３倍程度の視距離が得られる可能

性がある。 
 
順応条件が変化したときの視覚特性に関する研究 

塚田 由紀 
豊福 芳典、青木 義郎 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 視環境の明るさが急変する場合、視覚系の順応

が追いつかず視認性の著しい低下が起こる。明る

さが急激に変化する薄暮時には、視認性の低下が

原因で交通事故が多いことも知られている。 
 本研究では視環境の明るさが変化するときの視

覚特性の低下を明らかにし、これに対する対処方

策を検討するための基礎資料を提供することを目

的とする。 
２．試験研究概要 
 視環境の明るさレベルとして、太陽直下、雲中、

薄暮時、暗黒等に相当する明るさレベル実態の測

定と情報収集を行う。これに基づき、それらのレ

ベル間での変化を模擬現し、また、視対象の明る

さをパラメータとして、視力、空間分解能及び色

覚特性を測定し、順応条件によるこれらの視覚特

性の変化の違いを明らかにする。 
３．成果概要 
○順応条件が変化したときの視覚特性に関する研

究（塚田、豊福、青木） 
・薄暮時の明るさ環境を模擬再現するため、昼間

から夜間にかけて急速に変化する過渡的な昼光の

水平面照度と垂直面照度について連続測定を行っ



 

た。 
・これにより、晴天時には日入り時刻から約 30 分

の間に昼光照度が 1 万分の 1～10 万分の 1 まで減

少することなど、薄暮時における視環境の明るさ

の実態や明るさ変化の時間特性を把握した。 
・さらに、それぞれの視環境条件において視対象

の明るさと視認性の関係について、視覚実験を行

い、空間分解能等の視覚特性測定実験において設

定すべき視対象の明るさに関する基準データを得

た。 
・また、既存の実験設備（順応ブース）の機能で

ある太陽直下の明るさ環境と暗黒環境の瞬時切替

は、７個の各メタルハライドランブにエア駆動式

シャッターを組み合わせて実現しているが、さら

に雲中や薄暮時を含む様々な中間段階の明るさ環

境とそれら相互の瞬時切替機能を付加する方法に

ついて検討し、順応ブースの改造を実施した。 
・この機能付加方法として通常明るさ調整に使用

される光学フィルターをシャッターに用いること

は、微妙な熱変形により円滑なシャッター動作が

阻害されるなどの問題があり、小孔を多数設けた

アルミ板をシャッターとして用いることにより、

均一で様々な中間段階の明るさ環境とそれらの瞬

時切替が可能となった。 
 
3.2.3 都市交通システムの機能向上 

 
操舵台車の高度化・知能化に関する研究 

松本 陽 
佐藤 安弘、大野 寛之 

水間 毅 
研 究 開 始 時 期  平成１２年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 都市鉄道における保守低減などが可能となる超

急曲線から直線高速走行まで対応できる鉄道シス

テム実現のため、操舵台車の運動特性などの研究

課題について、実物大試験台車を用いた台上実験

やシミュレーションを実施し、新しい知見を得る。 
２．試験研究概要 
(1) 2軸ボギー操舵台車の最適化に関する研究 
  試験台車を用いた急曲線通過実験等を台車試験

機上で行い、独立回転車輪を用いた操舵台車の最

適化について研究する。 
(2) 車輪/レール境界の最適化に関する研究 

  台車の曲線通過性能を向上させ、レールの異常

摩耗を減少させることを目的として、車輪踏面と

レール頭頂面の潤滑および形状の最適化について

研究する。 
(3) ボギー角アクティブ操舵台車の研究開発 
 車軸を特に操舵せず、台車枠のみを車体に対し

てアクティブに操舵することにより、簡素な構造

で、曲線通過性能の向上を図る方法等について、

台車試験機による実物大試験を中心に研究する。 
(4) 模型実験装置による実験 
  1軸台車の模型実験装置を用いて、ステアリング

制御方法、測定方法などに関する基礎的知見を得

る。 
３．成果概要 
(1) 2軸ボギー操舵台車の最適化に関する研究（佐

藤 安弘）  
 昨年度と同じ台車を用いて、車輪踏面が摩耗し

た場合と新製断面に近い場合、また軸箱支持剛性

を変更した場合の急曲線通過実験を台車試験機上

で行い、それぞれ曲線通過性能を把握した。その

結果、踏面形状により若干前軸外軌横圧が異なる

こと、軸箱前後支持剛性を柔らかくした場合、前

軸のアタック角が減少しそれに伴い前軸外軌横圧

も低減することが確認された。 
(2) 車輪/レール境界の最適化に関する研究（松本 

陽） 
  車輪／レールの境界面を摩擦調整材により潤滑す

ることにより、台車の曲線通過性能が改善されるこ

とを、台車試験機を用いて検証した。この結果、曲

線通過時の旋回性能の向上については、先頭軸外軌

側車輪の脱線係数、後軸両車輪に発生する縦方向

すべりなど、台車の曲線旋回を阻害する要素はい

ずれも 1/3 程度に減少し、曲線抵抗の減少により消

費エネルギーも３割程度減少することが明らかにな

った。また、摩擦調整の効果を常時把握することを

目的に、営業車によって車輪・レール間の状態を推

定できるシステムを実現するための基礎実験を台車

試験機を用いて行い、実現性の目途をたてた。 

(3) ボギー角アクティブ操舵台車の研究開発（松本 

陽） 
  14年度は、実物台車に電動アクチュエータ方式

の試作アクティブ操舵機構を付加し、台上試験に

より実験を行った結果、アクチュエータの作動力

にほぼ比例して、曲線通過時における台車のボギ

ー不足角は減少し、曲線通過性能の悪さの指標と



 

なる先頭軸外軌側車輪の横圧値も顕著に減少して

いくことを明かにし、本方式の基本的有効性が確

認した。15年度はシミュレーション結果と台上試

験結果を対比して、それらがよく一致することを

確認するとともに、操舵機構に動的な制御機構を

付加し、緩和曲線を含む動的な挙動を台上試験に

より把握し、基本的有効性と解決すべき問題点を

明らかにした。 
(4) 模型実験装置による実験大野 寛之） 
 1/5の１輪軸模型を用いた台上実験により、台車

・輪軸の運動に関する基本特性を効果的に把握す

る方法について考察を行った。 
 
索道搬器の動揺低減に関する研究 

佐藤 久雄 
千島美智男、細川 成之 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
索道では、走行中の搬器の過大な動揺により、

搬器荷重が大きく変動し、索輪あるいは走行輪の

輪重抜けが生じ、場合によっては脱索あるいは脱

輪に至り、安全な運行に支障をきたすことがある。

近年、索道の運転中、これに起因すると考えられ

る搬器落下事故も報告されている。また、索道で

は、風により搬器の動揺を受けやすいため、風の

もとでの安定運行の面から、公共輸送システムと

しての適用に制限を受けることとなっている。 
 本研究では、走行中の搬器の動揺を低減するこ

とにより、索道運転時における安全性の向上を図

るとともに、耐風性などの向上により、索道シス

テムの適用範囲の拡大を図ることを目的に実施す

る。 
２．試験研究概要 
 搬器に球転動式の減衰装置を装着した場合にお

ける、同調条件に関する基本的な特性および効果

について検討を行うとともに、その際の可動質量

の特性および挙動について解析を行う。また、搬

器の荷重条件などの走行条件変化時における搬器

の特性および挙動について解析を行うとともに、

本減衰装置のパラメーターを変化させた場合の特

性と効果について検討を行う。さらに、これらの

解析結果について確認するために、模型あるいは

実器を用いて実験的な検討を行う。 
３．経  過 

動揺減衰装置の機能向上に関する検討（佐藤久雄） 
風等による索道搬器の動揺低減を目的として、球

転動式の動揺減衰装置の提案を行うとともに、本

装置を搬器に装着する場合の調整方法とその効果

に関する検討を行った。その結果をまとめると、

次のとおりである。 

(1) 球転動式の装置のパラメーターの最良調整値

について、質量比を横軸にした場合および取り付

け位置比を横軸にした場合について、最良固有振

動数比、最良減衰係数比、および最良調整時の最

大振幅比について調整図表の作成を行い、関係を

明らかにした。 

(2) 付加質量の取り付け位置は、装置の制振性能

を決定する上で非常に重要である。付加質量の取

り付け位置を主系の重心位置より上方あるいは下

方に離す程、装置の制振性能は向上する。 

(3) 主系の質量に対する付加質量の割合（質量比）

が大きい程、装置の制振性能は向上する。また、

質量比の増加に対する制振性能の向上効果は、質

量比が小さい時程顕著である。 

(4) 最良調整された減衰装置を装着した場合の効

果について、主系の周波数応答、初期変位に対す

る時間応答、ランダム風に対する時間応答につい

てシミュレーションを行い、減衰装置は十分効果

があることを確認した。 

(5) 模型実験を行い、減衰装置を装着した場合の

効果を確認した。初期変位に対する時間応答結果

では、質量比Ｒ＝０．１、取り付け位置比γ＝０．

５の場合には、搬器の傾斜角が３周期程で初期角

に対して半減することが認められた。実験値とシ

ミュレーション値との比較検討を行い、シミュレ

ーション値は実験値に良く合っていることを確認

した。 
 
都市交通システムにおける機能の充実度評価に関

する研究 
日岐 喜治 
柳沢 治茂 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 高齢社会に適応した都市交通システムを構築し

ていく上で必要な交通システムの段差等の構成要

素について調査分析し、高齢者等の交通弱者にと

ってより移動しやすい交通システムの改善に資す



 

るため、都市交通システムの機能の充実度につい

て評価方法の提案を行う。 
２．試験研究概要 
 平成１３年度は、都市交通システムにおける構

成要素の機能について、分析方法の検討を行う。

平成１４年度から平成１５年度は、各種機能の利

用実態についての調査分析を行う。平成１５年度

以降は、調査分析を行うとともに、評価基準の選

定を行い、機能の充実度についての検討を行う。 
３．成果概要 
○都市交通システムにおける機能の充実度につい

ての調査分析（日岐喜治、柳澤治茂） 
 東京都内のバス交通システムのターミナルでの

旅客を男女年代別に分類し、その降車特性の差異

を明らかにした。 
 バス車両から降りるときの１歩幅の移動時間に

関しては、男性では３０歳～４９歳までがもっと

も短く平均値は０．６７秒である。女性では１０

歳～２９歳までがもっとも短く０．６７秒である。

また、男性では１０歳～６４歳については違いは

少ない。男性の高齢者の平均値は０．８１秒であ

り、男性の一般者Ａ*の平均値は０．７０秒である。

男性の場合、高齢者の方が一般者Ａより１５．７％、

降りるときの１歩幅の移動時間が長い。女性の高

齢者の平均値は１．０５秒であり、女性の一般者

Ａの平均値は０．７７秒である。女性の場合、高

齢者の方が、一般者Ａより３６．４％、降りると

きの１歩幅の移動時間が長い。男女について比較

すると、女性の方が男性より１３．５％ほど１歩

幅の移動時間が長い。一般者Ａでは女性の方が１

０％ほど１歩幅の移動時間が長い。高齢者では、

女性の方が２９．６％ほど１歩幅の移動時間が長

い。手すりの使用に関しては、男女とも高齢者の

使用する割合が高く、男性の高齢者の３２％が手

すりを使用しており、女性高齢者の５３％が手す

りを使用している。 
＊：一般者から高齢者と障害者を除いた集合を、

一般者Ａとよぶ。以下同様。 
○都市交通システムの充実度評価に関する研究

（日岐喜治） 
 旅客の移動特性を評価するための基準について

の検討を行った。また、移動制約者における移動

制約要因についての分析方法の検討を行った。 
 
 

3.2.4 交通インフラの機能向上・有効活用 

 
複合交通ﾈｯﾄﾜｰｸにおける交通流ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法に関

する研究 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 近年、ヨーロッパを中心に普及している LRT は

自動車交通との同一空間を効率良く走行させるこ

とが重要な課題となっており、また、専用道、一

般道路両方を走行可能な新しい交通システムが開

発されている。このような場合、自動車交通と公

共交通の協調の取れた信号制御、運行計画が重要

である。このため、公共交通と自動車交通の複合

ネットワークを考慮した交通シミュレーション手

法を開発し、新しい交通システム導入時における、

自動車交通との最適な信号制御、運行計画作成法

を開発する。 
２．試験研究概要 
 自動車交通と公共交通（軌道系）の両方の走行

を同一空間でシミュレートする手法を開発する。

自動車交通については、自動車個別の走行を模擬

し、公共交通については、交通信号機以外に優先

信号機に対する走行も可能として停留所での停車、

乗降客による停車時間も模擬した動的なシミュレ

ーション手法を開発する。 
３．成果概要 
(1) 公共輸送機関の最適ネットワーク化に関する

研究（大野寛之） 

 最適ネットワーク実現のため、GIS をベースに

既存の公共交通網の集客範囲を分析し公共交通交

通の空白地域・不便地域を抽出し、新規路線設定

を支援するシステムの構築を行った。 
(2) 複合交通流シミュレータの評価に関する研究

（水間 毅） 
 地図上に LRT の路線・駅を設定し、LRT の性能

により走行できるシミュレータに、交通信号機の

制御により LRT を走行可能とし、さらに、各交差

点における自動車交通流を設定して、LRT が交通

信号機に制御されて走行するのに伴い、自動車交

通流がどのように変化し、交差点における自動車

の滞留がどのようになるかをシミュレートできる



 

機能を付加して、交通信号機制御と自動車交通流

滞留の関係を明らかにした。 
 作成した軌道系公共交通と自動車交通が共存し

て走行する路線を模擬できるシミュレータにより、

道路交通信号による自動車の信号待ち及び信号通

過流が定量的に解析可能となったとともに、自動

車交通の阻害を最小限にする公共交通用優先信号

の制御方式の検討が可能となった。 
 

鉄道インフラの特性向上に関する研究 
佐藤 安弘 

水間 毅、大野 寛之 
研 究 開 始 時 期  平成１３年４月 
研究終了予定時期    平成１７年３月 
１．目  的 
 近年、従来の軌道構造にとらわれない新しい構造

の軌道や分岐器などが開発され、鉄道施設への新

技術の適用に対する中立的な技術評価が求められ

ている。また、地震時の構造物と列車の挙動など

従来必ずしも十分に究明されていなかった面があ

る。このため、鉄道インフラ、すなわち軌道や構

造物の現状の課題を見いだすとともに、事故防止、

低コスト化、高品質化等の観点からそれらの特性

の向上を図る。 

２．試験研究概要 

(1) 新型軌道構造の評価に関する研究 

 コンクリート床版樹脂充填式等新しいタイプの

軌道構造について調査し、実路線への導入にあた 

り、強度や安全性等の評価方法について研究する。 

(2) 新型電気転てつ機の評価に関する研究 

 各種の小型一体型の転てつ機について調査し、

実路線への導入にあたり、転てつ機能や安全性等

の評価方法について研究する。 

(3) 橋桁の地震時動的挙動に関する研究 

 新たな軌道構造や車両構造に応じた走行安全上

等から見た構造物の変位制限に関する調査等を行 

い、地震時の橋桁の動的挙動に関する知見を得る。 

３．成果概要 

(1) 新型軌道構造の評価に関する研究（佐藤 安

弘） 

  営業線に初めて敷設された樹脂固定型（INFUND

O）軌道について、昨年度までに走行試験を行い、

INFUNDO 軌道の一般路盤上での特性を把握するこ

とができた。今年度は引き続き INFUNDO 軌道の大

型橋梁への適用性について検討し、橋梁のたわみ

限度値に関する資料を得るため、荷重載荷実験を

行うこととし、実験用供試体の仕様やセンサの設

置について検討した上、供試体を製作した。 

(2) 新型電気転てつ機の評価に関する研究（大野 

寛之） 

  ヨーロッパで近年LRT用に開発された電気転てつ

機は、併用軌道上に設置できる小型、軽量のもので

あるが、これを日本で実用化するに当たり、昨年度

までに動作原理を把握し、異常時における安全性確

認方法等を検討した。今年度は、実路線に敷設され

た新型電気転てつ機の耐久性等に関する資料を収集

するとともに、普通鉄道をLRT化する際に、使用す

る新型電気転てつ機の設計上注意すべき事項や、安

全性確認方法等について検討した。 

(3) 橋桁の地震時動的挙動に関する研究（佐藤 安

弘） 

 構造物の変位制限に関しては、主として委員会

活動により、地震による構造物の振動の影響を考

慮した列車の走行性解析等に関する資料を得ると

ともに、設計標準案の適用性について検討した。 

 また、地震時動的解析への入力条件などを整理

する際の基礎資料とするため、橋梁支承及び落橋

防止工の供試体を用いて材料強度試験機による実

験を行い、橋梁変位に対する静的荷重負荷特性な

ど基本的な特性を得ることができた。 
 

軌間可変電車の技術評価に関する研究 

松本 陽 

水間 毅、佐藤 安弘 

大野 寛之、緒方 正剛 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 

１．目  的  

 全国新幹線網の充実を、新線を建設せずに在来

線を活用して実現するものとして、軌間の異なる

標準軌の新幹線と狭軌の在来線を直通運転できる

軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の開発が

国家プロジェクトとして進められている。プロジ

ェクトの推進母体であるフリーゲージトレイン技

術研究組合と連携して、台上試験、技術検討など

を行い、プロジェクトの今後の効率的推進を促進

する。また、路面電車などを含む都市鉄道に軌間

可変技術を適用して、都市交通システムの機能向

上させる検討を行う。 

２．試験研究概要 



 

 軌間可変電車のこれまでの試験計画、試験結果

のレビューを行い、これまでの研究開発の評価を

行うとともに、今後の研究開発計画に対する検討

を行い、これまでの研究成果を最大限に活用し、

一次車改造及び二次車新造等、今後の計画を効率

的に進めるための検討を行う。平成 15 年度は曲線

通過性能に関して系統的に評価されていないＡ台

車について、台上試験について、摩耗特性を含め

て評価を行う。 
３．成果概要 

(1) 軌間可変電車に関する調査（松本 陽） 

 Ａ方式台車は、これまで 240km/h 程度までの耐

久走行試験等を行ってきた等の実績もあり、

200km/h 程度までの在来線区間や都市鉄道などで

の活用の可能性も十分考えられるので、これまで

の試験結果の精査と定量的な分析による再評価が

望まれるので、本研究所の台車試験機を用いて、

曲線通過性能、曲線部における車輪の摩耗特性等

について試験を行った（詳細は別掲）。 

 また、技術研究組合の技術委員会や走行試験等

に参加し、Ｂ方式台車を改造したＣ方式、Ｄ方式

台車について、直進安定性を向上させるため、コ

ロ・スプライン方式と車軸剛性低下の関係につい

て検討した。中間駆動軸を用いてブレーキ・ディ

スクをばね上とするＣ方式、Ｄ方式台車について

は、構造的に従来にない方式であるので、事前に

十分な台上試験を実施する必要があると考え、台

上試験の実施について検討した。 

 さらに、走行システム、特に車輪軸については、

不具合の発生が脱線等の大事故につながる恐れが

あるので、不具合の発生と車輪軸の破壊、脱線等

を、系統的に解析する FTA、FMECA 等を活用し

たリスク・アナリシスが必要と考え、その実施に

ついて検討した。 
(2) ＬＲＴの軌間可変技術に関する研究（水間 

毅） 

 これまで開発されてきたＡ台車、その他の軌間

可変台車のこれまでの試験結果など整理するとと

もに、都市鉄道に適用する場合の問題点や今後検

討が必要な課題などについて検討した。 

 

 

 

 

 

航空機の地上走行視覚誘導システムの開発評価に

関する研究 
豊福 芳典 

青木 義郎、塚田 由紀 
研 究 開 始 時 期  平成１４年４月 
研究終了予定時期    平成１８年３月 
１．目  的 
 航空交通量の著しい空港における安全かつ円滑

な地上走行を支援し運航効率の向上を図るととも

に、適切な視覚ガイダンスにより低視程運航時に

おける地上走行航空機等の衝突防止の強化を図る

た め 、 先 進 型 地 上 走 行 誘 導 管 制 シ ス テ ム

（A-SMGCS）の実用化が求められている。 
 このため、同システムの中核的要素技術である

走行誘導のための灯火制御システム及び可変メッ

セージ型誘導案内灯について、実証システムの開

発及び評価試験を行い、A- SMGCS の実用化導入

への橋渡しをすることを目的とする。 
２．試験研究概要 
 A-SMGCS の主要機能の一つである誘導機能と

して誘導路中心線灯の点灯制御による視覚誘導シ

ステムを平成２０年度に羽田空港再拡張に合わせ

て導入するという計画のもと、本年度はそのため

に新たに開発することが必要な装置として、ASDE
インターフェース装置及び灯火制御装置を開発・

試作する。 
 また、昨年度製作し視認性の評価試験を行った

可変メッセージ型誘導案内灯のプロトタイプにつ

き、本年度も引き続き、未検討課題である冷却性

能及び表示面保護カバーの耐環境性並びに前年度

視認性評価で明らかとなった検討課題として薄暮

時の適正表示輝度について検討する。 
３．成果概要 
○ASDE インターフェース装置の開発に関する研

究（青木 義郎） 
・灯火制御システムは、デジタル方式の空港面探

知レーダ（以下、「ASDE」）の航空機位置情報に基

づき誘導路中心線灯を点灯制御することとなるた

め、ASDE からデータを入力して灯火制御装置へ

伝送する I/F が必要となる。この装置として ASDE
インターフェース装置を開発・試作した。 
・本装置の ASDE との接続は、ASDE 出力仕様に

合わせてUDP/IPブロードキャスト対応LANとし、

灯火制御装置との接続は TCP/IP LAN とした。 
・ASDE との接続無しで灯火制御システムの動作



 

確認が行えるよう、ASDE インターフェース装置

単独で、ASDE データを模擬し同一フォーマット

を持つ疑似ターゲットの発生機能を装備した。 
・さらに、灯火制御装置へ伝送した ASDE 実ター

ゲット及び疑似ターゲットの空港面での動きを保

存し、再生出力することが可能なシナリオ再生機

能を装備した。 
・事後の詳細な解析に対応できるよう、入出力デ

ータと 100msec 単位の時刻を合わせてログデータ

として記録する機能を装備した。 
○灯火制御装置の開発に関する研究（豊福 芳典） 
・ASDE インターフェース装置から入力される

ASDE データに基づき誘導路中心線灯を点灯制御

する灯火制御装置を開発した。 
・視覚誘導システムにおいては、ASDE でのター

ゲット捕捉から末端の灯火の点灯／消灯実現まで

の時間遅れが問題になるため、システム応答性に

も配慮する必要があること及び航空機位置情報は

500msec 周期で入力されるため、空港面状態表示

画面を 500 msec でリフレッシュする必要がある

こと等から、制御系処理と表示系処理を２台のパ

ソコンで分担させる方式とした。 
・制御系処理としては、灯火グループ設定、灯火

制御パラメータの設定、フェールセーフ設定等の

システムの設定機能、灯火の点灯／消灯指令発出

機能、システム構成機器異常の監視や灯火の点灯

／消灯状態の監視などの監視機能、データログ機

能などを装備した。 
・表示系処理としては、空港マップ上に航空機、

航空機のタグ情報、灯火の点灯／消灯状態を表示

する空港面表示画面及び制御パラメータ設定等の

操作入力画面としての機能を持たせた。 
・さらに、次年度以降予定されている仙台空港で

の実地検証試験に先立ち、ASDE インターフェー

ス装置と灯火制御装置を連接状態で、灯火制御動

作の確認試験を当所実験室内で実施した。 
・この連接試験においては、実 ASDE とは接続で

きないことから、ASDE インターフェース装置内

で疑似ターゲットを発生させて行うとともに、灯

火制御装置より下流システムについては、灯火制

御コントローラ、信号伝送装置、端末制御器、ゴ

ムトランス、灯火（５台のみ）の実機によりシス

テムを構成して動作確認を行った。 
・この連接確認試験の結果、灯火制御システムは、

疑似ターゲットに対しては当初の計画どおり、航

空機の進行に伴ってその前方灯火を点灯させて誘

導する灯火制御を行うことができることを確認し

た。次年度以降、実空港において実 ASDE と接続

して検証評価試験を行う予定である。 
○可変メッセージ型誘導案内灯に関する研究（塚

田 由紀） 
(1) 設置が想定されている羽田空港が臨海部であ

るためにVMSに施した塩害対策により, 放熱性の

面で極めて不利となっているにもかかわらず、前

年度までは未評価であった冷却性能について試験

評価した。 
・夏季に、終日日陰にならない場所に VMS を設置

し、筐体内各部に熱電対を取付け、温度を連続測

定した。 
・この結果、夏季炎天下において、特に LED 表示

面は LED の定格最大温度である 80℃を 30℃以上

も上回る温度になることがあり、この場合一部の

LED が不点灯となる不具合が発生することが明ら

かとなった。 
・このことから、現在の VMS の冷却性能は不十分

であり、特に表示面と表示面カバーの隙間の空気

循環を促進し、放熱効率を上げる必要が極めて大

きいことが判明した。 
(2) 表示面の反射防止膜は塩害及びジェットブラ

ストに曝されることになり、その耐環境性を試験

した。 
・羽田空港内の最も厳しい条件と思われる場所に

約６ヶ月間試験片を設置して、その前後の透過率、

反射率等の光学特性測定及び表面性状の観察、比

較を行った。 
・その結果、汚れにより透過率が顕著に低下する

ものの、透過率、反射率及び表面性状は洗浄によ

り概ね初期状態に復帰し、短期間ですぐに劣化す

ることはないことなどが確認できた。なお、運用

中は現場での適切な間隔での水洗い洗浄などが必

要であろうと考えられる。 
(3) 前年度に行ったパイロットによる VMS の視認

評価試験で、薄暮時等に表示の明るさが不適切と

の意見も一部あったので、本年度において、薄暮

時の適正な表示輝度について、視覚実験によりデ

ータを収集した。 
・その結果、昼光による表示面照度が 10,000 lx 以

上では、適正な表示輝度は概ね 3,000 cd/㎡とほぼ

一定であるが、10,000 lx 未満（薄暮時）では適正

表示輝度は大きく変化することが分かった。適正



 

表示輝度（Ｌ）と昼光による表示面照度（Ｅ）の

関係は次の回帰式により与えられる。 

Ｌ＝129.8・Ｅ
０.２６８２ 

 

3.3 受託試験研究課題別実施状況 

3.3.1 事故の原因究明 

 
ホーム可動ステップの機能試験及び技術指導 

水間 毅 
柳澤 治茂、佐藤 安弘 
千島美智男、細川 成之 
山口 知宏、米澤 英樹 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１５年８月 
１．目  的 
 車両との隙間が広いホームのカーブ部分に設置

し、列車がホームに進入し停車した後、転落防止

のため自動的に張出してホームとの隙間を覆い、

乗降客のホーム下への転落を防止する新しい装置

である「ホーム可動ステップ」を導入するため、

その安全性を確認するための試験等について、実

施方法や測定方法等について技術指導するととも

に、試験結果について評価する。 
２．試験研究概要 
 本システムに要求される安全性要件としては以

下の通りである。 

① 列車がホームに在線していない時はステップ

の張出しは行わない。 

② システム内の部品、装置に異常、故障を検知し

た場合は、自動による動作を停止し、錯誤動作を

行わない。 

③ 装置（可動ステップ本体）の構造、耐荷重等に

おける設計値（可動ステップ構造等の研究調査報

告書に準拠）に関して強度上問題がない。 

④ 可動ステップ本体と車両の衝突が起こった場

合の破損状態が危険な事象を引き起こさない。 

 これらを検証するために、①、②については設

計思想、FMEA,FTA に基づき机上で評価し、③、④

については当研究所所有の試験装置を用いて評価

した。 

３．成果概要 
 ホーム可動ステップの安全性を確認するため、

安全に対する考え方、対応手法について整理し、

その上で FMEA、FTA を実施した結果から評価を行

う方法と、設定された可動ステップの強度や万が

一車両と衝突した場合の衝撃について、試験装置

を用いて評価を行う方法を並行して実施した。そ

れらの結果をまとめると次の通りである。 

(1) 要求される安全機能とその評価に関しては、

各種故障検知やそれに対する対応が示され、リミ

ットスイッチによる安全確保や機械的機構による

安全確保手段がとられていること、電気的にはフ

ェールセーフマイコンで制御されていることより、

安全確保に対する対応は十分であると判断できる。

ただし、想定していない故障については、それに

対する対応も含め、今後も精査を続けることとし

ている。 

(2) 故障モードを想定し、その故障検知、影響状

況を検討し、ハザードレベルを整理した FMEA と、

錯誤張出、錯誤格納をトップ事象として、どのよ

うな事象が重なるとそうした事象が起きるのかの

FTA を実施した。その結果、最悪のトップ事象に対

し、通常ならば起こりえないと判断されるが異常

事象が重なれば起こることもあり得るので、どこ

まで異常事象の重なりを考慮するか、また、そう

した場合に、全体のシステムで検知が可能かの検

討を行い、人手を介することも含め、素早い対応

について検討することとしている。 

(3) 可動ステップの強度については、ステップ面

荷重試験及びカバー面荷重試験を実施した結果、

発生応力の最大値はいずれも降伏点を下回ってい

ることから、特に強度上の問題はないものと思わ

れる。一方、先端荷重試験を実施した結果、強度

上問題のあるステップもあったが、その他の４種

類のステップについては、強度上の問題はないも

のと思われる。また、ステップ先端を受ける鋼材

部分については、強度上の問題があり、材質の変

更が必要である。カバー部については、厚さ 6mm

では強度上の問題があるが、厚さ 9mm のものは、

強度上の問題はないものと考えられる。また、水

平荷重試験を実施した結果、所定の荷重負荷に対

しても動作に異常等は見られないことから、機能

上の問題はないものと考えられる。 

(4) 重錘を可動ステップの張り出した先端部に側

面から衝突させる実験を行った結果、衝突速度が

遅いほど、面取り角度が小さいほど、また、駆動

装置が取付けられていない場合の方が破損しにく

い傾向は見られた。また、今回の試験範囲では、

破損部品の飛散は見られなかった。 



 

御岳ロープウェイの事故原因究明に関する試験調

査 
佐藤 久雄 

千島美智男、細川 成之 
研 究 開 始 時 期  平成１５年１０月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年 ３ 月 
１．目  的 
 平成１５年１０月１５日に長野県木曽郡三岳村

御岳ロープウェイ（単線自動循環式普通索道）に

おいて搬器衝突事故が発生し、搬器内の乗客が地

上に落下して死亡した。 
 本事故における原因究明に関する調査、試験を

行う。 
２．試験研究概要 
 本事故の原因究明に関する現地調査、および本

事故における主要な原因と考えられる握索装置に

関する試験を行う。 
 現地調査については、搬器に関する調査、支え

い索に関する調査、場内設備の状況に関する調査、

保安装置に関する調査、運転状況に関する調査、

搬器の挙動に関する調査、メンテナンスに関する

調査等を行う。 
 事故搬器の握索装置に関する試験については、

耐滑動力試験、機能検査、外観検査、形状及び寸

法検査を行う。 
 以上の調査・試験結果から、事故原因について

の検討を行う。 
３．成果概要 
御岳ロープウェイの事故原因究明に関する試験調

査（佐藤久雄） 
 事故調査検討委員会の一員として、現地調査を

行った。現地調査を行った内容は、次のとおりで

ある。 
・搬器・支えい索等設備に残された損傷状況を確

認した。 
・握索・放索に係る設備等の寸法測定を行った。 
・保安装置（不完全握索検出装置およびばね異常

検出装置）の種類、形状および機能の確認を行っ

た。 
・事故時の搬器の走行条件による非常制動時間・

距離の計測を行った。 
・搬器の振れ試験による搬器運動のデータの収集

を行った。 
・事業者が行う点検・検査の内容、実施状況の調

査等を行った。 

 また、握索装置に関する試験については、警察

から鑑定嘱託を受けた事故調査検討委員会からの

依頼により実施した。試験を実施した握索装置は、

事故搬器の握索装置、過去に不完全握索を起こし

た搬器の握索装置および支障ないとされる搬器の

握索装置の３種類である。試験結果は、次のとお

りであった。 
・ばねの機能については、全ての握索装置におい

て、確実かつスムーズに行えることを確認した。 

・握索時における耐滑動力についても、全ての握

索装置において、最大滑動力が全体で基準滑動力

の３倍以上であり、握索機１個の場合においても

１．１倍以上あることを確認した。 

・放索状態からランニングローラーを基準位置へ

の押し込み時における握索動作機能については、

全ての握索装置について、握索動作に移行できな

いことが認められた。 

・プッシュリンクがデッドポイント付近にある場

合の握放索の動作状況については、事故搬器およ

び過去に不完全握索を起こした搬器の握索装置に

ついては、安定的に放索状態を保持したままの状

態になりうることが認められた。 

 以上の調査・試験結果から、事故原因について

まとめると、次のとおりである。 
・本件事故における最も重要な事故要因としては、

事故搬器の握索装置の二つある握索機がいずれも

握索する力が備わっていたにもかかわらず、双方

とも同時に、握索が不完全な状態で山頂停留場を

出発するに至ったことがあげられる。そのため、

支えい索上を滑動する事態になったと推定される。 
・事故搬器が支えい索等と衝突して脱索する事態

となった原因としては、支えい索上を滑動中の握

索機に支柱手前で振動が加わり、山頂側握索機が

急激に握索して急制動がかかり、慣性力により搬

器が大きく振り上げられ、支えい索および作業点

検台と衝突し、脱索に至ったと推定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

3.3.2 事故防止策の究明 

 
索道用握索装置の試験 

佐藤 久雄 
千島美智男、細川 成之 

研 究 開 始 時 期  平成１５年４月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 握索装置の試験については、索道事業者が、所

管の地方運輸局に工事施工認可申請をする際に、

その成績書が必要な書類のひとつとなっている。

試験は、各索道メーカからの申請に基づき、新た

に使用する予定の握索装置について、所定の機能

を有することを確認するために実施する。 
２．試験研究概要 
 握索装置を所定の握索力で索道握索装置試験施

設に取り付け、耐滑動力試験を行う。また、耐荷

重試験、その他の機能に関する試験を行う。 
３．成果概要 
索道用握索装置の試験（千島美智男） 
 単線自動循環式普通索道用握索装置２型式、複

式単線自動循環式普通索道用握索装置２型式につ

いて試験を実施した。その結果、４型式ともに握

索装置としての機能を有していることを確認した。 
 
常磐新線（つくばエクスプレス）実験線における

磁界調査 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１５年 ６ 月 
研 究 終 了 時 期  平成１５年１２月 
１．目  的 
 常磐新線（つくばエクスプレス）において、Ａ

ＴＳ地上子内に使用されているベスタクトリレー

は、15mT 以上の外部磁界により影響を受け、場合

によっては動作電圧、復旧電圧を変化させること

が知られている。そのため、車両通過時に発生す

る磁界によっては誤動作する可能性も有り得る。

したがって、実験線において地上子近辺の周辺磁

界を、実車両を走行させ測定することにより、実

運行時にも発生すると思われる磁界の実態を把握

し、地上子の動作への影響を検討する資料とする。 
２．試験研究概要 
 車両が地上子上を通過した時に、地上子内のベ

スタクトリレーが誤動作しないことを確認するた

めに地上子近辺の磁界測定を実施する。実施方法

としては、ベスタクトリレーを内在している地上

子上を、車両を各種走行パターンにより走行させ、

地上子の周辺における磁界をホール素子の磁界測

定器で測定する。 
 仮設地上子の側部および上部に、３軸磁界測定

器のホール素子式センサプローブを設置し、実験

車両を走行させて磁束密度の変化を測定する。 
３．成果概要 
 実験測定により以下のことが確認された。 
・漏洩磁界最大値は、磁界測定器のホール素子の

センサ位置を地上子の最上部（最も車両下部のリ

アクトルに近い部分）に設置した時に記録されて

おり、誤動作する可能性のあるベスタクトリレー

は、そのセンサ位置より下部にあるため、実際の

漏洩磁界は本実験の測定値より若干小さくなる可

能性がある。 
・本実験の測定は、６両編成の空車条件で行って

おり、リアクトルに流れる電流も最大値とはなっ

ていない。従って、実運行時において想定される

最大磁界を、今回の測定値から推定したが、その

結果は、想定される最大のケースを想定しても（最

大架線電流＋帰線電流）、誤動作するレベルからは

十分余裕のあるレベルであると推定された。 
・よって、地上子内のベスタクトリレーが、車両

走行時に発生する漏洩磁界により誤動作する可能

性は低いと判断した。 
・ただし、実運行の際の最大負荷時（８両編成、

満車等）における架線電流、帰線電流を把握して、

今回のデータと比較して、磁界のレベルを確認す

ることが望ましい。 
 
鉄道車両における磁界特性の測定評価方法の研究 

水間 毅 
佐藤 安弘、大野 寛之 

山口 知宏 
研 究 開 始 時 期  平成１５年６月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年１月 
１．目  的 
 鉄道車両が発する磁界について、測定試験の実

施によるデータ蓄積、磁界分布解析ソフトウェア

の開発等を行い、標準測定方法のとりまとめと提

案を行う。 
２．試験研究概要 



 

１）鉄道車両が発生する磁界の特徴の整理（要点

抽出） 
２）鉄道用磁界測定器の開発とそれを利用しての

測定 
３）鉄道から放射される磁界を測定する標準的な

測定方法の提案 
３．成果概要 
(1) 車外磁界 
 放射される磁界の周波数範囲は直流（架線電流

の影響）から低・中周波数（車載機器の影響）、高

周波数（離線の影響）まで幅広く、直流から

500MHz or1GHz まで分布することになる。大き

さは周波数帯により変わることになり、全てを網

羅できる測定器はないので、アンテナ、センサ両

方による測定が考えられる。 
 現状の測定器による測定精度、簡易さ、再現性

等を考慮すると、直流～低・中周波数（30kHz 程

度）はセンサ方式、高周波数帯ではアンテナによ

る測定が妥当と考えられる。ただし、センサ間、

センサ－アンテナ間で干渉がないことを確認する

必要がある。 
 測定条件については、一定の走行条件が確保さ

れる場所で実施することが望ましい。力行やブレ

ーキの地点での測定では、測定中に漏洩磁界の周

波数が変化することもあるが、それを検出できる

測定器を使用する必要がある。 
 測定場所については、線路から一番近い一般用

地でまず行い、減衰の程度を確認するために、

5,10m 程度ごとに測定することが望ましい。測定

高は、架線位置、車載機器位置、人間の心臓部高

さを考慮して、地表から 1～1.5m 程度に設定する

ことが望ましい。 
(2) 車内磁界 
 放射される磁界の周波数範囲が、基本的には、

架線電流や車載機器からの影響が中心となるので、

直流から 30kHz 程度まで程度と考えられる。また、

車内の空間の磁界分布の複雑さ、距離低減の大き

さを考慮すると、アンテナ方式よりはセンサ方式

の方が妥当と考えられる。さらに、測定条件では、

力行時、だ行時、ブレーキ時で発生する周波数の

モード、磁界の大きさが異なるので、分けて測定

した方が、磁界の特徴を分析しやすいことに留意

すべきである。また、床面では車載機器の影響が

大きく、架空線からのき電方式の場合は、床面よ

り 1.5m 以上では、架線電流の影響が大きいため、

床面での測定の他に地上 1～1.5m での測定も必要

である。 
 測定場所についても、T 車の座席上が概して磁界

が低いので、そこを基準として各種車載機器（モ

ータ、インバータ、リアクトル等）の上での測定

を行うことが望ましい。 
 
線区集中連動システム（特殊自動閉そく式対応）

のシステム検証と評価 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１５年１０月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年 ２ 月 
１．目  的 
 既に使用実績のある線区集中電子連動システム

を軌道回路検知方式の特殊自動閉そくに応用した

場合の安全性、信頼性について、試験方法、検証

方法を検討し、実用化に際しての評価を行う。 
２．試験研究概要 
 本システムの特徴は、軌道回路を用いずに駅間

閉そくを確保する点にあるため、その安全性の評

価には、一般的な FMEA、FTA を実施する前に、

駅間閉そくの確保に重要な「駅間在線」「誤出発」

「駅間閉そく保持」機能について、設計段階から

の検証を実施した。また、国際規格で求められて

いるハザード解析についても実施して、評価した。

さらに、信頼性の評価法としては、情報伝送系の

構成、軌道回路の設置方法、設定方法等に対する

試験法、検討方法を整理した。 
３．成果概要 
 システムの特徴的機能である、「駅間列車在線検

出機能」、「閉そく保持機能」、等の検証方法を整理

し、駅間閉そく論理に関する安全性解析とその妥

当性を検証するためにハザード解析を実施した。

その結果、「閉そく保持機能」により、列車すれ違

い時における安全性は確保されることが確認され

たが、危険事象を列車衝突として FTA を実施し、

「閉そく保持機能」があっても、各種不良、故障

事象が重なると衝突事象に至る樹(tree)を整理し

た。そして、その危険事象に至らないような各種

対策（列車無線、在線判断等）を提言した。さら

に、こうした解析に対して、実列車走行による検

証が望ましいことを提案し、FTA の妥当性検証、

運転方法に起因する事象の影響の確認システムの



 

外部要因に起因する事象の影響の確認を行う必要

性を述べた。 
 
新軽便都市交通システム実用化研究調査に関する

研究 
水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 
細川 成之、緒方 正剛 

研 究 開 始 時 期  平成１５年７月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 
 本研究では、ジェットコースターで利用してい

る、台車・軌道構造、位置エネルギーを利用した

走行を都市交通システムにも適用することにより、

建設設備コスト及びランニングコストを最小限に

抑えた新たな軽便都市交通システムを開発して、

従来の交通システムでは適用出来なかった、都市

インフラと需要規模に見合った最適の交通システ

ムを追求するに当たっての技術面及び安全性につ

いての評価を行うことを目的とする。 
２．試験研究概要 
 試験は、以下の各項目について行った。 

 車両特性に関する検討としては、開発を目指す

システムと同種の軌道構造、車両を有する、営業

運転を行っている遊戯施設において走行試験を実

施し、車両振動加速度（座席上前後方向(X)・左右

方向(Y)・上下方向(Z))及び走行抵抗について測定

し、参考として車外騒音の計測を行った。 

 また、システムの安全に関する基本的な考え方

及び設計に関わる基本的な考えについての評価を

行い、さらに、リニアモータ式駆動装置や永久磁

石式車両制動装置といった、位置エネルギーを利

用した交通システムにとって新しい技術について

も検討を行った。 
３．成果概要 
 新軽便都市交通システムに関する技術的検討、

安全性に関する検討を実施し、車両特性に関して

は、既存のジェットコースター車両を用いて基本

的な振動特性、走行抵抗、騒音特性を把握した。

その結果、従来の鉄道や新交通システムと比較し

て、特に問題となるデータは見られず、適切な路

線設計（駅間距離、高さ）、勾配設計を行えば、

新しい都市交通システム車両として特に問題はな

いと思われることが確認された。 

 また、安全性についても、システムに対する基

本的な考え方では、十分配慮されており、特に問

題となる項目は見られなかったが、実際には、実

設計時に詳細な検討が必要であり、実走行を通し

た検証も必要である。 

 新技術に関しては、リニアモータ、永久磁石式

制動装置を調査したが、個別要素としては十分実

用可能な技術であり、類似システムで実用化され

たものもあるが、新軽便都市交通システムとして

採用する場合には、個別の安全性、信頼性の検証

と共にシステムとしての安全性、信頼性の検証も

必要となる。 

 以上のことから、新軽便都市交通システムの安

全性に関しては、現状の車両、システムコンセプ

トから、概ね問題はない事は確認されたが、実用

に供し得るかについては、試験線等による実規模

の車両で、安全性、信頼性の検証を十分に実施し

てから判断する必要がある。 
 

準天頂衛星の鉄道応用に関する基礎的研究 

水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 

千島美智男、細川 成之 

山口 知宏 

研 究 開 始 時 期  平成１５年９月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 

 鉄道が走行する環境において、GPS 信号を利用

した測位システムが提案されているが、GPS の配

置、トンネル、ビル陰等による電波遮断やマルチ

パス等の影響により、精度の高い測位が行われて

いないのが現状である。 

 これに対して、必ず日本の天頂付近に位置する

準天頂衛星を測位に利用すれば、高仰角に衛星が

配置されるため使用可能エリアが増大し、広域か

つ高精度補強方式による測位精度が向上する等の

メリットが期待される。 

 従って、本研究において、準天頂衛星からの信

号と GPS 信号により、移動体の測位精度がどの程

度向上するかを、実走行により検証する。 
２．試験研究概要 
 準天頂衛星の模擬としては、擬似衛星（スード

ライト）を使用し、擬似衛星からの信号を、準天

頂衛星から放射されるであろう信号の指向性、レ

ベルに合わせて、その信号と GPS 信号とにより移

動体の測位（位置検知）を行い、将来準天頂衛星



 

が打ち上がった時に移動体の位置検知として利用

可能かを判断する。 
研究の方法としては、 
(1) 実車両による低速走行時における測位データ

の取得、解析 
 擬似衛星を準天頂衛星と見立てるための基礎的

データを取得し、擬似衛星信号と GPS 信号を受け

て、これらの複合信号から測位が可能な、移動体

測位用アルゴリズムの基礎的検証を行う。 
(2) シミュレーションによる鉄道が走行する環境

での測位評価 
 (1)で取得したデータに、シミュレーションによ

る擬似衛星データを付加して、測位演算をシミュ

レートし、鉄道が走行する環境下における擬似衛

星付加時の測位、可用性の向上度を評価する。 
(3) 擬似衛星と GPS による実列車走行中の測位評

価 
 (1)、(2)の結果を受けて、擬似衛星信号と GPS
信号による列車走行時の位置検知アルゴリズムを

作成し、実列車を走行させて、位置検知精度を確

認して、鉄道の位置検知方法として、準天頂衛星

を利用した測位システムが適用可能かどうかの判

断を行う。 
３．成果概要 

  擬似衛星を仮想準天頂衛星に見立てた測定では、

衛星数の増加による測位可能範囲の拡大が確認さ

れた。 

 また、擬似衛星を使用した測位精度については、

擬似衛星特有の遠近問題を実施場所にて解決する

必要があり、また、衛星測位時に見られた移動体

特有のマルチパスの問題を解決しなければならな

いことが確認された。 
 以上の課題が明らかにされたものの、仮想準天

頂衛星と４個以上のGPSによる走行移動体の位置

測定は 1m 以内の誤差を持って可能であることが

確認された。 
 

3.3.3 都市交通システムの機能向上 

 
車輪／レール間摩擦調整による台車曲線旋回性能

評価実験 
松本 陽 

佐藤 安弘、大野 寛之 
研 究 開 始 時 期  平成１５年７月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年２月 

１．目  的 
 摩擦調整材（HPF）の鉄道における利用技術確立を

目指し、台車試験機を利用して摩擦調整材使用時の

曲線旋回性能等に関する実験を行い、HPF の利用技

術確立に向けた基礎資料を収集する。また、営業車

で使用している台車に機能を付加し、路線状態監

視及び走行エネルギー測定を常時可能とする技術

を開発するための台上実験を実施する。 
２．調査概要 
 摩擦調整材を台車試験機の軌条輪上に塗布又は

噴射し、車輪／軌条輪間の摩擦係数の調整を行っ

た場合の横圧等の低減効果について確認する。ま

た、塗布方法や塗布量についても検討を行うため、

営業列車において摩擦調整の効果を比較的簡易に

検出できるよう、車輪に歪みゲージを貼付したＰ

Ｑ 輪軸を用いない輪重等の推定方法（簡易測定

法）を研究する。 

 なお、摩擦調整材は、KELTRACKTM  HPF  （High 

Positive Friction Modifiers ）と呼ばれるもの

で、その名の通り、ポジティブなクリープ特性す

なわち、滑り量が増大すると摩擦係数が大きくな

る性質を持ち、摩擦係数をμ＝0.17～0.35 に調節

することができるとされている。 
３．成果概要 
 摩擦調整材を台車試験機の軌条輪上に塗布し、

車輪／軌条輪間の摩擦係数に調整を施した場合の

曲線旋回性能等に関する実験を行った結果をまと

めると、以下の通りである。 

(1) 摩擦調整材を内軌頭頂面に塗布することによ

り、前軸外軌及び内軌横圧が低減され、曲線旋回

性能が向上することが確認された。また、摩擦調

整材塗布により、後軸の車輪／レール間に働く接

線力が減少し、エネルギー消費も減少することが

確認された。 

(2) 摩擦調整の効果を比較的簡易に検出できるよ

う、ＰＱ 輪軸を用いない輪重等の推定方法（簡易

測定法）を研究した結果、側梁ひずみや軸バネひ

ずみから輪重を求める方法、モノリンクひずみか

ら接線力を求める方法はともに有効であることが

確認された。 

 今後、車輪／レール間の摩擦制御を実用化する

上では、実路線での各曲線毎の最適な摩擦調整材

供給量を明確にするため、曲線半径毎の摩擦調整

材の消費量を実台車規模で把握することが望まし

い。また、輪重等の簡易測定法に関しては、営業



 

線で実台車を用いて、ＰＱ 輪軸を用いた測定結果

との比較検証も必要と思われる。 
 
3.3.4 交通インフラの機能向上・有効活用 

 
軌間可変電車のＡ台車評価のためのベンチ試験 

松本 陽 

水間 毅、佐藤 安弘 

大野 寛之、緒方 正剛 

研 究 開 始 時 期  平成１５年１１月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年 ３ 月 

１．目  的 

 軌間可変電車の A 台車(RT-X9B)はこれまで実車

走行試験により、輪重、横圧などの測定を行って

きたが、曲線通過時の車輪の横変位やアタック角、

台車のボギー角を測定するなどして当該台車の曲

線通過特性を系統的に評価した例がないので、台

上試験により当該台車の曲線通過性能などを精査

する。 
２．試験研究概要 

 台上試験により当該台車の曲線通過性能などを

精査するために、台車試験機を用いて、下記の項

目について測定し、曲線通過に関する基本性能、

曲線通過時の車輪摩耗特性などについて把握する。 
(1) 車輪アタック角、輪軸横変位を測定し、各条件

での輪軸の姿勢を推定。 
(2) ＣＣＤ カメラを用いて、各車輪／ レール接触

状況を観測。 
(3) 台車姿勢、荷重枠姿勢（対地上横変位とヨーイ

ング角）を測定。 
(4) デジタル車輪踏面描写装置により車輪断面形

状及び軌条輪断面形状を描写。 
３．成果概要 

(1) 直線走行では、軌間の片側に片寄って走行する

傾向がある。これは、本台車が独立回転車輪のた

め輪軸の操舵が行われず、輪軸を軌間中央に復元

しようとする力が働かないためである。本台車の

ように輪軸の自己操舵性による復元力が期待でき

ない台車では、操舵系も含め輪軸アライメントの

初期校正が重要であると考えられる。 
(2) 今回は 150km/h までの範囲の試験であったが、

この速度域では十分な直進安定性を有していた。 
(3) 本台車は独立回転台車であるが、「先頭軸輪軸

アタック角が大きくなる」、「後輪軸の外軌側への

変位が不十分」、「台車ボギー角が不足する」など

の、通常の一体輪軸車輪の台車と同様に急曲線に

なるほど好ましくない台車姿勢になる傾向を示し

ている。先頭軸アタック角が大きいのは独立回転

車輪軸のため自己操舵性がないためであり、台車

ボギー角不足が小さいのは、輪径差不足時に一般

の台車では働く後輪軸の輪径差不足による縦クリ

ープによって発生する反操舵モーメントが働かな

いためと思われる。 
(4) 曲線通過時の車輪摩耗量については 600mR、

400mR、300mR それぞれの半径ごとに、約 200km 
連続走行して車輪踏面形状の変化を測定した。そ

の結果、先頭軸外軌側車輪以外の摩耗量はきわめ

て少なく、通常の一体輪軸台車に比べて特に摩耗

が激しいという現象は見られなかった。 
 なお、今回のベンチ試験ではボギー角相当分を

付与していないので、本台車の曲線通過特性、摩

耗特性をより現実に近い形で評価するためにはこ

れを付与して試験する必要がある。 
 

レール案内・ゴムタイヤ式ＬＲＴ「トランスロー

ン」の安全性評価における試験項目に係わる技術

指導 

水間 毅 

佐藤 安弘、大野 寛之 

研 究 開 始 時 期  平成１６年３月 
研 究 終 了 時 期  平成１６年３月 
１．目  的 

 フランスのロール社が開発したレール案内・ゴ

ムタイヤ駆動式 LRT「トランスロール」は、道路

に敷設した 1 本のレールと車上の小径車輪で案内

を行う新しい公共交通システムであり、フランス、

イタリアで建設中のシステムである。本研究は、

このシステムを日本に導入するにあたり、新規技

術が日本の環境にどのように対応するか等の安全

性評価を行うために必要な試験項目や日本の公共

輸送に資するために必要な試験項目に関する技術

指導を行う。 

２．試験研究概要 

 本システムはこれまでにない案内システムを採

用しているため、日本での導入にあたっては、交

通システムとしての基本性能である、車両の走行

に関する試験項目を設定しその上で、これまでに

ない新規技術（案内システム等）に関する安全性

を評価するための試験項目を設定する。さらに、

日本の公共輸送機関として安定輸送の観点から、



 

異常時対応における試験項目も設定する。 

３．成果概要 

 システムの特徴を分析し、技術的資料を基に試

験項目を以下のように設定した。 

(1) 走行に関する試験項目  
 車両の性能を考慮して、高速安全性、曲線通過

性能に関する試験項目を設定した。 

(2) 新規技術に関する安全性評価試験項目  
 案内レール、小径案内車輪に関する安全性を評

価するための試験項目を設定した。基本としては、

案内装置、レールの強度を直線部、曲線部、縦曲

線部で測定する項目を設定した。また、分岐器に

関する試験項目を設定した。 

(3) 異常時対応に関する試験項目  
 異常時に関する試験項目としては、案内軌条内

や走行路面上に異物が存在する場合の通過性能や

ゴムタイヤのパンク時、滑走時の走行特性に関す

る試験項目を設定した。また、案内レールを帰線

としているため、冠水時における感電の可能性に

関する試験項目、勾配部における救援運転性能に

関する試験項目も設定した。 

さらに、試験線で望まれる安全性評価試験のため

の試験線仕様についても整理した。 

 



 

4. 研究業務一覧表 

 

4.1 環境研究領域 

 

1. 地域環境の改善 
○トラック用ＬＮＧ（液化天然ガス）機関の

研究 

○DI ディーゼルエンジンの燃料がＰＭおよ

び未規制高沸点炭化水素排出に与える影響

に関する研究 

○排出ガスに係る車載機能診断システム

(OBD)の高度化に伴う異常検知方法の調

査研究 

○粒子状物質生成過程の解析手法に関する基

礎的研究 

○マイクロ・トンネルの測定精度向上に関す

る研究 

○予混合圧縮着火燃焼を用いた高負荷域ディ

ーゼル排気改善に関する研究 

○車載型 NOx センサの実用化とその利用技

術に関する研究（競＊：環境技術開発等推進

事業[実用化研究開発課題]） 

○自動車から排出される未規制有害物質の実

態解明と排出抑制技術に関する研究（地球

環境保全等試験研究費） 

○音響インテンシティによる非定常騒音の放

射特性の解析手法に関する研究 

○道路走行時における高騒音車両の検知手法

とうるささ評価に関する研究 

○車体等吸音特性の最適化によるタイヤ道路

騒音の防止技術に関する研究（地球環境保

全等試験研究費） 

○ISO 路面の経時変化等に関する研究 

○鉄道騒音予測法における防音壁の遮音量算

出の予測精度向上に関する研究 

 

2. 地球環境の保全 
○燃料電池動力システム構成の最適化に関す

る研究 

○自動車の温室効果ガス総排出量推計値の 

 不確実性低減手法に関する研究 

○自動車環境アセスメント制度の基本設計 

 と環境対応技術の評価に関する研究（受託 

 研究） 

 

 

 

3. エネルギー資源の節約及び多様化 
○実使用条件下の車両・エンジン特性を反映

させた台上燃費試験手法に関する研究 

○新型動力自動車の国際基準調和に関する研

究（受託研究） 

 

4.  計測技術に関する研究課題 

○車両レスシミュレーション評価法に関する

研究 

○自動車排出ガスに含まれるナノサイズＰＭ

の生成過程とその計測に関する基礎的研究

（競＊：運輸施設整備事業団の「運輸分野に

おける基礎的研究推進制度」） 

○自動車排出ガス成分の反応および計測に 

 関する研究 

○自動車排出ガス中のナノ粒子計測法に関す

る研究 

○次世代排気ガス計測法の開発に関する研究 

 

5.  横断的研究課題 

○次世代低公害大型自動車の研究開発（受託 

 研究） 

○路線バスの活性化による都市交通環境の改

善に関する研究 

○自動車の車室内環境が乗員の心身状態に与

える影響に関する研究 

 

6.  受託試験・調査等 

○高度な車載診断装置（ＯＢＤシステム）の 

 技術基準策定に関する調査 

○エタノール混合燃料使用時の排出ガス特 

 性調査 

○「新粒子状物質測定法の制定」（ＰＭＰ） 

 に係わる計測技術の研究 

○ナノ粒子非定常測定手法の開発および排 

 気ガス中ナノ粒子挙動の計測 

○重量車排出ガス試験方法におけるマイク 

 ロトンネルの技術基準策定業務 

○平成１５年度粒子状物質の粒子数等に係 

 る測定法の確立のための調査 

○平成１５年度新燃料使用時の排出ガス等 

 実態等調査 

○バイオディーゼルに関する排出ガス試験 

 

 



 

○尿素ＳＣＲシステム技術基準策定に関す 

 る調査 

○不正燃料に係る排出ガス耐久性実証調査 

 

4.2 自動車安全研究領域 

 

1. 事故防止策の究明 
○自動車の情報提供装置の高度化技術に関す

る研究 

○ドライバの運転特性と車両の運動特性に関

する研究 

○自動車用灯火類の高度化に関する研究 

○新技術を適用した自動車用電子機器の安全

確保に関する研究 

○電磁界測定法に関する研究 

○ドライバ心理に基づく車々間信号の提示方

法 

○ＥＭＣ試験法の高度化に関する研究 

○貨物自動車の横転に関する研究（受託研究） 

○燃料電池自動車の実用化に関する研究（受 

 託研究） 

 

2. 被害軽減策の究明 
○CRS の実使用時の乗員保護性能に関する

研究 

○正面衝突時の車両相互の特性が乗員傷害に

及ぼす影響に関する研究 

○車椅子輸送車両における乗員保護に関する

研究 

○歩行者保護試験法に関する研究 

○自動車の側面衝突時の乗員保護性能に関す

る研究（受託研究） 

○自動車の歩行者保護性能に係る基準策定の

ための調査（受託研究） 

 

4.3 交通システム研究領域 

 

1． 事故の原因究明 

○鉄道の事故防止に関する基礎的研究 

○御岳ロープウェイの事故原因究明に関する

試験調査（受託試験） 

○ホーム可動ステップの機能試験及び技術指

導（受託試験） 

 

2． 事故防止策の究明 

○鉄道システムにおける安全性の数量的評価

手法と事故発生モデルに関する研究 

 

○電磁技術を利用した電気鉄道の技術評価に

関する研究 

○索道用受索装置における索輪荷重の測定方

法に関する基礎的研究 

○低視程時における視覚情報伝達方法の改善

に関する研究 

○順応条件が変化したときの視覚特性に関す

る研究 

○索道用握索装置の試験（受託試験） 

○準天頂衛星の鉄道応用に関する基礎的研究

（受託研究） 

○常磐新線（つくばエクスプレス）実験線に

おける磁界調査（受託調査） 

○鉄道車両における磁界特性の測定評価方法

の研究（受託研究） 

○線区集中連動システム（特殊自動閉そく式

対応）のシステム検証と評価（受託調査） 

○新軽便都市交通システム実用化研究調査に

関する研究（受託研究） 

 

3． 都市交通システムの機能向上 

○操舵台車の高度化・知能化に関する研究（競
＊：地下鉄互助会公益基金による研究支援を

含む） 

○索道搬器の動揺低減に関する研究 

○都市交通システムにおける機能の充実度評

価に関する研究 

○車輪／レール間摩擦調整による台車曲線旋

回性能評価実験（受託試験） 

 

4． 交通インフラの機能向上・有効活用 

○複合交通ネットワークにおける交通流シミ

ュレーション手法に関する研究 

○鉄道インフラの特性向上に関する研究 

○軌間可変電車の技術評価に関する研究 

○航空機の地上走行視覚誘導システムの開発

評価に関する研究（受託研究） 

○軌間可変電車のＡ台車評価のためのベンチ

試験（受託試験） 

○レール案内・ゴムタイヤ式ＬＲＴ「トラン

スローン」の安全性評価における試験項目

に係わる技術指導（受託調査） 

 

 

＊「競」とは、競争的資金による研究を表す。



 

5.試 験 業 務 一 覧 表 

 

受託試験・調査等 

領  域  名 項     目 件  数

【国】   

環境研究領域 ・高度な車載診断システム（ＯＢＤシステム）の技術基準策定 

 に関する調査 

１ 

 ・自動車環境アセスメント制度策定調査 １ 

 ・重量車排出ガス試験方法におけるマイクロトンネルの技術基  

 準策定に関する調査 

１ 

 ・平成１５年度地球環境保全等のための試験研究 １ 

 ・低公害車用部品の標準仕様に関する委託研究 １ 

 ・新型動力自動車の国際基準調和に対応するための調査 １ 

 ・平成１５年度エタノール混合燃料使用時の排出ガス特性調査 １ 

 ・平成１５年度粒子状物質の粒子数等に係る測定法の確立のた 

めの調査 

１ 

 ・平成１５年度新燃料使用時の排出ガス等実態等調査 １ 

 ・車載型Ｎｏｘセンサの実用化とその利用技術に関する研究 １ 

 ・大型ディーゼル車に代わる低公害車の新技術開発調査業務 １ 

 ・次世代大型低公害車の新技術に対する技術基準等策定に関す 

る事業 

１ 

 ・自動車排出ガスの国際的な規制動向に関するシンポジウム １ 

 ・尿素ＳＣＲシステム技術基準策定に関する調査 １ 

 ・輸入軽二輪自動車等に係る基準適合性の調査 １ 

 ・ガスディスチャージ前照灯のまぶしさに関する調査 １ 

 ・不正燃料に係る排出ガス耐久性実証調査 １ 

自動車安全研究領域 ・燃料電池自動車の技術基準策定に関する調査 １ 

 ・リコール届出の詳細分析及び自動変速機付自動車の急発進の  

発生状況等調査結果分析 

１ 

 ・自動変速機付自動車の急発進事故の原因調査 １ 

 ・走行中の原動機停止の原因調査 １ 

 ・制動装置の真空圧力失陥の原因調査 １ 

 ・アンチロックブレーキシステムの性能実証調査 １ 

 ・平成１５年度自動車の歩行者保護性能に係る基準策定のため 

 の調査研究 

１ 

 ・急制動時における倍力装置（ブレーキアシスト）に係る基準 

策定のための調査 

１ 

 ・危険物を運搬するタンクローリー等の横転防止に係る基準策 

定のための調査 

１ 

 ・光線過敏症等と遮光対策に関する調査 １ 

 ・自動車の側面衝突時の乗員保護性能に係る基準拡充のための 

調査 

１ 

交通システム研究領域 ・平成１5年度 航空機の地上走行視覚誘導システムの開発評 

価に関する調査委託 

１ 

 ・握索装置調査・試験 １ 

 ・準天頂衛星の鉄道応用に関する基礎的研究 １ 

【民間】   

環境研究領域 ・平成１５年度産業技術フェローシップ事業 ２ 

 ・新粒子状物質測定法の制定（ＰＭＰ）に係わる計測技術に関 
する試験 

１ 

 ・平成１５年度 自動車排出ガスに含まれるナノサイズＰＭの 

 生成過程とその計測に関する基礎的研究（ナノ粒子非定常測 

 定手法の開発および排気ガス中ナノ粒子挙動の計測） 

１ 

 ・負荷条件等が交換用マフラー装着車両の騒音特性に与える影 

響調査 

１ 

 ・大型ディーゼル車シャシダイナモ試験 １ 

 ・新たな自動車騒音検査手法調査 １ 

 ・バイオディーゼルに関する排出ガス試験 １ 

   



 

   

   

交通システム研究領域 ・複式単線自動循環式普通索道用握索装置の試験（48ＤＴ424- 

Ｂ） 

１ 

 ・複式単線自動循環式普通索道用握索装置の試験（52ＤＴ424- 

Ｂ） 

１ 

 ・常磐新線（つくばエクスプレス）実験線における磁界調査 １ 

 ・車輪／レール間摩擦調整による台車曲線旋回性能評価実験 １ 

 ・鉄道車両における磁界特性の測定評価方法の研究 １ 

 ・低視程実験棟における実指導 ２ 

 ・線区集中連動システム（特殊自動閉そく式対応）のシステム 

検証と評価 

１ 

 ・単線自動循環式普通索道用握索装置の試験（最急こう配 40° 

用）（45ＤＴ108－20） 

１ 

 ・単線自動循環式普通索道用握索装置の試験（最急こう配 30° 

用）（45ＤＴ108－20） 

１ 

 ・新軽便都市交通システム実用化研究調査に関する研究 １ 

 ・レール案内・ゴムタイヤ式ＬＲＴ「トランスロール」の安全 

性評価における試験項目に係わる技術指導 

１ 

自動車安全研究領域・ 

交通システム研究領域 

・ホーム可動ステップの機能試験及び技術指導 １ 

環境研究領域・ 

交通システム研究領域 

・軌間可変電車のＡ台車評価のためのベンチ試験 １ 

 合     計 ４５ 

 

 

 

 

6．外国研究機関との協定関係 

 

協 定 機 関 共同研究の内容 協定日 

中国清華大学自動車安全エネルギー研究所 自動車安全・環境の研究分野に 

おける協力関係構築 
H13.10 

大韓民国エネルギー研究所（環境分野） 自動車の環境・エネルギーに関する

研究分野における協力関係構築 
H14. 1.31 

中国吉林大学自動車工学研究所（ＣＡＥ） 自動車安全・環境の研究分野に 

おける協力関係構築 
H14. 7.16 

韓国自動車研究院 自動車安全・環境分野での 

研究協力協定 
H15. 1.21 

Institute for Environment and Sustainability(EU),

JRC(JRC-IES) 

The National Vehicle and Fuel Emission 

Laboratory(USA),EPA(NVFEL-EPA) 

The Vehicle Emission Control Center(ROK), SEPA 

(SEPA-VECC) 

自動車の環境保全に関する 

研究協力協定 
H15.12.10 

デンマーク工科大学 交通、エネルギー環境分野における

研究協力協定 

H16. 3.25 

 



7．共 同 研 究 

 

担 当 領 域 名 相 手 方 研 究 項 目 研 究 期 間 

環境研究領域 東京ガス㈱ 液化天然ガス機関における燃焼技術に関す

る研究 

13. 8.13～18. 3.31 

〃 ㈱小野測器 ガソリン車排出ガス対策装置の車載型故障

診断技術（OBD）に関する研究 

13.11. 1～16. 3.31 

〃 ㈱小野測器 自動車エネルギー消費特性の評価に関する

実験・計測技術並びにシミュレーション予測

手法に関する研究 

13.12. 1～16. 3.31 

〃 トヨタ自動車㈱ ディーゼル微粒子と NOx の同時低減触媒シ

ステム搭載車の排出ガス性能に関する研究 

14. 3.20～15. 4.30 

〃 東レ㈱ ＣＦＲＰ（Carbon Fiber Reinforced Plastics）

製鉄道用高欄の防音性向上に関する研究 

14. 5. 1～16. 3.31 

〃 ㈱小野測器 大型ディーゼルエンジン用ダイナモメーター

の高精度制御手法に関する研究 

14. 7.12～16. 3.31 

〃 埼玉大学 自動車排出ガス成分および計測に関する研究 

 

14.12.16～17. 3.31 

〃 九州芸術工科大学 鉄道車両用防音壁の最適化に関する研究 

 

15. 4. 1～16. 3.31 

〃 三菱重工業㈱ 交通騒音低減のためのセラミック吸音材の応

用技術に関する研究 

15. 4. 1～16. 3.31 

〃 ㈱ボッシュオートモ

ーティブシステム 

ジメチルエーテル(DME)を燃料とする小型ト

ラック用エンジンシステムに関する研究 

15. 4. 1～17. 3.31 

〃 ㈱山武 実走行条件下の排出ガス・燃費の動的挙動を

予測するデータマイニング方式シミュレーシ

ョン推計手法の開発研 

15. 4.18～17. 3.31 

〃 日本碍子㈱ 車載型ＮＯｘセンサの利用技術に関する研

究 

15. 6. 1～16. 3.31 

〃 ㈱小野測器 マイクロトンネル用高応答燃料流量計に関

する研究 

15. 8.19～16. 9.30 

〃 日本カノマックス㈱ 自動車排ガス用簡易型CNCカウンターの開

発 

15. 9. 1～16. 8.31 

〃 澤藤電機㈱ 路線バス用駆動モータの実用性能評価に関す

る共同研究 

15.10. 1～17. 3.31 

〃 ㈱エｨシーイー 吸排気制御によるディーゼル機関の排出ガ

ス低減に関する研究 
16. 1. 5～17. 3.31 

自動車安全研究領域 （財）交通事故総合分

析センター 

名古屋大学大学院 

車対車衝突時の車体変形と乗員傷害に関す

る研究 

15. 1.20～16. 3.20 

〃 （社）日本自動車機械

工具協会 

自動車整備検査用中速型ブレーキテスタに関

する研究 

15. 5. 6～18. 3.31 

交通システム研究領域 東京大学生産技術研

究所 

台車の急曲線通過性能に関する研究 15. 7.15～16. 3.31 

〃 芝浦工業大学 低視程時におけるトラス構造物の視認性に関

する共同研究 

15.10. 1～16. 3.31 

〃 函館圏公立大学広域

連合 

準天頂衛星の鉄道応用に関する共同研究 15.11. 1～18. 3.31 

〃 東京理科大学 霧中における光散乱を考慮した灯火の見え

方に関する共同研究 

15.11.14～16. 3.31 

 




